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概 要 
本稿の目的は、企業のクロスボーダー取引や国際的な事業編成等の際に注意すべき国際
課税問題について、タックスヘイブン対策税制、移転価格税制、PE 課税を中心に、その制
度趣旨や目的、執行機関の取り組み、司法の解釈等から税制の仕組みを理解し、国際税務
を取り巻く現状と課題、今後の税務当局の取り組みに関する展望についてまとめる。その
うえで、製造業、特に中・小規模の企業が検討すべき国際税務戦略（タックス・プランニ
ングとタックスリスクマネジメント）について、その効果を整理検討することにある。 
国際課税問題は、IT インフラの発展等により経済や企業活動の国際化が急速に進展し、
国境を越えた企業所得の移転が盛んに行われるようになったため、各国の税務当局が自国
の所得帰属を確保する動きを強めたことに起因する。また、一部の国においては、自国経
済の発展のために企業の税コスト負担の軽減に着目し、法人税率の引き下げや税制優遇措
置等による海外企業誘致を積極的に行うようになった。そのため、OECD は、国際税務の
秩序維持を図るために二重課税の抑制や解消へ向けた国家間の調停や租税条約モデルの構
築等に注力してきた。 
このような状況のなか、一部のグローバル企業は各国税率の差や税制優遇措置を活用し
たクロスボーダー取引や事業編成を行うことで、二重非課税を創出するなどの過度な税コ
スト負担軽減を実現した。この問題は表面化し、「税源浸食と利益移転（BEPS：Base Erosion 
and Profit Shifting）」として OECD のみならず G20 で議論されるようになり、国際的な政
治問題として各国・地域が共同で解決へ向けて動いている。このように、国際課税問題の
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現状は、多国間・地域が協調を表明し、国際標準の制定という新たな段階へ入った。 
日系企業については、国際事業展開をすすめる大手企業を中心に国際税務に対する意識
は高まってきているものの、全体としては未だ世界的なグローバル企業に比べて事業戦略
として積極的に導入している企業は少なく、国際税務戦略の戦略的価値は低い。企業が検
討すべき国際税務戦略は大きく二つの目的に分かれる。ひとつは、内国親会社や海外法人
が当該国や取引相手国からの追徴課税リスクの低減を図るタックスリスクマネジメントで
あり、もうひとつは、連結グループ内の事業再編や取引を通じて、連結グループの税コス
ト負担の軽減を図るタックス・プランニングである。 
国際課税問題の歴史は浅く、制度や法解釈などに不十分な点が残っているなかで、欧米
企業と比較して、当分野においては後進である日系企業がとるべき方針は、税制の枠組み
のなかだけで突出した戦略的価値の追求や、積極的に展開する企業に追従するのではなく、
あくまでも各社の事業の実体に則した海外事業展開の範囲内における連結グループ内の最
適な税コスト負担と課税リスクの低減を図る国際税務戦略を活用することで、連結企業グ
ループの価値を高めることが望ましいと考える。 
最後に補足するが、税制は過去からその当時の経済・企業活動に則した変化を続けてい
る。そのため、国際課税問題への対応は海外進出時のみならず進出後も継続的に検討する
ことも重要である。 
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 はじめに 
 研究の背景 
 本論文は、日本の製造業を中心としたクロスボーダー取引と国際課税の関係について、
タックスヘイブン対策税制、移転価格税制、PE 課税を中心に、その制度の趣旨や概要など
基礎となる部分に論点を絞り、企業1の国際税務戦略（タックスリスクマネジメントとタッ
クス・プランニング）の有効性について考察することを目的とする。 
 
 研究の目的と意義 
 研究の問題意識 
 日本の製造業は、戦後から一貫して生産技術の向上や製品開発により良質かつ安価な製
品を市場投入することで、国際的な競争力を維持してきた。しかし日本経済は、1980 年代
に高度経済成長期から安定成長期への移行、1990 年代の日本バブル経済の崩壊、そして
2000年代には通信・半導体を中心とした IT産業の急激な発展とその崩壊（ITバブル崩壊）、
リーマンショックに端を発した世界的な景気後退、その後の東日本大震災や福島原発事故
等を通じて、製造業にとって国内環境は円高による輸出環境の悪化、高法人税率、自由貿
易協定の遅れ、電力料金の高止まり、労働規制強化や高い人件費、環境規制強化のいわゆ
る「六重苦」といわれる状況となった。日本の製造業の多くは、このような状況から国内
生産に見切りをつけ、人件費等の安価な東アジア地域2を中心に相次いで事業移転を図った。
その結果、日本の製造業は、研究開発や高付加価値製品の製造・加工を国内で行い、量産
品の加工・組立などは東アジア地域を中心に行う国際的な地域分業体制が確立した。 
このような企業の動きを税務の観点からみると、事業者の意図とは関係なく世界的に高
い法人税率を課している日本から、法人税率 20%台の国が多く存在する東アジア地域へ企
業所得3の移転を遂げることとなった。 
一方、海外企業は税金を企業の最終利益へ影響を与えるコストという意識が強い。その
ため、株主利益の観点から自社の資金効率や実効税率の引き下げによる企業価値の向上を
                                                     
1 本論文において企業、法人、事業者、納税者はほぼ同意語とし、前後の文章等から筆者が妥当と
判断した表現を併用する。 
2 本論文では中国、香港、台湾、韓国、ASEAN 地域諸国、インド等の東南アジア西部を含む地域を
示す 
3 本論文において所得、利益、利潤はほぼ同意語とし、前後の文章等から筆者が妥当と判断した表
現を併用する 
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目的に、欧州・東アジア・オセアニア地域の軽税国や税制優遇国へ子会社等を設立し、日
米など高法人税率国から軽税国へ自社の所得を移転することで、税コスト負担の低減に取
り組んできた。 
その結果、OECD を中心とした先進国の税務当局は積極的なタックス・プランニングを
繰り広げるグローバル企業に対する不当あるいは過度な節税の防止や抑制を図るために、
一方、新興国の税務当局は自国の経済発展を支えるべく財政（税収）の確保のために、国
際課税の制度整備と調査体制の強化を図るようになった。 
日系企業の多くは、税金による利潤の社会還元は企業の社会的責任のひとつと捉え、納
税を善良な企業活動と考えてきた。そのため、国際課税対策に関する経験や知識等の不足
により二重課税や推定課税リスクに直面している。日本経済新聞平成 26 年 6 月 18 日記事
に「経済産業省が平成 26（2014）年 3 月に実施したアンケート調査によると、過去 5 年以
内に国際的な二重課税の原因となる課税が生じた企業は回答企業の約 14%（124/895 社）
にのぼる。そのうちアジア地域が 50%超であり、その内容の多くは移転価格税制と PE 課
税に関するものである」とあり、本調査からも日系企業の現状を裏付けることができる。
近年は、日系企業も国際展開を拡げる大手企業を中心に国際税務に対する関心が高まり、
国際税務戦略を取り入れることで、国際的な競争力の強化を図る動きが活発化しているが、
中小企業においてはその意識は低く、国際的な標準レベルへ達していない。 
筆者は軸受・直動案内機器等の製造・販売を行う中堅メーカー（以下、当社）の会計・
財務・税務を担う経理部に所属している。当社も企業規模や業績の拡大を図るために、近
年はその原動力を海外市場へ求めている。当社製品は、大きさや重量などの特徴から船舶・
航空輸送などの輸送時間やコストに大きな差が出にくいため、自動車産業等のように生産
拠点から消費地まで距離は問題とならないことや、小規模な工場でも採算を確保しやすい
ため製造拠点の選定に対する自由度は高い。そのため、経理部門として需要規模や製造コ
スト、物流効率などの本来の事業者視点とは少し異なる税務の観点から海外事業展開の有
効性やリスク管理を提言すべく、また、国際税務戦略を進めるにあたり、税理士法人等の
専門家と議論ができるよう、国際税務の基礎となる知識の習得や現状把握の必要性を感じ
たことが本研究に至る背景である。 
 
 研究の目的と意義 
国際税務に対する先行研究は多くあるものの、税務という特化した分野における専門的
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な見地による考察が多い。本論文は国際課税問題を深掘りするのではなく、企業が海外事
業展開を検討する際に最低限必要な国際税務に関する知識を習得することが目的である。
そのため、国際課税問題に関する基本的な枠組みや、クロスボーダー取引や国際的な事業
再編等と国際税務の関係、企業活動におよぼす影響等について、様々な角度から多くの情
報を取り入れて国際課税問題の現状に至るまでの背景や今後の展望についての論点を整理
することに意義がある。 
 
 本論文の構成 
本論文は 6 章からなり、企業の国際展開とともに注目が高まってきた国際課税について、
主な税制の趣旨や制度概要を整理し、重要な国際税務の現状と課題、国際課税における今
後の展望について言及したうえで、当社の最適な国際税務戦略について自身の考えをまと
める。各章の概要は次のとおりである。 
第 2 章では、税の基本的な枠組みと国家の歳入における税収の位置づけを把握すること
で、租税の役割を理解する。また、近年注目が高まっている国際税制のうち、タックスヘ
イブン対策税制、移転価格税制、PE 課税に焦点をあて、その制度の趣旨と概要をまとめる
ことで企業の国際事業における主な国際課税リスク4について理解を深める。 
第 3 章では、日本の税務当局の国際課税調査や執行の状況、各国税務当局との情報交換
や相互協議など二重課税防止へ向けた取り組みをとりあげる。また近年の税制改正のうち、
本論文の主旨と関係の深い 2 つの改正について、その制度概要をまとめる。一つは、平成
21（2009）年度の税制改正により導入された海外子会社配当の益金不算入制度であり、二
つ目は、平成 26（2014）年税制改正の総合主義から帰属主義への課税原則の転換である。
この税制改正が内国法人または在日外国法人に与える影響についても合わせて述べる。 
第 4 章では、国際課税の追徴課税に関する典型例や過去の判例等から国際税務を主に司
法の観点から理解することで、企業のタックスリスクマネジメントについて考える。 
第 5 章では、現在、国際社会が国際税務の分野で最も重要な課題と認識している「税源
浸食または利益移転（BEPS：Base Erosion and Profit Shifting）」（以下、BEPS）を取り上
げる。この問題は一般的に「企業の行き過ぎた節税」とも呼ばれており、各国の税務や税
制優遇措置を活用した合法的な租税回避行為として、OECD や G20 などがその問題解決の
                                                     
4 主なリスクとして追徴課税、推定課税、二重課税などが考えられる。 
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重要性を唱え、国際協調のもとで対策に取り組んでいる。この動きは新たな国際税務の流
れを起こしており、今後講じられる OECD 行動計画は各国税制や企業活動に大きな影響を
及ぼすため、その背景や現在の状況についてまとめ、今後の国際税務の展望について考え
ることを目的とする。 
第 6 章では、これまで様々な角度から国際税制と企業との関係を見てきた結果から、当
社のとるべき国際税務戦略を導き、あわせて、当社を例に中小規模の日系企業が国際税務
戦略とどのように向き合うべきかの見解を示し、最後に本研究の限界および今後の課題に
ついて言及する。 
 
 国際課税の概要とその背景 
 租税 
第一項 租税の役割とその変遷 
租税には国・地方公共団体等が提供するサービスに対する直接の対価性はないが、公共
サービスの提供のために必要な経費を等しく国民に負担させるものとしており、憲法第 30
条で「国民は、法律の定めることによる、納税の義務を負ふ」とし、同 84 条において「あ
らたに租税を課し、または現行の租税を変更するには、法律または法律の定める条件によ
ることを必要する」と租税法律主義を定めている5。このように、税務は重要な財政収入政
策の一つであり、その徴収方法については法的・社会的秩序に則ったものでなければなら
ない。その根底にあるものが租税原則であり、税の種類・課税の理念など税制の準拠すべ
き一般的基準を追求している。この原則は配分原理を根底に置きながら、政治・経済・社
会的背景に合わせて変わる租税の果たすべき役割について説かれてきた6。 
現代社会は多くの人や企業が国境を跨いで活動を展開しており、その活動がどの国の歳
入に寄与するかという点とその課税のあり方は、企業の人・事業・資本の国際展開に影響
を与える。一方、国家においては、自国産業が弱い国や新興国を中心に国家財政基盤の安
定を目指し、税制を活用した外国企業の誘致を行うようになったため、各国で法人税率を
中心に税率の引き下げや税制優遇措置による軽税競争が激しくなっている。国際社会はこ
                                                     
5 『税大講本 税法入門（平成 25 年度版）』（2013）国税庁税務大学校 
 http://www.nta.go.jp/ntc/kouhon/nyuumon/mokuji.htm 
6 税大講本では R.A.マスグレイブの理論を現代社会の代表的な租税原則として紹介している。 
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のような競争により生じた国際的な課税状況の歪みに対する公平性の確保を重要な問題と
捉え、経済成長の妨げとならない範囲でその規制・抑制に取り組んでいる。 
企業の視点から税務との関係について考えると、近年は企業価値に対する考えの変化7か
ら税金をコストと認識する傾向が強まり、各国税務に対する課税リスクの低減（タックス
リスクマネジメント）や、グループ全体の税コスト負担の軽減（タックス・プランニング）
を事業戦略のひとつする傾向が強くなってきている。 
最後に、司法の観点から国際税務の状況をみると、法の公正・中立の立場からその時世
にあった法律や制度を構築してきたが、その先を行こうとする企業の動き8や国際協調から
逸脱し自国の利益を優先する国の動きなどにより、従来の原理原則の適用が困難な状況に
なりつつある。 
 
第二項 日本の国家予算としての役割 
財務省発表の資料によると平成 26 年度一般会計予算編成の歳入総額は約 95.9 兆円であ
り、そのうちの法人税は 10.0 兆円（約 10.4%）を占める。また、法人税収入の対税収構成
比は 20.0%と高く貴重な財源であることが解る。日本は国際的な高法人税率国であるため、
国際競争力の低下につながっていると経済団体や日系企業を中心に非難の声があがってい
るなかでも、大規模な引き下げへ踏み込めない理由の一つはここにある。 
＜図表 1 国家予算に占める税収の割合＞ 
 
（出所）『国税庁レポート 2014』（2014）9 頁 国税庁 
                                                     
7 損益計算書重視から貸借対照表、キャッシュ・フロー重視へのシフト、株主価値向上の重要性の
認識などが挙げられる 
8 BEPS が近年における典型例である 
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安倍政権は世界的に高税率である日本の法人税率を OECD 加盟国レベルにまで引き下
げることを、3 本目の矢である国家成長戦略の重要検討事項のひとつに掲げている。法人
税率の引き下げは、国際社会に対して日本国内への企業誘致を PR する好材料であり、国
内産業の復活による経済・消費・雇用の改善への波及効果などを鑑みても早急に取り組む
べきと考える。 
しかし、法人税率の引き下げには大きな課題がある。それは税率引き下げ伴う財源喪失
の穴埋めである。安倍政権はその代替案として外形標準課税率や消費税率を引き上げるこ
となどで財源の確保を試みている。外形標準課税は資本金 1 億円以上の企業が課税対象で
あり、法人所得・付加価値・資本を基準とした課税方式のため、赤字企業も納税の義務を
負う。消費税などの間接税は、広く国民へ一律に課税するため裾野が広く景気変動等の影
響を受けにくく比較的安定した税収であることが特徴であるため、その安定性と収入規模
の大きさから法人税率の引き下げの代替案として世界的にも多くに国・地域で採用されて
いる税制であるが、高齢者や低所得者に対する配慮等、国民に対して公平な税負担となる
ようにバランスをとることが今後の課題である。 
 
 国際課税の仕組みと主な国際税制 
本節は大きく 2 つの構成からなる。第一項では国際課税問題の仕組み等を述べ、第二項
では、特に影響の大きいタックスヘイブン対策税制、移転価格税制、PE 課税に焦点を絞り、
税制の趣旨や概要等をまとめ理解を深めることを目的とする。 
 国際課税の概要 
日本の内国法人の法人所得税は、原則として全世界所得課税方式を採用しており9、国内
所得に加えて内国法人が海外支店等で得た所得に対しても日本の課税権はおよぶ。しかし、
当然ながら外国においても源泉地国において課税権があり、海外支店等で得られた所得に
対しては、日本と源泉地国の双方から課税されるため国際的な二重課税が生じる。日本で
はこの問題を排除するために、法人税法（以下、法法）第 69 条の 1 に定めるとおり、原則
として外国税額控除方式によりその重複所得分を控除することとなっている。しかし、内
国法に定める外国法人税にあたらない税や海外税務当局による一方的な課税に関しては、
控除の適用が認められない場合もあり、租税条約や両国協議等により解決がなされない限
                                                     
9  平成 21（2009）年度の税制改正により、海外子会社からの配当金については国外所得免除方式が
採用された 
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りは、企業は両国税務当局が課す課税のとおりに納税しなければならない10。 
現代社会は、IT 技術の発展や物流・輸送技術の向上等により、経済活動における国境の
垣根は低くなり、事業活動の国際化が急激に進展した。その一方で、税制は各国の主権と
財政収入の維持という考えから、国境の概念は強く根付いており、この政治と経済の歪み
により国際課税問題が発生し、その注目度は増している。国際税務は、課税インパクトの
大きさはもとより、調査結果次第では二重課税となるリスクを抱えており、企業のグロー
バル展開に対して障害となりうるため注意が必要である。 
 
 国際課税に係る主な税制 
（１）タックスヘイブン対策税制 
【趣旨】 
正式名称は租税特別措置法（以下、措法）「内国法人の特定外国子会社等に係る所得等の
課税の特例」といい、昭和 53（1978）年度の税制改正により制定された。本税制は自国の
税負担と比較して著しく軽税国・地域に所在する子会社等を通じた租税回避行為の防止に
あり、法で定める適用除外条件を満たさない場合や、条件を満たす場合であっても特定の
所得が生じている場合には、事業の観点から租税回避が意図的でないとしても税制適用と
なる仕組みとなっている。 
 
【概要】 
外国関係会社11のうち、法人の所得に対して課される租税が存在しない国または地域に
本店等主たる拠点を有する、またはその事業年度の所得に対しての課税割合（トリガー税
率）が 20%12以下である国や地域に所在する場合に、株主である内国法人の出資比率等に
応じた収益をその内国法人の所得とみなして課税する制度である。上記のような外国関係
会社を特定外国子会社等と称し、当該国・地域で事業を行うことに十分な経済合理性があ
                                                     
10 この状態が二重課税である 
11 居住者および内国法人が直接および間接保有する割合が 50%超の外国法人をいい、次の項目のう
ち最も高い割合で判定する。 
・ 発行済株式数 
・ 議決権数 
・ 請求権に基づき授受可能な剰余金の配当等の額 
12 平成 22 年度改正時点 
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るなどの一定の基準を満たすことができない場合や一定の資産性所得を有する場合は合算
課税の対象となる13。課税割合の計算は以下のとおりである。 
本店所在地国および所在地国以外で課される外国法人税＋みなし納付外国法人税
本店所在地国での所得＋本店所在地国の法令の非課税所得±その他
≤ 20%14 
 ここで特に注意すべき事項は分母の非課税所得である。例えば、特定外国子会社等が第
三国に保有していた資産を売却した際には、当該売却益が分母加算され税負担率が変わり
タックスヘイブン対策税制の対象となる場合がある。 
本計算により合算課税対象となった特定外国子会社等の課税適用対象金額と資産性取得
金額を、内国法人の事業年度の益金算入し合算課税を行う。課税適用対象金額は、対象の
特定外国子会社等の決算に基づく利益から一定の調整を行った額15に対して、その特定外
国子会社等に係る内国法人の有する請求権勘案保有株式16等の割合を乗じた金額である。 
課税適用対象金額×
内国法人の有する請求権勘案保有株数
特定外国子会社等の発行株式総数または出資総額
17 
 
【適用除外要件】 
タックスヘイブン対策税制は、企業の軽税国活用による租税回避行為に対応する税制で
あるため、企業が当該軽税国に経済合理性や事業上の必要性により設立した子会社に対し
てまで当税制を適用することは避けなければならない。そこで、租税回避行為によるもの
か、事業活動上必要な行為かを判断する基準を措法第 66 条の 6 に定めている。なお、日本
における統括会社の扱いに関しては後述でとりあげる。 
i. 事業基準 
次にあげる事業を営む法人は、事業の性質上特定の国または地域で事業活動を行うこ
とに十分な経済合理性があると認められないため、適用除外とされない。 
 株式等、債権の保有 
 工業所有権その他技術に関する権利もしくは特別な技術による生産方式およびこ
れに準ずるものもしくは著作権（出版権および著作隣接権を含む）の提供 
                                                     
13 一定の基準を適用除外基準、一定の資産性所得を特定所得という 
14 KPMG 税理士法人『国際税務 グローバル戦略と実務』（2013）100 頁 ㈱東洋経済新報社 
15 会計上の利益－関係会社配当等－過去 7 年以内の繰越欠損金－当期に確定した法人所得税 
16 他の法人を通じて間接的に保有している株式を含む 
17 KPMG 税理士法人『国際税務 グローバル戦略と実務』（2013）102 頁 ㈱東洋経済新報社 
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 船舶もしくは航空機（裸用船、裸用航空機）の貸付 
なお、平成 22（2010）年の税制改正において、一定の要件を満たす統括会社は当基
準の適用除外とされた。 
ii. 実体基準 
特定外国子会社等が所在する国または地域にその主たる事業を行うのに必要と認めら
れる事務所、店舗、工場等の固定的施設を有していることとし、その固定的施設の適
正規模の定めは特段なく、個別に検討・判断を行う。また、当該施設は必ずしも所有
である必要はなく、賃貸借契約による施設も充足する。なお、平成 23（2011）年の税
制改正において、事業持株会社に関して、統括業務が主たる業務として実体基準の適
用可否判定を行うことが明確化された。 
iii. 管理支配基準 
特定外国子会社等の経営・管理・運営が親会社から分離・独立していなければならな
いとする独立企業規範によるものであり、租税特別措置法関連通達（以下、措通）第
66 条の 6 の 16 において「株主総会、取締役会の開催、役員としての職務執行、会計
帳簿の作成・保管、その他の状況を勘案のうえ行うものとする。この場合において、
例えば、株主総会の開催が本店所在地国以外で行われていることや現地における事業
計画策定等にあたり、内国法人と協議し、その意見を求めている等の事実があるとし
ても、そのことだけでは当基準を満たさないことにはならない」と定めている。 
iv. 非関連者または所在地基準 
租税特別措置法施行令（以下、措令）第 39 条に次のいずれかを充足する必要があるこ
とを定めている。 
 非関連者基準 
適用事業18：卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険業、水運業または航
空運送業 
事業の特性上、国際展開が避けられないものであり、固定的施設を有する国また
は地域のみで事業を行うことに無理があることから、所在地ではなく取引相手が
非関連者との取引あるいは非関連者からの収入の割合が 50%を超えるかどうかで
適用除外を判定することとしている。（措令第 39 条の 17 の 2） 
                                                     
18 原則として日本標準産業分類を基準として判定する（措通第 66 条の 6 の 17） 
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・卸売業 
販売取扱金額19の合計額のうち非関連者との取引に係る販売取扱金額の割合、また
は、仕入取扱金額20の合計額のうち非関連者との取引に係る仕入取扱金額の割合 
・銀行業 
受取利息または支払利息の合計額のうち非関連者から受ける割合 
・信託業 
信託報酬の合計額のうち非関連者から受ける割合 
・金融商品取引業 
受入手数料（有価証券の売買による利益も含む）の合計額のうち非関連者から受
ける割合 
・保険業 
収入保険料のうち非関連者から受ける割合 
・水運業または航空運送業 
船舶または航空機（裸用船、裸用航空機）の運航および貸付による収入合計額の
うち非関連者から受ける割合 
非関連者基準から関連者の範囲を示すと以下のとおりとなる。（措法第 66 条の 6 の
3、措令第 39 条の 17） 
a. 特定外国子会社等の発行株式等の 10%以上を直接および間接保有する内国法
人およびその同族関連者 
b. a.の内国法人の発行済株式等の 50%以上を保有する者およびその同族関連者 
c. b.の内国法人がその特定外国子会社等の発行済株式等を間接保有している場
合には、当該内国法人とその特定外国子会社等との間において発行済株式等
の所有を通じて縦列連鎖関係にある他の外国法人およびその同族関連者 
 所在地国基準 
適用事業：非関連者事業以外を営む事業 
非関連者基準が適用となる事業以外の法人の特定外国子会社等が適用除外とされ
るためには、主としてその事業を本店または主たる事務所の所在する国・地域に
                                                     
19 棚卸資産の販売に係る収入金額と販売代理または仲介による手数料収入がある場合には、その手
数料のもととなる棚卸資産取引を含む 
20 棚卸資産の取得に係る収入金額と取得代理または仲介による手数料収入がある場合には、その手
数料のもととなる棚卸資産取引を含む 
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おいて行っていることが求められている。なお、不動産仲介業については、本店
または主たる事務所が所在する国・地域の不動産売買、貸付、その代理または媒
介およびその不動産の管理を、物品賃貸業についても同様にその国または地域に
おいて使用に供される物品の貸付行っている必要があると、事業の範囲を明確化
している。（措令第 39 条の 17 の 5）また、平成 23（2011）年の税制改正において、
統括会社の事業についての判定基準が新たに制定された。 
 
【資産性取得に対する課税】 
平成 22（2010）年の税制改正において、特定外国子会社等が従たる事業で行った資産性
取得については、適用除外を受けた場合であっても当該取引については合算課税されると
定めている。（部分課税対象） 
＜資産性取得の判定フロー＞ 
特定事業 7業種21を除く事業者が副次的な財務活動よって得た収入を資産性所得という。
その端的な例として、製造業が手許余剰資金等の活用を目的に行う株式や債券、不動産投
資などによる収入が挙げられる。資産性所得課税の判定に際して、ロイヤリティについて
は特に注意が必要である。その理由は、判定対象がブランドや営業権、商標権など多岐に
渡る点や、当該活動が従たる事業に供しているかどうか、ライセンス契約の相手が他の外
国関連者取引の場合には移転価格税制への対応の必要があるなど、様々な側面から議論が
必要となる可能性があるためである。特定所得は措法第 66 条の 6 の 4 で以下のように定め
ている22。 
 剰余金配当等の額（特定外国子会社等の出資比率 10%に満たない投資先法人（以
下、特定法人）からの配当等の額に限る） 
 債券の利子額 
剰余金配当等の額、債券の利子額については、取得に要した経費として以下 2 点
のどちらかによる控除を認める。 
1). 当該活動に直接要した（ことが証明できる）直接経費 
2). 当期の支払利子×
特定株式(債権)の帳簿価額
総資産の簿価
 
                                                     
21 卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険業、水運業、航空運送業 
22 木村俊治『タックスヘイブン対策税制の実務 Q&A（第 2 版）－租税事案の実証研究と企業の対
応策』（2013）200～201 頁 ㈱中央経済社 
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 債券の償還益の額 
償還差益から上記方法のどちらかで算出した経費を差し引く 
 特定法人の株式等による対価額 
外国金融商品取引所で譲渡した特定法人の株式等の譲渡対価額から、当該株式等
の取得額と対価取得に直接要した費用を差し引く 
 債券の譲渡による対価額 
債券譲渡による対価額から、当該債券の取得額と対価取得に直接要した費用を差
し引く 
 特許等の使用料（ロイヤリティ）23 
当該使用料を得るために要した費用を差し引く 
 船舶・航空機の貸付（リース） 
船舶もしくは航空機（裸用船、裸用航空機）の貸付による対価から対価取得に直
接要した費用を差し引く 
部分課税対象金額は、上記の部分適用対象金額に親会社の持分割合24に応じて計算した
金額の合計額としており、その金額を収益とみなして当該内国法人の所得に合算課税する。
例えば本業所得が赤字で資産性所得が黒字の場合には、本業所得と各資産性所得を合算し
た金額が課税対象金額となる。 
例：本業収入 △10、資産性所得① +5、資産性所得② +20 の場合 
課税対象金額の合算課税限度額＝△10+5+20＝+15  
資産性取得の合算にあたっては、次の少額基準による例外規定が設けられており（措法
第 66 条の 6 の 5、措令第 39 条の 17 の 2）、以下の基準に該当する場合には合算課税は行わ
れない。（デミニマス基準） 
 各課税年度における部分適用対象金額に係る収入が 1,000 万円以下の場合 
 各事業年度の税引前所得のうち、部分適用対象金額の占める割合が 5%以下である
場合 
 
                                                     
23 自ら行った研究開発成果に係る特許権等の使用料や、特定外国子会社等が対価を払って取得また
は使用許諾を受け、事業の用に供している特許権等の使用料は除外される。ただし、当該事項を証
明する書類の保管が求められる。 
24 
親会社が直接または間接的に 10%以上を有する請求権勘案持株数
特定外国子会社等の発行済株式数
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【統括会社とタックスヘイブン対策税制適用除外基準の改正】 
平成 22（2010）年度、翌平成 23（2011）年度の税制改正において、統括会社に対する考
えが新たに導入された。 
平成 22 年度改正： 適用除外基準のうち、事業基準、非関連者基準に関しての見直し 
平成 23 年度改正： 事業持株会社である特定外国子会社等について、実体基準および所
在地国基準の判定に関する改正 
この背景には、海外における地域経済圏の発展と日系企業の事業形態の変化が大きく影
響している。EU、ASEAN、NAFTA などの地域内協定により、国境を跨いだ広域地域を
一つの経済活動体とみなし、域内における経済活動の自由化が進んできた。それにより、
企業の事業統括範囲も広域となったため、域内の商流（営業）・物流の統制や管理、人事・
経理・システムなどの間接部門の合理化を目的に、域内の複数拠点を統括する法人を活用
した経営形態の導入が盛んになっている。そうした統括会社は、租税回避目的で設立した
ものとして捉えるのではなく、地域を統括する事業に十分な経済合理性があることから、
タックスヘイブン対策税制においてもその実態に合わせて改正が行われた。 
当改正で定める統括業務は、特定外国子会社等が被統括会社との間における契約に基づ
き行う業務のうち、事業遂行上欠くことができない事業方針の決定または調整に係るもの
であり、2 つ以上の被統括会社に係る統括業務を一括して行うことにより、収益性の向上
に結び付くことが認められる業務としている。（措令第 39 条の 17 の 1） 
≪用語の意義≫（措令第 39 条の 17） 
 統括会社 
次の要件を全て満たす特定外国子会社等をいう。 
1). 内国法人に発行済株式等の 100%を直接または間接保有されていること 
2). 2 つ以上の被統括会社に対して統括業務を行っていること 
3). 本店所在地国に統括業務に係る固定施設および当該統括業務に従事する者（その特定
外国子会社等の役員を除く）を有していること 
 
 被統括会社 
次の要件を全て満たす外国法人をいう。 
1). 統括会社が発行済株式等の 25%以上を保有し、かつ議決権の 25%以上を保有すること 
2). 本店所在地国に事業を行うに必要と認められる従事者を有すること 
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3). 統括会社の一定の関連者（ひ孫会社まで） 
＜図表 2 統括・被統括のイメージ＞ 
 
（出所）経済産業省 平成 22 年度税制改正について 
今回の規制緩和措置により、事業持株会社や物流統括会社等の統括業務を主な事業とす
る組織は一定の条件を満たすことで適用除外と判定されることとなった。具体的な条件は
次のとおりである。事業持株会社は、株式等の保有を主たる事業とし、統括会社の期末時
点帳簿価額合計の 50%超を被統括会社の株式等の帳簿価額が占める場合と規定され、物流
統括会社については、卸売業に該当するため従来は取引の 50%超を非関連者との間である
ことが適用除外条件であったが、改正後は被統括会社を除く取引において 50%超の非関連
者取引を判定することとなった。 
その他、販売統括会社や調達統括会社など特定の機能を統括する事業組織においても同
様に規制緩和措置の対象となるため、この改正によりタックスヘイブン対策税制による課
税リスクが軽減されたことで、日系企業の海外事業戦略の策定に大きな影響を与えた。 
 
【小括】 
ここまでタックスヘイブン対策税制の制度概要と改正の変遷を追ってきた。当税制は、
グローバル展開を拡大する事業活動のなかで租税回避行為の防止や行動抑制を目的に制定
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され、正当な企業の海外展開や事業活動に対する阻害要因ならぬよう、その目的の範囲内
で変革を遂げている。 
多くの日系の製造業は、国内の人件費や電力等のインフラコスト水準の高さや為替の影
響などにより、組立・加工工程など中心に製造コストの安い東南アジア諸国等に移転し、
コストメリットを活かした事業再編を遂げてきた。しかし一方で、税コスト負担の軽減を
目的に海外事業編成を成す企業も出てきたため、これらの企業を看過することができなく
なった税務当局はタックスヘイブン対策税制を強化している。税務当局は本来の企業発展
のための海外事業展開に対して足枷とならないように、本税制の意図を適用除外要件の判
定フローを開示することで明確に示している。企業は本フロー照らし合わせて、自社の海
外事業展開の主目的が軽税ではないことを立証する準備し、税務当局と対話を行うことで
課税リスクを抑えることは可能である。 
＜図表 3 課税判定フロー＞ 
 
（出所）経済産業省 平成 22 年度税制改正について 
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（２）移転価格税制 
【趣旨】 
移転価格税制は国家間の課税所得配分を問題とし、法人が国外関連者との資産や役務等
の取引を通じて発生する所得移転の妥当性が焦点となる。財務省は当税制の概要を「企業
は海外の関連企業との取引価格（移転価格）を通常の価格と異なる金額に設定すれば、一
方の利益を他方に移転することが可能である。移転価格税制は、このような海外の関連企
業との間の取引を通じた所得の海外移転を防止するため、海外の関連企業との取引が、通
常の取引価格（独立企業間価格）で行われたものとみなして所得を計算し、課税する制度」
と定義づけている。 
日本においても製造業を中心に日系企業の海外進出の急増により国外関連者取引が多く
なったため25、移転価格税制の重要性は増している。移転価格税制は過去 6 事業年度まで
遡ることが可能なため追徴課税が多額となることが多く、さらに相手国での追徴を理由に
納税額の減額が認められるケースは少ない。そのため、企業は対象国との間で相互協議や
訴訟、仲裁などによる解決が図れない限り両国から二重課税を受け続けることとなる。 
企業にとって、近年急速に拡大をみせる事業のグローバル化のもとで、コスト軽減を可
能とする国・地域への進出や当該国との取引を通じての競争優位性の確立は、事業継続を
図るための重要命題であり、国外関連者取引の増加とともに増大する移転価格課税リスク
への対応は欠かせない。一方、税務当局にとっても自国の所得確保は重要命題であるため、
自国企業の国外関連者等を通じた不当な所得流出や租税回避行為の防止、企業の海外取引
を過度に抑制することを防止するための租税条約や法制度等の整備、相手国との情報交換
や相互協議を通じた情報共有等を図ることが必要である。 
 
【概要】 
日本の移転価格税制は、昭和 61（1986）年の税制改正における制定に始まり、現在は措
法第 66 条の 4 に「法人が、当該法人に係る国外関連者（外国法人で、当該法人との間にい
ずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式又は出資（当該他方の法人が有する自己の株
式又は出資を除く）の総数又は総額の百分の五十以上の数又は金額の株式又は出資を直接
又は間接に保有する関係その他の政令で定める特殊の関係のあるものをいう）との間で資
産の販売、資産の購入、役務の提供その他の取引を行った場合に、当該取引（当該国外関
                                                     
25 本稿第 3 章を参照 
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連者が法人税法第百四十一条第一号から第三号までに掲げる外国法人のいずれに該当する
かに応じ、当該国外関連者のこれらの号に掲げる国内源泉所得に係る取引のうち政令で定
めるものを除く）につき、当該法人が当該国外関連者から支払を受ける対価の額が独立企
業間価格に満たないとき、又は当該法人が当該国外関連者に支払う対価の額が独立企業間
価格を超えるときは、当該法人の当該事業年度の所得に係る同法その他法人税に関する法
令の規定の適用については、当該国外関連取引は、独立企業間価格で行われたものとみな
す」と定め、連結子会社等の実質的な支配権を有する海外企業との取引に対して、（法人税）
課税の観点から通常と異なる取引があったと判断される場合に課税される仕組みとなって
いる。この仕組みは独立企業間原則に基づくものであり OECD Model Tax Convention 
Article 9 において「一つの多国籍企業グループに所属する複数の関連者を以て一つの事業
体を構成する不可分の複数の機能単位としてではなく、それぞれを独立した企業として扱
い、独立企業間であれば適用されるべき条件の下で計上されたであろう取引に関わる利益
と実際に計上された利益との差額を更正対象とするものである」と定義付けている。 
日本における具体的な執行手続きは「移転価格事務運営要領 2‐1 調査の基本方針」に
則り、企業の国外関連者取引が移転価格税制に該当するか否か、具体的には国外関連者取
引に係る利益率と第三者間取引の利益率の比較検討を行う。 
≪検討ポイント≫ 
 法人の国外関連者取引に係る売上高総利益率または営業利益率等が、当該国外関連
者間取引に係る事業と同種で、規模、取引段階その他の内容が類似する事業を営む
非関連者である他の法人の当該事業に関わる当該利益率等と比較して過大あるいは
過少となっていないか 
 法人および国外関連者が国外関連者取引において果たす機能または負担するリスク
等を勘案した結果、法人の当該国外関連者取引に係る利益が、他の国外関連者が果
たす機能またはリスク等と比較して相対的に過大あるいは過少となっていないか 
 
【制度的背景】 
OECD 移転価格ガイドライン 
OECD 移転価格ガイドラインは、多くの加盟国の法規において尊重すべきものとして位
置づけられ、移転価格税制の共通規範としての役割を担っている。当ガイドラインは 2010
年に独立企業価格の算定方法、比較対象企業の選定基準、運用など移転価格税制の基礎と
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なる部分がより具体的かつ実践的な内容に改定され、近年における移転価格税制の執行や
対応、課題解決へ向けた取り組みに対して重要な意義を持つ。 
 
日本の整備状況 
日本の移転価格税制は、昭和 61（1986）年に創設され、平成 13（2001）年に移転価格事
務運営指針が導入されて以来、OECD ガイドラインや関連税法の改正などを通じて制度の
整備・充足を図っている。 
i. 適用要件 
日本においては、法人事業年度に国外関連者との有形・無形資産の売買、役務提供によ
り受けるあるいは支払う対価が独立企業間原則に満たない場合または超える場合に、独立
企業間原則の概念により算出した金額との差額に対して課税が行われる。具体的な適用要
件は次のとおりである。 
1). 適用対象 
日本の法人税納税義務を有する法人 
2). 国外関連者 
形式的基準と実質的基準により定義されている。 
 直接的あるいは間接的な資本関係や役員の兼任状況等の客観的な基準を以て特殊
な関係にある関連者であるか否かを判断するもの 
 実質的な支配従属関係の有無を基準に特殊な関係にある関連者であるか否かを判
断するもの 
資本関係を基準とする場合は、50%以上の出資比率を有する関係すなわち親子会社、
孫会社、兄弟会社、従妹会社等を規定している。この関係は会計における連結範囲の
考え方と異なる点に注意が必要である。移転価格税制はあるべき取引価格を歪めるこ
とが可能な支配従属関係にある国外関連者取引が対象となるため、50%以上の出資比
率で繋がっている以上は特殊関係を有する関係者となされる。その一方で、50%以上
の出資関係があったとしても、取引関係においては利益が相反する関係にあるなど、
移転価格税制の前提となる取引価格の恣意性が欠如する場合においては適用要件とし
て認められないと考える。 
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＜図表 4 50%出資比率と移転価格税制適用要件例＞ 
 
（出所）藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）4～5 頁 ㈱中央経済社 
一方、実質的な支配基準は次の項目を掲げている。（措令第 39 条の 12 の 1－3） 
 一方の法人の役員が関連者法人の役員の半数以上を兼任、もしくは代表権を有す
る役員を兼任している場合 
 法人との取引にもう一方の事業の重要な部分が依存している場合 
 借入金等の資金調達に法人の事業運営の相当程度を依存している場合 
その他、特許、実用新案、意匠、商標等の工業所有権やノウハウ等の暗示的な部分
への依存度が高い場合なども実質的支配と判断される。形式的な基準は、法人税申告
書別表 17－(四)で事前確認が可能であることなどから、実際の税務調査における判断
は、実質的な支配基準によるところが大きい。 
3). 取引 
移転価格税制の調査対象となる主な取引は、国外関連者との有形・無形資産の売買や
役務提供であり、法人の恣意性に関係なく独立企業間価格により判定される。 
国外関連者からの配当は調査対象取引に該当しない。その理由は、一般的に配当行
為は投資に対するリターンであり、所得の移転をなす取引ではなく、また、特定取引
において利益をあげていたとしても、国外関連者等の決算が赤字の場合や内部留保の
優先を理由に無配とすることもあり、経常的な取引と判断することが困難であるから
である。日本は平成 21（2009）年度の税制改正により海外子会社からの配当は 95%が
益金不算入となった。これにより日本に拠点を置く企業は、経常取引価格をさげるこ
とで軽税国へ利益を移転させて配当による所得還元を図ることで、通常取引と比較し
A国 親会社 A国 B国
50% 法人A 法人B
子会社 50% 50%
50%
B国
孫会社 C国
50% 法人C
C国 曾孫会社
移転価格税制の適用対象となる 合弁など、法人間に支配従属関係が
出資比率50%以上の関連者 ない場合は、適用の意義が認められない
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て納税額を減らすことが可能となった。このような行為を抑制・牽制するためにも、
経常取引価格の利益妥当性を判断する本税制は一層重要な役割を担う。 
＜図表 5 財務諸表項目と移転価格税制調査対象の関係性（イメージ）＞ 
財務諸表（損益計算書） 移転価格税制における取引内容 
売上高 有形資産取引  
 
課税対象取引 
売上原価 無形資産取引 
 役務提供取引 
売上総利益  
販売費及び一般管理費 役務提供取引 
営業利益   
 営業外収益 投資・財務活動  
 
課税対象外取引※ 
 営業外費用 投資・財務活動 
経常利益  
特別利益 投資・財務活動 
特別損失 投資・財務活動 
税引前利益   
※親子ローン取引（利率）は課税対象取引となる 
（筆者作成） 
 
ii. 移転価格の算定方法 
措法第 66 条の 4 および同法施行令第 39 条の 12 で以下の算定方法が認められている。 
① 独立価格比準法（Comparable Uncontrolled Price Method） 
② 再販売価格基準法（Resale Price Method） 
③ 原価基準法（Cost Plus Method） 
④ 基本三法26に準ずる方法 
⑤ 政令に定める方法 
⑥ 利益分割法（Profit Split Method） 
⑦ 取引単位営業利益法（Transactional Net Margin Method） 
                                                     
26 ①～③を基本三法とよぶ 
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⑧ 取引単位営業利益法に準ずる方法 
＜図表 6 移転価格の算定方法の概要（一部）＞ 
概要 利点 欠点 
①  比較対象となりうるほどの類
似性の高い非関連者間におけ
る取引価格を直接的に金額比
較する 
最も信頼性の高い方法 
高度な類似性を要求
され、また非関連者は
競合他社であること
が多く情報入手が困
難 
②  比較対象となりうるほどの類
似性の高い非関連者間におけ
る売上総利益率を比較する 
－ 
③  比較対象となる非関連者間取
引における製造原価に対する
売上総利益率を比較する 
売上総利益
売上高
×製造原価  
－ 
⑥ 関連者間取引に係る利益を当
該取引に参加する関連者の寄
与度に応じて分割 
実体に応じて選択が可能 
・寄与度利益算出法 
・比較利益分割法 
・残余利益分割法 
寄与度の算出定義、比
較企業（事業）の抽出
が困難であり現実的
な手法とは言い難い 
⑦ 企業の取引単位ごとに比較対
象企業となる非関連者間取引
の営業利益率を比較する 
比較的容易に情報の入手
が可能 
取引単位の定義が議
論の焦点となりうる 
（出所）藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）第 3 章 ㈱中央経済社より筆者作成 
もっとも理想的な算出方法は、直接類似企業の取引価格と比較する①独立価格比準法で
あるが、比較対象とした企業の経済的背景が本当に類似しているかどうかの判断や、取引
価格に関する情報の入手が困難な点などから、実際に①を選択し妥当性を判断することは、
対象企業の情報入手と分析に相当な工数を要するうえ、税務当局の同意を得られる（比較
対象企業が一致する）保証がないため、現実的な対応方法とは考えにくい。そこで、比較
的広く企業に選択されている算出方法は⑦取引単位営業利益法（TNMM）である。この方
法は OECD ガイドラインで規定されており、個別の取引を検証するのではなく独立企業間
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価格を算出できる取引単位ごとに検証対象企業と比較対象企業の営業利益水準を比較する
ため、企業は情報の入手が比較的容易である点、当局と同様の手法分析27が可能な点、税
務当局も本方法に関しては基本三法ほど比較対象企業の類似性を厳しく要求していない点
などがメリットして考えられる。また取引単位の判断基準については、日本において措通
第 66 条の 4 で次のような場合を一つの取引単位として認めている28。 
 国外関連取引について、同一グループに属する取引、同一の事業セグメントに属する
取引等を考慮して価格設定が行われており、独立企業間価格についてもこれらの単位
で算定することが合理的であると認められる場合 
 国外関連取引について、生産用部品の販売取引と当該生産用部品に係る製造ノウハウ
の使用許諾取引等が一体として行われており、独立企業間価格についても一体として
算定することが合理的であると認められる場合 
 
iii. 経済分析と調査対象法人の選定 
上述により税務当局による基準の算定方法等を理解することができた。しかし、ここま
での段階では、独立企業間価格を推定し、法人の所得移転の蓋然性の高さを証明している
に過ぎず、更正事由を特定したことにならない。そこで、税務当局は調査対象法人の初期
段階の選定や調査時の更正事由の特定にあたり、経済分析による検証を行う。この経済分
析は法人にとっても、国外関連者取引の妥当性を主張するにあたり重要なファクターであ
り、精度の高い分析と、取引の背景との整合性が求められる。 
税務当局が調査対象法人の選定にあたり、初期段階では法人が毎事業年度に提出する申
告書別表 17－(四)から国外関連者取引の規模を把握したうえで、企業情報データサービス
により業種29・関連者間の機能・リスクが類似している企業の営業利益率を抽出し、当該
法人との所得移転の蓋然性を判断する。また、調査最終段階における更正金額の算定に同
様の手法を用いることが多い。移転価格に係る類似性とは、機能やリスクの観点から検証
することを意味しており、措通第 66 条の 4 では次のように規定している。 
                                                     
27 多くの税務当局は、Bereau van Dijk（ビューロ・ヴァン・ダイク）社の企業データベースサービ
ス（OSIRIS・ORBIS）を使用している 
28 下線部抜粋：藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）107 頁 ㈱中央
経済社 
29 日本では標準産業分類コード（総務省）を、海外では SIC コードを利用することが多い 
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≪措通第 66 条の 4 で規定されている類似性30≫ 
① 棚卸資産の種類、役務の内容等 
② 取引段階（小売りまたは卸売り、一時問屋または二次問屋等の別をいう） 
③ 取引数量 
④ 契約条件 
⑤ 取引時期 
⑥ 売り手または買い手の果たす機能 
⑦ 売り手または買い手の負担するリスク 
⑧ 売り手または買い手の使用する無形資産（顧客情報や販売網などを含む） 
⑨ 売り手または買い手の事業戦略 
⑩ 売り手または買い手の市場参入時期 
⑪ 政府の規制 
⑫ 市場の状況 
 
iv. 利益水準指標の選定 
取引単位営業利益法では対売上高営業利益率を用いているが、非関連者取引と関連者取
引との比較に財務データを使用する場合には、対象となる取引により他の利益指標を用い
ることが適切な場合があるため、以下の指標の使用を日本の税務当局は認めている。また、
類似業種から比較対象企業を選定しても 100%比較対象となるような調整を施すことは不
可能であるため、多くの国の税務当局は、指標値は四分位範囲による統計的アプローチに
より異常値の除外を図り、複数年度の平均値を使用するなどできる限り分析結果の信頼性
を高めることとしている31。 
1). 対売上高営業利益率 
対売上高営業利益率＝
営業利益
売上高
 
売上に対する本業の利益を表しており、主に販売活動に対する評価として用いられる
ため、移転価格税制においても販売・卸売を主な事業とする場合に適している。 
                                                     
30 藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）123 頁 ㈱中央経済社 
31 日本は原則として、直近 3 ヵ年決算期の平均の指標が四分位レンジに収まっていることで概ね所
得の蓋然性があると判断されるが、米国や中国は中央値（第 2 四分位）を基準として更正金額を決
定している。 
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2). ベリー比（Berry Ratio） 
ベリー比＝
売上総利益
営業費用
 
営業費用に対してのマークアップ率を表しているため、販売活動に従事している法人
のうち、販売仲介や営業サポートによるコミッション収入を主な業務とし、仕入・在
庫機能リスクをほとんど有さない場合に適している。例え売上が増減しても日々の仲
介やサポートを行う活動費用は変わらないことから、当該費用に付加価値があるとい
う考えが背景にある。 
3). 対営業資産営業利益率（ROA） 
対営業資産営業利益率＝
営業利益
営業資産
 
当該法人が保有する設備等の営業資産から、どれだけの利益を算出するかを表してお
り、機械設備等を利用し生産を行う製造子会社を比較対象とする場合に適している。 
4). 対総費用営業利益率（Net Cost Plus） 
対総費用営業利益率＝
営業利益
製造原価+販管費
 
3).ROA と比較的考え方は近いが、分母の構成から工員による組立等の手作業を主な
活動とする製造子会社に適している。 
 
v. 更正理由の特定 
ここまでのアプローチはあくまでも移転価格税制における所得移転の蓋然性を判断する
プロセスであり、実際の調査においては事業者に対して移転価格税制上問題があると立証
できる具体的な取引を特定しなければならない。具体的な特定事由がない状態で更正を命
じることは、企業あるいはその保有者である投資家にとって憲法で保障されている財産権
を侵害することに繋がるからである。この段階になると、個々の取引に関して関連部署へ
のヒアリング等を行い、実態と企業が提出する文書とに異なる点がないか、あるいは対象
となる国外関連者との役割・リスクとその関連者との取引にそれに応じた対価性（独立企
業間価格）があるかを調査・判断する。 
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【小括】 
日本の税務当局が採用する調査対象法人の選定方法や、移転価格の算出方法を中心に移
転価格税制の趣旨等をまとめた。主な留意点と企業がとるべき対応は以下のとおりである。 
まずは経済分析である。税務当局は所轄内の数多くの法人の中から調査対象法人の選定
の初期段階においては統計的数値を利用しているため、仮に他の検証がなくても当該レン
ジに収めることで調査リスクが減少すると考えられていた。しかし、平成 23（2011）年度
の税制改正により、平成 25（2013）年度以降の一般的な法人税調査において、従来は別と
されていた移転価格税制に係る調査を同時に行うこととなった。法人税調査は上場企業で
あれば 3～4 年周期で行われる。当改正により、法人税調査の初期段階で移転価格ポリシー
に係る文書等を求められることが予想されるため、企業は平時にある程度踏み込んだ段階
まで移転価格ポリシー立案から文書化の準備を行わなければならなくなった。 
次に検討すべき事項は、事前協議制度32（APA：Advance Pricing Arrangement）などを
利用し、予め税務当局へ取引の正当性についての判断を仰ぐかどうかである。これにより、
事前に追徴課税を回避することが可能であるが、日本においては、近年急速に当制度の利
用が増加していることや、相手国との協議調整が難航するなどにより結論が出るまで時間
を要する傾向にある。企業にとって、協議時間は事業の機会損失につながるが、そのロス
を避けるために協議結果を待たずに取引を開始した場合には、結果次第では次回調査時に
追徴課税（更正＋過年度分の重加算税）を受ける可能性もあるため、当制度利用は非常に
難しい判断を要する。 
最後に重要なことはタックスマネジメント組織の形成である。親会社の税務部門が子会
社との取引や移転価格税制対応について一元管理し、同時に販売・製造・開発等の各部門
や子会社のマネジメント層が日頃より国外関連者取引について当税制を意識することが重
要である。下表をみると日系企業と外資系企業の移転価格税制に対する経営意識の差が明
確に表れている。 
 
 
 
                                                     
32 所定の手続きにより予め法人の国外関連者取引の移転価格について自国と相手国において問題と
ならないように協議する制度 
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＜図表 7 企業経営者に対するサーベイ＞ 
日系企業 外資系企業 
Q:親会社でグローバル移転価格ポリシー／文書を管理していますか 
  
（出所）山田真毅「第 4 回グローバル連結経営の観点から考える移転価格対応」『月刊誌会計情報 2014 年 9
月号（Vol.457）』（2014）44 頁 Deloitte Touché Tohmatsu LLC 
移転価格税制が他の税制と異なる点は、営業・製造・開発活動に直接課税するところに
あると考える。従来の税務調査は、経理・税務部門が対応することで大筋解決していたが、
移転価格税制については経理・税務部門が対応できる範囲は狭く、従来税務と関係が薄か
った部門の対応による影響が強まり、事前準備や調査時の対応は経験の浅い直接部門によ
るところが多くなった。多くの企業が当税制の対応に苦慮している理由のひとつは、経験
豊富な経理・税務部門の一元管理のもとで、関係各部署や子会社のマネジメントと事前に
対応体制を構築することが困難な点にあると考える。 
移転価格税制においてもう一点留意すべき事項は、取引相手国の税制や税務当局の判断
が影響することである。そのため、一国の更正事由が相手国において認められずに相手国
の追徴課税調整ができない状態（二重課税）となる事例も少なくない。日本においては、
このような二重課税の回避のため多くの国と相互協議や事前回避を目的とした協定を結ん
でおり、異議・不服申し立てによる司法の判断を仰ぐことも可能である。しかし、これら
手法は税務・法務の専門知識を必要とするうえ、解決には多くの時間や労力等を要するた
め企業にとって多大なコスト負担となる。 
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＜図表 8 企業の移転価格と国家税収の変化、課税の流れ（イメージ）＞ 
・甲国親会社法人税率：40%、乙国子会社法人税率：15% 
・シナリオ A：連結利益の配分を甲 8：乙 2、シナリオ B：同配分を甲 2：乙 8 
シナリオ A シナリオ B 
 甲国 
親会社 
乙国 
子会社 
連結 
 甲国 
親会社 
乙国 
子会社 
連結 
税引前利益 80 20 100 税引前利益 20 80 100 
法人税等 32 3 35 法人税等 8 12 20 
当期純利益 48 17 65 当期純利益 12 68 80 
シナリオ A→B と親会社が移転価格を行うことで、連結納税額は△15（甲国税収△24（8
－32）、乙国税収＋9（12－3））となる。 
 
企業が設定した取引価格と甲・乙国税務当局が適正と考える移転価格にズレが生じる。 
 
税務当局は第三者との取引価格（独立企業間価格）と比較し妥当性を検討し、 
妥当性がないと判定された場合、追徴課税となる。 
 
さらにこの修正所得（利益）が相手国に認められない場合、企業は以降の納税に際して、 
追徴課税国：修正後利益による申告、相手国：修正前利益による申告 
となるため二重課税が生じる。 
 
企業にとって多大な税コスト負担となる。 
 
（３）PE（Permanent Establishment）課税 
【趣旨】 
PEは恒久的施設と訳され、支店課税の方が馴染み深い場合もある。本税制は、その国・地
域で収益をあげるような活動に対する所得課税であり、ビジネス拠点が存在（設立）してい
なくても、それに類する施設や経常的な収益活動を行っている場合には、PE認定されること
がある。具体的な認定や課税方法等は各国税務の規定あるいは当局の判断によるが、法人課
税において「PEなくしては課税なし」というのが現在の国際的な共通認識となっている。 
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【概要】 
課税制度については、国・地域で内容や判断が異なる。しかし、多くの国・地域は OECD
モデル租税条約を模範としているため、制度概要については OECD モデル租税条約を参考
とする。同条約の第 5 条に恒久的施設、第 7 条に事業所得についての記述がある。 
第 5 条の恒久的施設は、事業を行う一定の場所で企業がその事業の全部または一部を行
っているものを指し、日本においては次のとおりに分類される。 
 支店 PE 
事業の管理の場所・支店・事務所・工場33・作業場・鉱山、石油または天然ガスの杭
井、採石場その他天然資源を採取する場所 
 建設 PE 
建物工事現場または建設もしくは据付けの工事で 12ヶ月34を超える期間存続するもの 
 代理人 PE 
企業に代わって一方の締結国内で当該企業の名で契約を締結する権限を有し、かつこ
れを常習的に行使する者や、商品等の資産を保管し顧客への引き渡しを行う者、ある
いは注文の取得等の重要な部分をする者 
事務所については、その実態や事実関係が PE 認定の基準となる。ただし、駐在員事務
所はその組織規定上、設立国・地域の情報収集のみを業務とするため、当該企業の PE 課
税対象とはならない。また、オフィスレンタルの場合は賃貸借契約を行っただけでは PE
認定されず、その場所に人が介在しビジネス活動（利潤取得行為35）を展開してはじめて
PE 認定される。拠点についてはオフィス賃貸借契約に限らず、ホテルの中長期滞在や代理
店・取引先にデスクを置いて一定期間滞在した場合なども認定対象となることがある。 
代理人 PE 課税は、ビジネス拠点としての場所の保有や維持とは関係なしに、クロスボ
ーダーで人へ指示を出してビジネス活動に必要な権限を与える場合に認定されることが多
い。典型例として、他国へフリーランサー契約を結んだ代理人に、当該国・地域の新規顧
客開拓から案件受注まで一括して委託する場合や、他国の子会社や関連会社職員に対して、
自社の活動の支援業務を行っている場合などは代理人PE認定される可能性が高い。特に、
このような場合は当該職員が依頼元名（親会社等）を名刺に併記することや、複数の名刺
                                                     
33 支店形態で設立した場合を指し、子会社設立しクロスボーダー取引を行う工場は PE とならない 
34 タイは 3 ヵ月超となっており各国との租税条約で内容が異なる点に注意が必要である 
35 契約締結、受発注、値決め、価格交渉、納期交渉などの行為 
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を保有していることが多く、この事実により実態関係が明らかになることも多い。 
＜図表 9 サービス（役務提供）に係る PE 課税＞ 
 
（出所）平井和美「海外勤務者をめぐる認定課税リスクの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3 月 1 日号』（2014）
39 頁 ㈱中央経済社 
その他にサービス PE の考えがある。国連モデル租税条約第 5 条の 3 に「企業がその目
的に通じた従業員またはその他の者より行ったコンサルタント・サービスを含む役務提供、
ただし、これはこの活動が当該契約国において、事業年度の開始・終了とは関わりのない
12 ヵ月の間に 183 日を超える期間または合計期間におよぶ場合に限るものとする36」と定
めてあり、長期滞在だけではなく固定的・常習的な出張についても、その国・地域におけ
るビジネス活動に従事している事実関係により PE 認定されることがある。 
このような背景には、先進国間における利害関係と、先進国と途上国間との利害関係が
係わっていると考える。先進国間の利害は、EU のように経済の地域統合を果たした地域
共同体においては、企業の都合で国家間における主従（例：本店・支店）関係が生じる。
この場合、従たる組織が属する国にとっては、その国で本来生じるべき所得は通常であれ
ば本店へ移転する。また、国連モデルは同様の関係が先進国と途上国の関係において存在
し、先進国による技術供与などの活動による利潤（所得）は先進国へ移転する。このよう
な利害を考慮し PE による所得課税の考えが生まれたと考える。 
 
                                                     
36 下線部抜粋：池田良一『欧州ビジネスのための EU 税制 付加価値税・移転価格税制・PE 課税』
（2013）455 頁 ㈱税務経理協会 
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【課税方法】 
PE 課税の特徴は、PE 認定された取引の契約元に直接課税が課される点にある。例えば、
日本親会社の社員が中国へ技術支援等での長期滞在活動が PE 認定された場合や、出向派
遣された親会社の社員が親会社からの指示により、中国で営業活動や現地販売・生産活動
支援などを行っていたことにより PE 認定された場合には、実質的雇用主が日本親会社に
あると判断され、当該社員や出向者の人件費をベースにみなし利益を算出し、当該利益に
対する中国法人税相当額を課税する37。また、場合によっては該当者に対して現地の個人
所得税が課税されることもある。 
＜実質的雇用主の判断基準38＞ 
 派遣人員の業務に関し識見を有し、かつリスクと責任を負っている者 
 派遣人員の人数と基準を決定している者 
 派遣人員の給与を負担している者 
 派遣人員の業務により利益を得ている者 
 派遣人員の業務結果に対してリスクと責任を負い、業績評価を行っている者 
 
【小括】 
PE 課税は実質的雇用主が争点となることから、専門的な税知識を必要とせず比較的容易
に課税理由を特定することができる。また、現地の税務当局による認定課税となった場合
は、本税の 200%から 300%、遅滞利息も 18.25%から 25%にも及ぶ高額な罰則課税を課し
ている国などもあるため39、新興国を中心に積極的に調査を展開している。日系企業の多
くは信用取引によりビジネスが成り立ってきた背景による文化の違いなどから、欧米企業
と異なり、予め親子会社間の契約や出向規程などにより、業務の権限や責任の所在を明確
にしておくなどの税務調査や訴訟を想定した準備を整えないまま海外進出を図ることが多
く、新興国を中心に各国税務当局からターゲットとされている。そして、多くの日系企業
はその準備や経験不足などから、現地当局のやや強引な主張に対抗すべき手段もなく一方
的な裁量課税に処されるばかりでなく、時として現地職員に対する不当な利益供与に加担
                                                     
37 みなし利益課税方式という 
38 この基準は中国 国税函（2010）75 号、19 号公告にて定められた内容だが、OECD も同様の解釈
を示しており、国際的な判断基準とされている（出所：平井和美「海外勤務者をめぐる認定課税リ
スクの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3 月 1 日号』（2014）40 頁 ㈱中央経済社） 
39 下線部抜粋：平井和美「海外勤務者をめぐる認定課税リスクの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3
月 1 日号』（2014）37 頁 ㈱中央経済社 
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する場合もある。 
PE 課税を回避する明確な手法は、企業が活動する国すべてに現地法人や支店など物理的
な拠点を設けて各国へ法人税を納付することである。しかし、この手法は多額の資金や出
向・現地採用による人員の確保が必要となるため、現実的な対応ではない。そこで、リス
クを軽減する現実的な対応は、出向契約や社内（海外勤務・赴任）規程、役務提供契約な
どにより、ビジネス活動の範囲や権限、指揮管理の責任やリスクの所在を明確にし、実質
的雇用主を現地法人であることを示すことが重要である。また、出張に関しても対象者が
12 ヵ月の間に 183 日を超えて、固定案件や一定の国・地域へ出張することがないように
社内管理を徹底することも必要である。 
PE 課税に関しては、本節では言及していないが、その他にロイヤリティ課税（源泉所得
税）や寄附金課税、移転価格税制とも関係する場合もある。個々の契約書にロイヤルティ
契約と役務提供契約の区分けや、支援行為に対する対価の算出方法や回収方法、その行為
に対する利益帰属等の区分けを明示する必要があり、さらに実態活動が契約内容と相違が
生じないように管理することが重要である。 
 
 小括 
本章では、租税の意義から本論文で取上げる主な国際税制の趣旨や制度概要等について
まとめてきた。ここまでの企業と国際税務の関係等について整理すると、大きく二つの変
化が生じたと考える。1 つめは、企業の税に対する価値観の変化である。税金は企業キャ
ッシュフローのなかで直接の対価還元性のない支出であり、企業財務のなかでも特異な存
在である。また、日本においても株式市場の存在が増すなかで株主還元やキャッシュフロ
ー経営の重要性も増し、納税は企業の社会的責任から徐々にコストへの意識が強くなって
いった。2 つめは、税の国際化である。古くは企業の事業活動範囲のほとんどは拠点国内
であったため、その国の定める法律が絶対的な存在であった。しかし、インフラ環境の発
展等により企業の活動範囲が国境を超えるようになり、他国の税制が介在することで複数
の法律の間で法制度の歪みが生じるようになった。これにより、納税者と課税者の双方に
とって自身に優位な手法を選択する余地（所得の移転）が生まれ、双方の主張の正当性を
判断すべく新たな法整備や相手国法制度との調整等が必要となった。この納税者の行動が
タックスリスクマネジメント・タックス・プランニングであり、課税者側の法整備や他国
制度との調整が OECD や国連のガイドラインや租税条約モデルである。 
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このように税務は、企業と国の相対関係から他国税務が介在した複数の関係となったこ
とで、制度の複雑性が増し、また複数国間の制度の歪みが企業・税務当局の双方に対し新
たな問題を発生させた。 
この変化は企業の税務戦略へも大きな変化をもたらした。国際課税問題の企業財務への
影響度が増したことで、事業者は自国の税制に加えて、相手国の税制やその改正内容を逐
一情報収集し対応を講じる必要がでてきた。専門部署を抱える大手企業を除いては自社の
みで対策を講じることはほぼ不可能であり、外部専門家を頼らざるを得ない。しかし、グ
ローバル展開している税理士法人は限られており、その対価は非常に高額である。経理・
税務部門は、自社の国外関連者との有形・無形資産取引や役務取引の内容や規模、取引の
構造などを把握し、リスク（課税規模）と外部専門家への報酬との費用対効果を測り、経
営層に対してどこまで対策を講じるべきか判断し、上申しなければならない。そのため、
本章で記述した基本的な概念は、企業規模に関わらず国際展開を行っている企業の経理・
税務部門は把握しておくべき最低限の内容と筆者は考える。 
 
 日本における税務当局の取り組み状況と今後の税制の動向 
本章では、日本の国際課税を取り巻く環境や日本の税務当局の国際課税執行状況、他国
税務当局との関係などを述べることで、税を執行する立場から国際課税について考える。
また、近年の日本における税制改正のうち、日系企業のタックス・プランニングに影響を
与える平成 21 年度の外国子会社配当の益金不算入制度や、平成 26 年度税制大綱で決定し
た帰属主義への転換についても言及する。 
 
 日本の国際課税を取り巻く環境 
 日本企業の海外取引状況 
日本企業を取り巻く環境は、製造業・非製造業ともに経済取引のグローバル化の進展に
より国境を越えた事業活動を活発に続けている。経済産業省「海外事業活動基本調査」（2013
年 7 月実施）によると、海外現地法人数は平成 9 年度の 13,166 社から平成 24 年度は 23,351
社と約 1.7 倍に増加、そのうちアジアが 65.2%40を占め、今後も積極的な海外展開が続くこ
                                                     
40 主な内訳は中国が 33.0%と+2.5P、ASEAN4 は 16.2%、NIEs3 は 11.2%と横ばい、ベトナム・イン
ド等その他は 4.9%の+0.4P となっている。 
（ASEAN4：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、NIEs3：シンガポール、台湾、韓国） 
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とが予想される。 
＜図表 10 日本企業の海外進出状況＞ 
 
（出所）『国税庁レポート 2014』（2014）37 頁 国税庁 
製造業の海外事業展開や投資の状況は次のとおりである。 
▷ 海外生産比率は 20.3%（前年度比+2.3P）、業種別には輸送機械（40.2%）、情報通信
機械（28.3%）、はん用機械（26.6%）となっている。 
▷ 海外設備投資比率は 25.8%（前年度比+4.3P ）と昨年度に引き続き過去最高水準を
更新した。業種別には輸送機械（32.4%増）、業務用機械（118.5%増）、情報通信機
械（14.1%増）であり、地域別には、北米（41.3%増）、アジア（26.5%増）となっ
ている。 
▷ 現地法人の事業活動等 
 売上高は 199.0 兆円（前年度比+9.2P）となり、アジア・北米で増加となった。経
常利益は 7.6 兆円（△28.1%）、内部留保額 1.8 兆円（△51.6%）と、昨年度も同水
準の減少率であることから、海外事業による利益は減少傾向にある。予想される
要因として、日本の海外子会社配当優遇税制による利潤の国内還元の動きも考え
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られるが、各国企業との競争や新興国企業の台頭などにより日系企業の海外での
利潤確保が困難となってきている状況が伺える。 
 設備投資額は 3.8 兆円（+23.8%）と、3 年連続の増加であり、海外現地における
生産活動の拡大は今後も続くと思われる 
 平成 24 年度末における現地法人従業員数は 558 万人（+6.8%）と前年に引き続き
過去最高水準となっている。 
 製造業における海外研究開発費は約 220 億円（+0.9%）と、輸送機器、生産用機
械などを中心に増加しており、特にアジア地域における研究・開発拠点の移転な
どが近年は増加傾向にある。 
▷ 現地法人からの日本出資者向け配当金、ロイヤルティ等の支払額は 3.2 兆円
（+16.7%）と上昇し過去最高水準となっている 
▷ 海外との資金移動については、国外からの入金や国外送金時に金融機関から税務署
へ提出する国外送金等調書41の枚数は、平成 24 事務年度 564 万枚（前年度比+47 万
枚）となり、制度導入した平成 10 事務年度比約 2.3 倍と高水準で推移している。 
▷ 海外企業の M&A 件数は、トムソン・ロイターの調査によると平成 24 年度 3 月期
は過去最大 624 件（約 5.8 兆円）と、円高が修正方向に向かっている現在のおいて
も引き続き日本企業による海外企業 M&A 案件は高水準を維持することが予想さ
れる。 
このように、日本企業の海外への事業・投資活動の活発化に伴い、企業所得や資金の海
外移動も盛んになっており、グローバル展開を積極的に進める企業を中心にタックスリス
クマネジメントやタックス・プランニングに対する関心は高まってきている。そのため、
各国税務当局は国際課税事案の調査を重要視し、組織の拡大・取り組み強化・積極的な情
報開示と共有を図っている。 
 
 国際課税に対する執行状況 
（１）海外取引法人等に対する調査実績 
平成 25 年事務年度は件数・金額ともに高水準を維持しているものの、1 件当たりの申告
漏れ所得金額を含め全体的に減少傾向に転じてきており、海外取引調査を重点的に取り組
                                                     
41 取扱金額が 100 万円を超える場合に提出（平成 21 年 4 月までは 200 万円超） 
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んでいる結果が表れていることが伺える。 
海外取引は国外関連者との取引が調査対象となることがおおく、予め契約等により取引
価格が決定している場合に、その取引価格と異なる価格で取引された場合には、国外子会
社が倒産に至るような業績不振に陥っているなど、親会社の役務提供や財政支援に相当な
理由があるかどうかの検討を行なう。そのような事実関係が確認できない場合は、措置法
第 66 条の 4 の 3「国外関連者に対する寄附金の損金不算入」の適用、あるいは移転価格取
引税制に基づく課税対象の検討となる。 
＜図表 11 海外取引法人等に対する調査の実地状況＞ 
 
次頁へ続く 
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（出所）『法人税等の調査実績の概要』（各年度）国税庁報道発表資料より筆者作成 
 
【移転価格税制に対する調査】 
近年は追徴課税件数・金額ともに増加傾向にあるものの、平成 25 年度は大幅に減少して
おり、移転価格税制の認知度と企業の対策が広まっている可能性が伺える。 
＜図表 12 移転価格税制に係る実地調査＞ 
 
（出所）『法人税等の調査実績の概要』（各年度）国税庁報道発表資料より筆者作成 
非違の主な要因は、日系企業（特に中小企業）は欧米企業と異なり契約書等に基づく取
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引が根付いておらず、海外子会社に対しても国内取引と同様に、商習慣や慣例に基づき価
格や取引条件を取り決め、証拠となるエビデンスや公平妥当性を主張するためのプロセス
を記録していないことが多く、そのため取引の妥当性を立証できず追徴課税へとつながる
ケースがよく見受けられる。また、欧米企業の多くは本社の税務セクションが税理士法人
や弁護士等の専門家を交えて、グローバルな観点で各拠点や拠点間取引に潜在するリスク
を洗い出し、グループ全体で一貫性のある文書や取引価格根拠算出の準備・調整を行って
いるのに対し、日系企業の多くは、税務対応を現地へ一任し本社の専門部門が海外におけ
る税務対応まで深く立ち入らないため、各拠点が独自に専門家を仰ぎ文書等を作成し各国
当局へ提出するため、拠点間での利益配分や取引価格の算出ロジックに一貫性がないこと
がある。そのため、海外拠点の文書提出を求められた場合に、自国で提出した文書との不
整合を突かれ課税されるケースもある。 
日本における近年の特徴は、従来の棚卸資産取引やロイヤリティなどの無形資産取引な
ど 1 件で多額の追徴を課す事例から、親子会社間の役務取引を中心に複数の国外関連者取
引に対して課税を課す事例が増えてきたことである。この背景には、大手企業を中心に日
系企業各社が追徴課税額に対するリスクの高い有形資産の取引価格については移転価格ポ
リシーの明確化や文書化により対応の整備を進めてきたものの、無形資産や役務取引に関
しては、未だに移転価格税制の概念が企業へ浸透していないことなどが考えられる。平成
26（2014）年の大手総合家電メーカーにおける追徴課税案件では、海外子会社に対する人
材派遣や技術支援を無償で行っていたことに対して、税務当局からその対価性を指摘され、
当該無償支援行為に対して子会社に対する寄附金課税対象の認定をしており、上記の日本
の税務当局の調査方針の変化と企業の対応状況とが表れている。現在、日系企業の海外進
出はアジアを中心に製造業からサービス業へシフトしてきている。それに伴い今後は、ロ
イヤリティ等や役務・サービス提供に係る課税案件が増加していくことが予想される。 
 
【タックスヘイブン対策税制に対する調査】 
各国税務当局と情報交換を密にし、タックスヘイブン国に所在する法人等との取引を重
点調査項目とした結果や適用除外要件の緩和措置等により、近年は所得件数、申告漏れ金
額ともに減少傾向にある。 
日本のタックスヘイブン対策税制は、軽税国へ法人等の存在があれば直接日本の親会社
との取引がなくとも、また事業組織にいくつかのパススルーエンティティが介在していた
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としても合算課税の対象となるため、恣意的な租税回避スキームの組成が困難な仕組みと
なっていることや、製造業に焦点をあてた場合に、日系企業の多くは海外進出の目的を製
造コスト低減や商圏の拡大・深耕のために行っており、実体基準を満たすことが多いなど
から意図的な租税回避事例は少ない。国税庁へのインタビュー記事42においても「課税事
由の多くは、法人の単純な計算誤りや制度に対する認識不足であり、悪質な不正計算を行
った事例は少ない」と所見を述べており、税務当局も概ね同様の見解を示していることが
伺える。 
＜図表 13 タックスヘイブン対策税制に係る実地調査＞ 
 
平成 23 事務年度は大型課税事績（デンソー135 億円）による 
（出所）『法人税等の調査実績の概要』（各年度）国税庁報道発表資料より筆者作成 
参考までに日系企業が合算課税を受ける典型的な事例は以下のとおりである。 
 設立当初は親会社の明確な意図を持って設立された特定外国子会社等が、本業の活動
を休止し収入の多くが配当収入となった場合に、株式保有が主たる事業となり適用除
外要件を満たさなくなる 
 仕入・得意先となっている特定外国子会社等に登記住所に、役員や従業員等の事業運
営要員を有していない 
 特定外国子会社等の登記上の役員等が親会社へ勤務しており、また取締役や会計帳簿
                                                     
42 下線部抜粋：『月刊国際税務 別冊 2014 年 1 月号』（2014）52 頁 国際税務研究会 
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等の保管も親会社にあるなど経営管理業務を現地で行っていない 
 M&A により吸収合併した法人に対する特定外国子会社等の適用要件の判定漏れ 
本税制はあくまでも特定外国子会社等の設立等が、軽税国への租税回避行為と判断され
る場合に合算課税処置を施すことを目的としており、税務当局も本目的を逸脱した課税行
為なきよう、申告書別表 17－(四)や国外送金調書、租税条約相手国との情報交換を通じて
慎重に調査を行っている。 
 
【その他】 
近年の海外企業の買収案件の増加しているなかで、国際的な組織再編に係る税務上の非
違についても積極的に調査を行っている。企業の国際的な組織再編が企業組織再編税制等
の趣旨・目的から逸脱していないか、課税所得が不当に日本から回避されていないかなど、
同族会社等の行為計算否認（法法第 132 条）、組織再編成に係る行為計算否認（法法第 132
条の 2）の適用も視野に入れ、過少資本税制、移転価格税制等の海外取引に関わる現行法
とも照らし合わせて検討を行っている。 
 
（２）実地調査へ向けた取り組み状況 
調査方法も従来通りの実地調査に加えて、海外の法人等や海外金融機関との取引の内容
など、国際的な取引の実態や海外資産の保有・運用の状況を解明するため、租税条約等に
よる情報交換を積極的に行うなど、あらゆる手段を用いて企業の海外取引実態の把握に努
めている。租税条約による情報交換の活用については OECD 税務長官会議においてもその
重要性を認めており、特に近年は軽税国・地域、アジア諸国との情報交換件数が増加傾向
にある。下記項目が租税条約等の基づく情報交換により入手可能な主な情報である。 
 取引の相手方や海外事業所が保有する帳簿書類の記載内容 
 取引第三者である金融機関等が保有する帳簿書類の記載内容 
 外国の税務当局に提出された取引の相手方の申告内容 
 その他調査等のために必要な情報 
具体的な日本当局の取り組み状況等は以下のとおりである。 
【日本税務当局が行った情報交換の取組み状況】 
企業が国境を跨いでグローバルに事業展開を進めるなかで、従来とおりの実地調査のみ
では企業活動の鳥瞰的に把握することは困難であり、適正・公正な課税の実現を図るため
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に、租税条約に基づく海外税務当局との情報交換の重要性が増している。 
＜図表 14 要請に基づく情報交換の要請件数＞ 
 
（出所）『法人税等の調査実績の概要』（各年度）国税庁報道発表資料より筆者作成 
要請に基づく情報交換とは、実地調査や金融機関等から国内で入手できる情報のみで、
事実関係を十分に解明できない場合に、該当企業の進出先で、かつ租税条約を締結してい
る相手国・地域の税務当局に対して、海外の法人・金融機関との取引内容などの実態や海
外資産の保有・運用状況などの必要な情報の収集と提供を要請するものであり、国境を越
えた先での企業活動を把握することができる。 
具体的な要請情報：海外法人の決算書及び申告書、海外設立法人に係る登記情報、契約
書、インボイス、銀行預金口座に関する情報、会計帳簿、出資者や
役員に関する情報、設立説明書、定款、取引金融機関に関する情報 
図表 14 から、経済成長が著しく、また各国企業が進出拡大を図っているアジア諸国に対
する情報交換件数が目立つ。これは、企業の進出件数の純増に加えて、近年は小売・サー
ビス業など様々な業界の進出や、製造業においては製造機能ではなく本社（経営・経理・
人事等）機能や研究開発機能の移転、当該諸国・地域への統括会社の設立などにより、国
外関連取引は有形資産取引だけではなく、ロイヤリティやコミッションなどの無形資産取
引も増加したことが背景にあると推測される。無形資産取引は、その資産の特性より公正
価格の算出が困難であり、関連当事者間で金額を決定すること多い。そのため、所得の海
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外移転や租税回避行動に利用されるケースが多く、また自国の企業調査による情報収集活
動だけでは全容把握は困難であるため、相手国への要請件数が増加したと考えられる。 
＜図表 15 自動的・自発的情報交換件数＞ 
 
（出所）『法人税等の調査実績の概要』（各年度）国税庁報道発表資料より筆者作成 
自動的情報交換とは、法定調書等から把握した非居住者への支払等（配当、不動産所得、
無形資産の使用料、給与・報酬、キャピタルゲイン等）に関する情報を、支払国の税務当
局から受領国の税務当局へ一括して送付する行為である。受領国の税務当局は、自動的情
報交換により提供を受けた利子、配当等に関する情報を申告内容と照合し、海外投資所得
や国外財産等について内容を確認する必要があると認められた場合には税務調査を行う。 
自発的情報交換とは、自国の納税者に対する調査等の際に入手した情報で外国税務当局
にとって有益と認められる情報を自発的に提供するこという。 
また、複雑な取引に係る情報提供要請で、文書等のやり取りのみでは外国税務当局の正
確な理解を得ることが困難と見込まれる事案や、特に迅速な情報入手が必要な事案につい
ては、職員が相手国当局の担当者と直接面談し、事案の詳細や解明すべきポイント等につ
いて説明・意見交換を行うことで、海外取引の実態解明により効果的な手法をとるケース
もある。このような税務当局の活動を支える情報ネットワークは多岐に渡り、効果的な問
題解決へ向け協力を図っている。 
 
【OECD への参加状況】 
 OECD 税務長官会議（OECD FTA：OECD Forum on Tax Administration） 
OECD 加盟国及び非加盟国のうち主要な国・地域の税務長官が参加する会合であり、平成
25（2013）年 5 月にモスクワで第 8 回会合が開催され（45 ヵ国・地域が参加）、国際的な
脱税（オフショア・ノンコンプライアンス）・BEPS への対応、企業の税務コンプライアン
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スの向上についての意見交換や、当会合では英・米・豪の当局からタックスヘイブン国・
地域に所在する事業体の情報が提出されるなど、各国当局の国際協調・共闘姿勢が表れて
いる。 
 OECD 租税委員会（OECD CFA：OECD Committee on Fiscal Affairs） 
租税条約やガイドラインなどの整備や、各国当局が情報交換・共有を図るためのルール作
りを行っている。現在、当委員会の議長は日本人であり、税制の国際スタンダードを構築
する組織における中心的な役割を担う地位に参画している意義は大きいと思われる。近年
は、BEPS に対する対抗策（BEPS 行動計画）への取組みも盛んになっている。 
 アジア税務長官会合（SGATAR：Study Group on Asian Tax Administration and 
Research） 
アジア地域 16 ヵ国・地域の税務当局で構成され、域内の協力・情報共有による信頼関係の
構築を図り、議論の他に専門分科会や研修等を通じた人材育成を行っている。 
 
【租税条約に基づく海外諸国との取り組み】 
租税回避による徴収債権の海外移転については、執行管轄権の制約により、相手国の同
意のない限りは他国において自国の実地調査による権利の行使が出来ないため、多くの
国・地域間での租税条約や多国間の条約締結により対策強化に取り組んでいる。 
二国間の取組みは、78 ヵ国・地域43と 60 の租税条約を締結し、多国間の取組みとして、
税務行政執行共助条約を平成 25（2013）年 10 月に発動し、米、英、仏、伊、韓等 37 ヵ国
と情報交換・徴収共助・送達共助など租税に関する行政支援を相互に行う体制を整えてい
る。 
                                                     
43 平成 25 年 10 月 1 日現在 
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＜図表 16 日本当局の租税条約に基づくネットワーク＞ 
 
（出所）『平成 24 年度における租税条約等に基づく情報交換事績の概要』（2013）8 頁 国税庁 
＜図表 17 租税条約に基づく徴収共助の仕組み＞ 
 
（出所）『国税庁レポート 2014』（2014）41 頁 国税庁 
 
【その他】 
国際的租税回避スキームや富裕層に係る情報交換を行う目的で設けられた国際タックス
シェルター情報センター（JITSIC：Joint International Tax Shelter Information Centre、参
加国：日、米、英、加、豪、韓、中、仏）へ国税庁職員を派遣し、メンバー間の情報交換
を積極的に行っている。また、国際協力機構（JICA：Japan International Cooperation 
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Agency）の枠組みのもと、アジア諸国を中心に途上国へ講師を派遣し現地職員の育成を図
るほか、これらの国からの研修生の受け入れも積極的に取り組んでおり、各国税務行政の
改善などの支援を行っている。 
 
 外国子会社配当の益金不算入制度 
 趣旨 
本制度は平成 21（2009）年度の税制改正に導入され、海外市場で獲得した利益の日本国
内への還流促進を主な目的としている。その背景には、製造業を中心に国際競争力の確保
を目的に海外進出を積極的に行ってきたが、多くの企業が海外子会社に利益留保していた
事実から、海外子会社の利益を必要な時期に還元できるような環境の整備を目的としたと
考えられる。日本法人（親会社）にとって、子会社からの配当所得に日本の実効税率に基
づく課税がほぼなくなったことで、より効率的に再投資資金をグループ内から調達が可能
となり、タックス・プランニングに大きな影響を与えた。 
 
 概要 
内国法人が下記条件を満たす外国子会社から配当金を受ける場合は、その剰余金の配当
等の額の 5%相当分（みなし経費）を控除した金額をその内国法人の各事業年度所得計算
上、益金不算入として計算できる。（法法第 23 条の 2、法令第 22 条の 4 の 2）ただし、確
定申告時に適用を受ける対象の剰余金の配当等の額およびその算出根拠の記載や、一定の
書類の保存がない場合には適用を受けることができない。（法法第 23 条の 2 の 3） 
 発行済株式総数等の総数または総額、あるいは議決権の 25%以上を保有している 
 配当等の支払義務が確定する日以前の 6 ヵ月以上継続して保有している 
また、本制度の対象となる配当の範囲は以下のとおりである。（法法第 23 条の 1 の 1、
第 23 条の 2 の 1） 
 株式または出資に係る剰余金の配当（資本剰余金の減少および分割型分割44を除く） 
 利益の配当（分割型分割を除く） 
                                                     
44  会社分割をした際に分割の対価としての株式の割当先が、「分割する会社の場合」は分社型分割。
分割の対価としての株式の割当先が「分割する会社の株主の場合」を分割型分割という。（出所：
コトバンク 
http://kotobank.jp/word/%E5%88%86%E7%A4%BE%E5%9E%8B%E5%88%86%E5%89%B2%E3%81
%A8%E5%88%86%E5%89%B2%E5%9E%8B%E5%88%86%E5%89%B2） 
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 剰余金の分配（出資に係るものに限る） 
 組織再編や解散による残余財産分配などのみなし配当（法法第 24 条） 
 
【配当免除制度と重複する場合の制度対応】 
外国子会社が特定外国子会社等に該当する場合には、配当金免除制度の配当金の益金不
算入制度による 5%相当額は課税対象となっており、その 5%相当額は合算課税による二重
課税を排除するための措置として、次のフローに基づき計算することとなっている。 
＜図表 18 二重課税排除のフロー＞ 
 
（出所）木村俊治『タックスヘイブン対策税制の実務 Q&A（第 2 版）－租税事案の実証研究と企業の対応
策』（2013）61 頁 ㈱中央経済社 
i. 法人税法適用を優先し、b 外国子会社（25%以上の保有）の配当 95%を益金不算入 
ii. 措法第 66 条の 8 の 2 の二重課税排除規定を適用し、c の残り 5%部分は特定課税対
象金額の範囲で益金不算入 
iii. a の配当に該当する分は 100%を措法の特定課税対象金額の範囲内で益金不算入 
この経緯は、平成 21（2009）年度の法人税法改正により配当免除制度が取り入れられた
ことに起因しており、親会社が当制度を適用選択する場合は無条件で 95%相当額は益金不
算入となるが、5%は課税されているため措法により合算課税による二重課税排除措置が適
用となる45。 
 
 企業への影響 
本制度が企業活動へおよぼす影響のうち主な事項は以下のとおりである。 
                                                     
45 その子会社が特定外国子会社等に該当している場合に限る 
b　外国子会社（25%以上保有）からの配当
c　重複部分
a　特定外国子会社等からの配当
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 配当金による日本国内本社への資金還流と投資財源の確保 
 海外子会社留保金の国内還元が優遇されるため、海外進出の促進 
本制度により、日系企業にとって連結グループ内での資金流動の選択肢が広がった。一
方で税務においては、二重課税の排除方式に関して間接税額控除方式を廃止し、免税方式
を導入したことにより、連結実効税率へ影響をおよぼすこととなった。従来の方式では、
海外子会社からの配当収益は連結損益計算上、一旦税引前利益に繰り入れ、日本の法人税
率で課税計算されたのちに現地の税額を控除するため、子会社の収益に対する税負担率は
日本の実効税率に収斂する。これに対し、免税方式は日本親会社の課税所得段階で子会社
配当（所得）を控除するため、連結ベースの実効税率は低下する。すなわち、当免税方式
は理論的にほぼ二重課税を排除する仕組みとなっている。 
 
 帰属主義への移行（平成 26 年度税制改正大綱） 
日本の国際課税原則は総合主義を採用しており国内税法はその考えに基づいている。し
かし、海外諸国と締結する租税条約は帰属主義に基づくものが多く、二重非課税等の問題
を引き起こす原因となる場合がある。そこで、この国内法と租税条約との間にある不一致
を解消するために、平成 26（2014）年の税制改正大綱において、OECD モデル租税条約
に沿った帰属主義（以下、AOA46）に見直すことが閣議決定され、平成 28（2016）年 4 月
1 日以降に開始する事業年度分より適用となった。 
AOA とは OECD モデル租税条約 7 条の考えに基づき、外国法人の恒久的施設（本節以
下、PE）に対し、当該拠点に帰属すべき所得を独立企業として捉えるアプローチであり、
日本に PE 拠点を構える内国・外国法人に対して以下の影響が予想される。 
≪日本に支店等を構える外国法人への影響≫ 
 日本支店等の PE を、海外本店から分離独立した企業と認識し、国内 PE に帰属する事
業所得を申告することとなる。 
 海外本店または他支店との間で生じる内部取引については、移転価格税制に相当する
独立企業間価格による取引があったものとし、内部取引損益を認識する。 
 国内 PE が国外投資で第三国課税（源泉所得）を受けている場合は、従来は課税対象
外であったものが外国税額控除対象となる。 
                                                     
46 Authorized OECD Approach 
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 対象企業の資本についても、独立分離した企業と仮定した配賦を行い、PE の支払利子
（内部利子含む）が配賦資本に対して過剰な部分については、過大な借入と認識し損
金不算入となる。 
≪内国法人への影響≫ 
 国外支店等の外国税額控除の対象となる国外源泉所得の範囲が変更となる。具体的に
は、国外 PE に帰属する所得、国外資産の運用保有所得、譲渡所得、外国法人が発行
する債券利子および配当等が該当となる。 
 国外 PE 帰属の所得計算に独立企業間取引価格による内部取引を勘案する必要が生じ
る。 
その他、PE と本店との内部取引について、できるだけ負担の少ない形で文書化義務を課
すとしている47。内国・外国法人ともに今後の税務調査において内部取引の内容や価格水
準に対する根拠資料の提出を求められることが想定されるため、企業は本税制改正の導入
前に影響額の算定や文書の作成等の準備が必要となる。 
＜図表 19 総合主義と帰属主義の違い＞ 
 
次頁へ続く 
                                                     
47  川田剛「平成 26 年度税制改正における国際課税分野の改正見込事項－総合主義から帰属主義へ
大転換－」『月刊国際税務 2014 年 2 月号』（2014）55 頁 国際税務研究会 
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（出所）税制調査会国際課税ディスカッショングループ① 内閣府税制調査会 
 
 小括 
本章では、調査執行機関の視点から日系企業のグローバル税務に関する状況について記
述してきた。近年の国内外の経済状況と企業活動、税務当局の国際課税の取り組みに関す
る変遷は図表 20 のようになる。 
2000 年代、情報通信技術の発展等により急速に進行した経済や企業活動のグローバル化
は、企業の事業活動範囲の拡大・多様化を可能とし、事業機能の国際化による海外関連当
事者間取引の増加や、グローバル資金管理による国境を跨いだ資金移動など、一国の税務
当局が企業活動の全容を把握することを困難な状況に陥らせた。また、新興国や非産業国
を中心に自国の経済発展や財政健全化等を目的に、法人税を中心に税率の引き下げや税制
優遇措置などにより企業誘致競争が激化した結果、各国間における税負担格差は拡大した。
そのような状況のもと、グローバル企業を中心にこの格差を企業利潤の最大化を図る手段
の一つとして着目し、また「Big4」と呼ばれる世界 4 大会計事務所を中心にタックス・プ
ランニングによる国際事業再編をビジネスとして展開したことなども、巧妙に海外（軽税
国）へ所得移転を図る動きが活発になった背景のひとつとして考えられる。 
日系企業の多くも国内需要の減少による市場開拓や国際競争力の強化を図るため、アジ
アを中心に低コスト国・地域へ積極的に進出したことから、日本は産業の空洞化や企業所
得の海外移転が顕在化され、日本の税務当局にとって企業所得の国内回帰推進施策や、企
業の租税回避行為の抑制・防止へ向けた国家間の連携、国際協調へ向けた国際的な地位の
向上が重要な課題となっている。 
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＜図表 20 国際課税を取り巻く環境と取り組みの変遷＞ 
 
（筆者作成） 
このような状況のもとで、筆者は日本の税制立案機関である政府と執行機関である税務
当局に対して、大きく三つの課題に対する対応を期待したい。1 つめは、安倍政権が掲げ
る世界的に見ても高水準である法人税率の引き下げによる税の分野における国際競争力の
強化と財政バランスのとれた国家運営のための代替財源の確保の実現である。2 つめは、
海外の税制や当局の取り組みとの不均衡の是正である。国際的に事業を拡げる企業を多く
有する国として、企業の不当あるいは過度な海外所得移転に対する規制強化を図るととも
に、二重課税排除のための国家間協議、各国税務当局との情報交換や執行共助などを積極
的に行い、課税の公平性の理念に則った国際ビジネス環境の整備を推進することである。3
つめは、国際協調へ向けた取り組みである。OECD 加盟国かつアジア圏を代表する国のひ
企業 日本（税制・税務当局） 海外（税制・税務当局）
・先進国の消費、需要の減少
・新興国の消費、需要の増加
・国際競争激化による税金コスト軽
減の必要性
海外進出のインセンティブ
グローバル事業展開
・高税国から軽税国へ利益の流出
・自国の経済、産業の発展
・国民所得の向上
・海外企業誘致のインセンティブ
・内国企業（所得）の流出防止
・企業の国内回帰への対応
（所得流出不足・過少計上の指摘）（不当な所得流出・回避の防止）
国際課税の強化
（タックスヘイブン対策税制、移転価格税制、ＰＥ課税）
国内回帰と規制強化の両立した政策
・海外子会社からの配当益金不算入
（内国企業への配慮）
・過大支払利息税制
（過剰貸付の防止）
・統括会社のタックスヘイブン対策税
制適用除外要件の見直し
・消費税率見直し
・法人税率の見直し
（国際競争力、企業回帰の推進）
軽税国へ所得移転
・軽税国への子会社設立
・軽税国で剰余金、資産の留保
・租税条約、統括会社等を利用した
資金、配当コントロール
・過剰な親子ローン
グローバル企業に対する対応の強化（国際協調の検討）
・ＢＥＰＳ
・ＯＥＣＤ国際課税対応（相互協議等）
・各国税務当局間における交流強化
・有害税制優遇措置の抑制
海外企業誘致への税制活用
・法人税率の引き下げ
・優遇税制措置や租税条約等
グローバル企業の行き過ぎた節税
グローバルタックスプランニングに
よる連結税コスト負担の軽減
（拠点移動、資金移動、Ｍ＆Ａ等に
よるタックスインバージョン）
国際的な枠組みの見直し
・一部新興国の過剰な追徴課税
・新興国、非産業国を中心に税制優遇
の推進
 55 / 108 
 
とつとして、自国の経済発展を目的とした新興国等の税制優遇施策を考慮しつつ、国際標
準となる法や規制の枠組みの制定へ向けて協力を続けることで、この分野における地位の
向上を図るべきである。 
日本は少子高齢化による労働力人口の低下や社会保障費負担の増加などにより財政安定
へ向けた収入源の確保が課題である。その収入源の一つである企業所得については、日系
企業の東アジア地域を活用したビジネスモデルは不可避であり、近隣の東アジア地域への
所得シフトは今後も継続することが予想される。税務当局は、日本の国内情勢や財政課題
解決に適した税制改革を実施すると同時に、国際税務分野においては、国際的地位の向上
を実現することで、日系企業の東アジア地域活用のビジネスモデルに適した企業・近隣諸
国・日本にとって公平かつ効果的な税制の制定へ向けて、国を超えた地域レベルでの共同
を目指すことが日本の税務執行機関が果たすべき役割と考える。 
 
 国際課税問題に係る事例、判例とその考察 
本章では事例や判例を用い、法的な解釈をもとに企業活動と国際課税問題の関係を考え
ることを目的とする。既述のとおり、税務は近年クロスボーダー取引等の急速に進展によ
る制度の複雑化や、国際協調の歴史の浅さ等により、国際的なルールが確立していないケ
ースもあることが予想される。このような状況で企業がタックスリスクマネジメントを実
行する際には、実際に発生した租税訴訟や協議結果から法的な解釈を得ることが有用であ
る。なお、事例や判例の詳細等については、筆者が判例や各種情報誌、先行研究論文等で
収集可能な情報から考察を行っているため、事実とは異なる場合があることを予め留意い
ただきたい。 
 
 移転価格税制の追徴課税事例 
本節では移転価格税制の追徴課税の典型例48を挙げ、制度の法的解釈を整理する。移転
価格税制は、APA・相互協議などの訴訟以前あるいは法廷以外で解決可能な制度が確立さ
れており、その税制の特徴から有形資産取引における価格（利益率レンジの妥当性）や、
役務提供・ロイヤリティの対価性（請求漏れ、請求額の水準等）、調査協力の不足等による
                                                     
48 本節における事例については、主に以下の文献等を参考としている 
 藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）第 5 章 ㈱中央経済社 
 TKC ローライブラリー判例解説（http://www.tkclex.ne.jp/commentary/taxes.html） 
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推定課税49など比較的論点が定められていることから、追徴課税や訴訟等は少ないと考え
る。しかし実際は、移転価格税制の追徴課税事例は多く、企業が対策に苦慮している状況
が伺える。その原因のひとつは当税制の趣旨と事業者が持つビジネス感覚の乖離であると
考える。事業者は、連結グループの利益を優先的に考えるため、国内外グループの利益配
分は全体最適を求める。一方、税務当局は、自国の利益配分の正当性のみを考えるため、
自国法人を中心とした部分最適を追求する。このずれが移転価格税制の課税に繋がる。こ
のため税務部門は、事業者のみならずグループ間の取引に関係する営業・製造・開発等の
全ての部署に加えて、相手側の子会社マネジメントに対しても税務独自の概念を浸透させ
なければならず、対策に苦慮している大きな要因となっている。 
また、近年は技術・ノウハウ・ソフトウェアなどの移転価格の算出が困難な無形資産取
引や複数国が関係する取引の増加などにより、移転価格税制に対してより高度な知識が必
要となるなど状況は変化している。このような状況の変化は新たな問題をもたらした。角
田（2011）は、国外関連者間の取引が有形資産のみならず無形資産も対象となってきたこ
となどにより、独立企業間原則の適用の困難性を示唆し、各国での租税訴訟や相互協議に
おいて深刻な問題となってきていることを述べている。その論文では、税務当局による要
件事実の立証不十分による課税処分取り消し判例をあげ、裁判により立証責任を負う側が
敗訴した場合には、判決以降の当該法人の適用すべき独立企業間価格が確定しなくなる可
能性を指摘している。有形資産取引に係る独立企業間原則適用の困難性を解決するため、
訴訟問題へ発展した際には裁判所の訴訟指揮により算定方法間の立証の優越により解決を
図ること、さらには、平成 23（2011）年税制改正により導入された最適方法ルールの下で
の税務当局と納税者との間で適用すべき算定方法間の優越により解決を図り、独立企業間
原則の適用に係る証明度を軽減し、独立企業間価格算定方法の確立を図ることを提言して
いる。次に無形資産取引については、OECD 移転価格ガイドラインのなかで比較可能性の
緩和と利益法適用の拡大が議論されている状況から、相互協議による解決を目的に取引単
位営業利益法と利益分割法によるハイブリット・アプローチを採用し、納税者と税務当局
との算定方法の対立を解決することを提言している。 
                                                     
49 平成 22（2010）年度の税制改正で、推定課税規定や第三者への質問・検査規定の発動要件である
「独立企業間価格を算定するために必要とされる書類」が規則第 22 条の 10 で明確化され、それら
の書類を遅滞なく提示または提出しなかった（かつ税務当局が独立企業間価格を算定できない）場
合は推定課税を課される。 
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このように、クロスボーダー取引が複雑化していくなかで、高度な専門性を要する状況
にあることから、法解釈から移転価格税制の基本的な概念を知ることはタックスリスクマ
ネジメントの観点から重要である。 
 
【事例 1 製品買戻し事例】 
国外関連者に対する余剰在庫の買戻しについては、移転価格税制の追徴課税事例が数例
あるため、典型例を用いて解説する。 
海外へ販売した製品が、販売先企業の業績不振やその地域における製品の陳腐化等によ
り大量の余剰在庫を抱えたため、親会社が当時の販売価格で買戻しを行うことは実際のビ
ジネスにおいて少なくない。しかし、親会社の状況やその製品の買戻し後の扱いにより国
際課税リスクを有していることに注意が必要である。 
＜ケース①：親会社も在庫を大量に保有している場合＞ 
親会社が自身の商圏に販売すべき類似製品や同様の在庫を抱えている場合は、独立企業
間取引であれば追加で在庫管理する分の在庫管理費や陳腐化リスクなどを加味した（差し
引いた）買戻し価格を設定することが通常であり、過去の売値で買い戻した場合には、親
会社の税務当局から買戻し価格が高いと判断され、是正処分を受けることがある。 
＜ケース②：既に価値のない製品を買い戻す場合＞ 
買戻し後にスクラップ等がほぼ確定している場合は、販売価格による買戻しは移転価格
の問題ではなく、国外関連者の財務状態改善に対する幇助50と判断され、寄附金課税され
る可能性が高い。寄附金課税は国際課税ではなく自国法人税となるため、相互協議の対象
とならないことにも注意が必要である。 
もうひとつの注意点は、事業者の意図に関係なしに第三者間取引との価格水準にひらき
（所得の移転）があった場合には更正される点である。通常、親子などの国外関連者間に
おける買戻し行為は、販売者側にも負い目を感じる背景（押し売りに近い行為や親会社の
事業計画に基づく販売など）があることが多く、実務担当者間では税制に則った取引を実
行し難い。当事者間（例：親会社の販売部門と子会社経営層）において移転価格税制に対
する知識がない場合には、独立企業間価格は受け入れ難く通常価格あるいは多少高めに価
格を設定し、後に更正を受けることとなる。 
 
                                                     
50 見返りのない一方的な経済的利益の供与 
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【事例 2 内国法規制の事例】 
相手国の一方的な規制は事前確認による協議による容認等がない限り認められないこと
が多い。以下にロイヤリティ料率制限と移転価格税制の関係を例に取り上げる。 
図表 21 のロイヤリティ取引は、通常はライセンス付与企業に対して自身の商圏である B
国の売上の 6%の対価回収を求めている。一方で類似取引を行っている A 国の国外関連者
間については、A 国の法律によりロイヤリティ料率に上限を設けられているため、法的事
由により A 国の国外関連者に関してのみ通常とは異なる A 国上限料率を設定していた。 
＜図表 21 取引の概要＞ 
 
（出所）藤森康一郎『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』（2010）161 頁 ㈱中央経済社 
この場合、会計における認否は問わず税務上では通常料率と差額分は未回収収益と認識
するか、他の取引において料率差に当たる金額51を回収すべきであり、「相手国が一方的に
課している内国規制は移転価格税制において考慮すべき事項ではない」というのが税務当
局の主張である。会計と税務の考えは必ずしも一致することはなく、会計の考えに基づく
利益と税務上の所得は異なる場合がある。会計処理の実務においては、ロイヤリティ料率
の妥当性52や収益計上の期間帰属等については重要項目と認識するが、国政等により恒久
的に規制されている場合などは、その点を考慮した処理を容認する可能性はある。しかし、
税務における例外事項の適用は、納税者が事前確認や訴訟等により税務当局が例外と認識
                                                     
51 藤森（2010）は、有形資産取引の価格に対して料率差額を乗せて回収することを提案している 
52 類似取引との差額分析による重要性判断の検討を含む 
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して始めて成立するため、その事実がない限り納税者は回収すべき所得として納税申告（調
整）しなければならない。 
 
【事例 3 移転価格税制における推定課税の事例】 
移転価格税制においては、措法第 66 条の 4 の 1 に定めるとおり「独立企業間価格を算定
するために必要と認められる帳簿書類等を遅滞なく提示または提出しない場合は、税務当
局が同種事業類似法人を選定し（シークレットコンパラブル53）、同条 7 項に基づき算定し
た移転価格をもって推定課税を課すること、また、その推定課税算出の根拠となる資料を
納税者へ提出しないこと」を認めている。そのため、推定課税が発動されると納税者が不
利となる課税処分を下されることや、不服控訴しても棄却されることが多い。 
移転価格税制はその税制の特性上、通常の法人税等の調査と異なり申告書や会計帳簿の
みでは取引の妥当性を検証することは困難であるため、法律で要請による帳簿書類等の提
出を定めている。その背景は、納税者側に契約書や取引価格決定の企業方針等の帳簿書類
等をもって独立企業間価格の算出根拠の立証を求めていると解釈すべきである。推定課税
は税務当局にとっても税制執行を実現するための最終的な手段であり、その執行には万全
を期するものの、課税側に有利となりやすい傾向となることは否めない。日本は移転価格
ポリシー等の書類の提出義務はない54ものの、調査時には納税者側に立証証明を果たす義
務があり、また、推定課税を防ぐ意味からも事前準備を整えることは重要である。 
 
 国際課税に係る判例からの考察 
本節では、個別の判決とその背景にある司法の見解を通じて、国際税制を法の視点から
理解・整理することを目的とする。 
【事例 4 税務当局提示の独立企業間価格の算定が否決された判例】 
無形資産（ソフトウェア）販売企業の事業再編による所得移転に係る判例であり、判決
は税務当局の提示した比較対象企業が妥当でないと判断し、納税者勝訴となった。従来日
本法人が保有していたソフトウェア販売権を軽税国にある子会社に移し、日本法人は製品
のアフターサービスや販売役務活動等に限定することで、移転価格税制における各法人の
                                                     
53 税務当局が独自に類似性の高い取引を行う第三者から質問検査権（措法第 66 条の 4 の 8）により
入手した比較対象取引についての情報や資料 
54 中国・インド等においては一定条件以上の企業に対して法人税申告までに移転価格ポリシーに関
する書類の提出を課しているなど、法律により文書化が義務付けられる国もある 
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役割・リスクを変化させ、日本の課税所得が極端に減少したことに対し税務当局が企業の
恣意性を訴えた。 
＜図表 22 取引の概要＞ 
 
※（経費＋日本への売上高×1.5%） 
（出所）前田謙二『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）96 頁 税務研究会
出版局より一部筆者加筆 
争点は、税務当局が再販売価格基準法により比較対象企業を挙げ、対象企業の売上総利
益率との水準差を追徴課税としたが、税務当局が選択した法人の事業モデルが実際の取引
と異なるため独立企業間価格として適当ではないという納税者の主張に対する司法の判断
であり、裁判所は（このタックス・プランニングが租税回避行為の可能性があることを認
識しつつも）比較対象企業の妥当性は低く、追徴課税の取り消しを命じた。 
本判例で留意すべき点は、裁判により税務当局の追徴課税自体が取り消されたことで違
法性を立証できず、納税者が事業再編により始めた国外関連者取引が独立企業間価格と異
なる取引であっても税務当局はその申告を認めざるを得ない状況になったことである。ま
た、独立企業間価格の算定の妥当性のみ判示されたことにより、シークレットコンパラブ
ルの違法性について争論が棚上げとなった点や、現状のマークアップ率の妥当性について
も判示がないため、以降の申告に対して法が保証する妥当水準の判断が不明確のままとい
う問題を残す結果となった。角田（2011）は、「国外関連者取引が継続する限り独立企業間
100%支配 販売
100%支配 販売
100%支配 手数料（※）
再販売 販売
アフターサービス
セールスプロモーション等
米国本社
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組織再編
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価格の算定方法は確立すべきであり、本判例で基本三法とその同等の手法を用いることが
できないと結審したことは、納税者にとって継続年度の申告において採用すべき独立企業
間価格の算定方法がなく法的に不安定な状態を残すこととなり、課税側にとっても適正な
国際課税を実現することが困難な状態となったことで、双方にとって問題となることを指
摘し、訴訟により基本三法やそれに類する算定方法を用いることができない場合には、裁
判所が基本と乖離しない最適な算出方法を導き出す必要がある」と提言している。 
平成 23（2011）年度の税制改正においてベストメソッドルールが導入され、基本三法や
それに準ずる方法に捉われずに最適な方法を事案に応じて採用することが可能となった。
（措法第 66 条の 4 の 2）また、通達等55の改正により運用方法が明記されたため、移転価
格の算出方法についてある程度のガイドラインは構築されたものの、上述のように税務当
局の主張が否認された場合には、司法が妥当と考える水準を提示すべきであり、司法はそ
の役割を充分に果たしたかについては疑問が残る。無形資産取引については、OECD でも
租税回避行為に繋がりやすく特別の配慮が必要と認識しているものの、対象となる無形資
産の定義範囲56や独立企業間価格の評価、事業再編時の資産移転に対する適正な課税制度
の確立など多くの課題が残る。もうひとつの論点であるシークレットコンパラブルについ
ては、納税者が知ることのできない非公開情報から独立企業間価格を算定し更正処分を科
すため、納税者側にとって反論の余地がないなど著しく不利な状況となる。しかし、推定
課税の発動は、納税者が移転価格の算定根拠となる資料等の提出を遅滞なく提示しないな
どの納税者側にも発動の帰責事由がある場合や、調査対象取引の独立企業間価格レンジが
公開情報のみでは公平な判断を下すことができない時などの極めて限定的であることから、
税務当局は本制度の発動に対して相当慎重な姿勢を示すものの、制度自体の正当性に対す
るスタンスは維持している。 
 
【事例 5 外国税と国内税との違いに関する判例】 
外国で定められている税が日本の法人所得税にあたるかなど租税の解釈に関する件を 2
例取り上げる。 
                                                     
55 『措置法通達』、『移転価格事務運営要領』（事務運営指針）及び『別冊 移転価格税制の適用
に当たっての参考事例集』 
56 特許、実用新案などはもとより、当該法人が保有している顧客リストや社内ノウハウなども含む
と考える必要がある 
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 台湾所得税法に基づく源泉税の日本における外国税額控除適用の可否57 
外国税に対する外国税額控除の適用範囲と、二重課税の排除を目的として定められた外
国税額控除は取引発生時の国内法と比較した形式的な考えに基づくべきか、実質的に同一
の利益について課税されているか否かをみて判断すべきかが争点となった事例である。 
日本法人（A 社）が株式を保有する台湾企業（B 社）が台湾の会社法に基づき配当可能
利益の資本組入れと追加新株発行を行い、追加発行株式を既存株主に対して持分割合で無
償付与し新株発行の方式で利益配当をおこなった。A 社はこの取引によって得た所得のう
ち、台湾所得税法に基づく源泉徴収額を外国税額控除対象として日本の法人税申告額から
控除したが、税務当局は、台湾における源泉税は日本の法人税法で定める課税所得に当た
らないため当該控除を否認し、過少申告加算税賦課を決定したことに対する取消訴訟であ
る。 
＜図表 23 取引の概要＞ 
 
（筆者作成） 
裁判所の見解は「台湾においてこの行為は利益配当と解釈していることから源泉税を課
しているが、日本においては平成 13（2001）年の税制改正により、株式配当と同様に配当
可能利益の資本組入れと株式の追加発行が併せて行われる場合には、具体的な利益の発生
を観念せず、法人税の課税対象としていないことから、法人の所得を標準課税として課さ
れる税に該当しないと考えるべきであり、外国税額控除の対象となる控除外国税には当た
らないと解することが相当である。また、配当可能利益の資本組入れをその時点における
                                                     
57 TKC 法律情報データベース『大阪地裁 法人税更正処分取消等請求事件』（平成 23 年 6 月 24 日
棄却・控訴） 
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株式の潜在的なキャピタルゲインの一部を示すものとして、後に譲渡する際の譲渡益との
関係性を有するものの、本件源泉税は資本組入れおよび株式発行を利益配当とみて、その
利益に課税しているのであり、譲渡益により実現される利益所得に対する課税とは実質的
に同一とは認められない」としており、A 社の主張は棄却された。法法第 69 条の定める
外国税額控除の制度は「内国法人が外国法人税を納付することとなった場合に、一定の限
度でその外国法人税の額を日本の法人税の額から控除する」としている。これは、同一所
得に対する国際的二重課税を排斥し、かつ事業活動に対する税制の中立性を確保しようと
する目的に基づく。また、同条 1 項には「外国の法令に課される法人税に相当する税で政
令が定めるもの」と規定し、法人税法施行令第 141 条の 1 に「外国の法令に基づき外国ま
たはその地方公共団体により法人の所得を標準課税として課される税」を外国法人税と規
定している。すなわち、日本の外国税額控除方式は、外国へ支払う税（相当）金額を国内
納税時に控除することが目的ではなく、国内法において課している税と重複する場合にそ
の控除を認めていることを企業は認識する必要がある。 
 ガーンジー島（Designer rate tax） 
外国における課税が国内法人税に相当する税かどうかが争点となり、1 審 2 審と納税者
敗訴であったが最高裁判決において逆転勝訴となった事例である。 
英国王室属領のチャネル諸島ガーンジー島に子会社を設立するにあたり、法人税課税の
方法に 4 つの選択肢が与えられることが、当領における税制の特徴である。 
＜ガーンジー島における法人税課税の選択肢＞ 
① 20%の標準課税 
② 年間 500 ポンドの申請料により免税法人を取得 
③ 所得に段階的な低減税率を適用 
④ 0%超え 30%以下の間で当局と交渉により税率を決定（Designer rate tax） 
日本の損害保険会社が当領にキャプティブ保険子会社を設立するにあたり、④の
Designer rate tax を選択し、交渉の結果 26%の税率となった。当時のタックスヘイブン対
策税制のトリガー税率が 25%であったため、タックスヘイブン対策税制の回避行為を可能
にする本税制は、タックスヘイブン対策税制における租税負担割合の計算における外国法
人税に該当せずに、当該子会社の所得は親会社合算課税となるというのが税務当局の主張
であった。 
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訴訟においても、この Designer rate tax が外国法人税と解釈すべきかが争点となり、最
高裁判決は「当時の国内法人税法に Designer rate tax を外国法人税から除外する取り決め
（明文規定）が存在しないため、外国法人税に該当することを否定できない」と判断し、
最終的に納税者の勝訴となった。本判決は租税法律主義に重きを置いた判断と解釈されて
おり、その後の平成 23（2011）年度の税制改正において、Designer rate tax は外国法人税
の対象外と明文化された。（図表 24 ハ） 
＜図表 24 法人税法施行令第 141 条の 3 外国法人税に含まれないとされるもの58＞ 
イ 納税後に任意にその金額の一部又は全部の還付を請求することができる税 
ロ 納税の猶予期間を納税者が任意に定めることができる税 
ハ 複数の税率の中で、外国当局と納税者の合意によりその税率が決定された税（適用
加能な税率のうち最も低い税率を上回る部分） 
ニ 外国法人税に附帯し課される附帯税に相当する税その他この類する税 
（出所）中塚秀聡「条文から読み解く制度の内容と留意点 第 1 回外国税額控除フレームワーク」『週刊 税務
通信平成 26 年 7 月 7 日号』（2014）24 頁 ㈱税務研究会 
この 2 例は、課税は法律に基づく行為であることと、各国の税の性質の違いが国際課税
問題につながることを認識する事例であった。納税者の視点は、自己資金や留保金の流出
につながることから課税対象取引の実体性に判断基準を求める傾向が強い。しかし、租税
は法律で定められており、原則として制定範囲を超えた課税の適用はできない。国際取引
においては、海外と日本の法律を照らし合わせて、適用となる法律あるいは法解釈を的確
に把握することが重要である。 
 
【事例 6 タックスヘイブン対策税制に関する判例～来料加工取引～】 
本判例は適用除外要件の所在地国基準の適用可否が争点となり、様々な有識者が解説や
意見を述べているため、それらの情報を踏まえながら整理していきたい。 
この取引が成立した背景は次のとおりである。当時、中国本土への会社設立は制度が複
雑であり、また海外資金送金などの規制も厳しかったため、中国や近隣地域の市場へ進出
を図る企業の多くは中国への直接進出を避け、金融や法が英国制度に近く自由度が高い香
港へ子会社を設立していた。このため、中国は図表 25 の取引形態をとる企業に対して、中
国国内への産業進出と国内雇用の確保等を目的に特恵優遇措置を与え、企業誘致を図った。
                                                     
58 筆者が本論文を作成した時点における内容 
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すなわち、本取引は中国・香港間に公式に認められていた優遇制度であり、当時の中国の
安価な人件費等にメリットを感じた多くの海外企業がこの制度を活用するようになった。 
＜図表 25 来料加工取引＞ 
 
（筆者作成） 
当時の主な優遇制度は次のとおりである。 
 法人税率の差（香港：17.5%、中国：25.0%）から、中国へ直接進出するよりも所得に
対する税金コスト負担の軽減となる（図表 26①） 
 香港において来料加工取引による所得の 50%は海外所得と認められる（法人税非課税） 
 中国・香港間の原材料、製品（加工品）の往来についての関税免除（図表 26②） 
 中国への機械設備、原材料、部品等の無償支給分の関税と増値税の免除（図表 26③） 
この取引に着目し香港内で製造加工を来料加工取引へ移行した日系企業（A 社）が、そ
の後の日本における税務調査において、この取引がタックスヘイブン対策税制の所在地国
基準を満たさないとして、香港子会社の所得はタックスヘイブン対策税制の発動により、
日本親会社で合算課税となり追徴課税を受けたことが、本判例の経緯である。 
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＜図表 26 A 社の来料加工取引＞ 
 
（出所）前田謙二『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）111 頁 税務研究会
出版局、『月刊国際税務 別冊』2014 年 1 月号 国際税務研究会 
裁判における争点は、措法第 66 条の 6 の 4 の「主たる事業の判断」であり、双方の主張
と根拠は次のとおりである。 
＜図表 27 A 社、税務当局の適用除外要件に対する主張＞ 
措法に基づく判断 A 社 税務当局 
事業基準 ○ ○ 
実体基準 ○ ○ 
管理支配基準 ○ ○ 
所在地国基準 ○ × 
（筆者作成） 
A 社の主張は次のとおりである。来料加工取引は外国企業が原材料・補助材料・部品・
組立部品・包装材料など全て又は一部、また必要な場合には生産設備も提供して、中国本
土企業に製品の組立加工を委託し、中国企業は委託契約に従って加工・組立を行い、外国
企業から加工料を取得することを基本内容とする取引であり、中国の法令に則った委託契
約にすぎない。中国政府の厳しい管理下を条件に、関税・増値税の免税処遇を得る替わり
に、中国企業の工員の給与、賞与、法定福利費、工場設備の管理費、減価償却費などの費
用を加工料として外国企業が負担することとなり、また全量引取義務を負うため生産工程
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や技術指導を行うことは一般に行われることであり、経営権を外国企業へ移転することと
は異なる。また、工場の所在する華南地区と香港は隣接しており、本取引により加工委託
品等は保税状態を保ちながら、その拠点間のみを移動するため、香港にある法人は実体的
にも地理的にも製造業の拠点として経済合理性があると判断できる。すなわち、租税の観
点からも、香港に固定的施設をおき中国本土にある工場の製造活動を実質的に統括する形
態は、香港子会社が製造活動を行っていることと同意であり、措法第 66 条の 6 の 4－2 に
ある「主として本店または主たる事務所の所在する国または地域のいずれかにおいて行っ
ていれば、所在国基準を満たす」という文理に合致する。 
これに対して税務当局の主張は、香港子会社は中国企業の工場に対する事業計画・人事・
組織・財務・会計などの経営管理を行う権限を有しており、実質的に製造行為を統括・遂
行していたことから、帰属主体（製造業）と認められるものの、税制上の所在地国基準を
考えると、香港は中国本土とは異なる税制を有しており、また同地域の租税負担は世界的
にも低水準にあることから、タックスヘイブンの代表地域のひとつとして理解されるとこ
ろであり、委託加工を行っている中国工場と香港を同一地域と扱うことはできない。すな
わち、製造業の本質的な行為であるものづくりを香港ではなく税制上は別地域である中国
で行っていると解釈すべきであり、タックスヘイブン対策税制の適用除外要件である所在
地国基準を満たさない。 
双方の主張に対する裁判所の最終的な判断は次のとおりである。事業の判断については、
措通第 66 条の 6 の 14 で原則として総務省が設定した「日本標準産業分類」を基準に判定
することは、一般の社会通念が反映されたものとして客観的であり合理性を有している。
当分類によると製造業とは「新たな製品の製造加工を行い、かつ自ら製造した新たな製品
を主として卸売りする業務を行う事業」とし「自らは製造を行わないで、自己の所有に属
する原材料を下請工場などに支給して製品を作らせ、これを自己の名称で販売する製造問
屋は製造業とせず、卸売業または小売業に分類する」と定めており、香港子会社の来料加
工取引は中国の工場で製造された製品の管理権限を有していることなどから製造業に分類
することを認めている。次に所在地の判断については、香港は中国に属するものの、特区
として区内の法律・税務は中国本土と大きく異なるため、税制上の解釈は別国と認識すべ
きとしている。これらの根拠から、製造業である香港子会社はその事業（製造業）の本質
である生産活動を税制上では同一国・地域ではない中国で行っているため、企業側に意図
的な租税回避行為ではないとしても、特定外国子会社等が適用除外要件を満たさないとい
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う事実がある以上は、当税制が発動され A 社は香港子会社の所得を合算し課税すべきとい
う判決となった。 
本判例は事業と法（税務）の概念の違いが現れた例であった。税制適用の判断基準は、
企業に恣意性とは関係なしに、その法の定めに合致するかどうかによる。すなわち、課税
行為は、あくまでも課税の中立・公平性を重視し、個々の業界の経済環境や企業の競争環
境などを配慮しない。一方、事業者は企業のグローバル展開を利用した恣意的あるいは悪
意のある所得移転（租税回避行為）に対する罰則もしくは抑止力としての課税という考え
が強く、他国・地域が制定した優遇制度を活用することは、その行為を悪用したと判断さ
れない限り課税措置を施さないであろうという考えが強い。本訴訟においても、裁判所は
事業者の主張に対して一定の理解を示しつつも、法の立場を遵守した判断を下している。
法とビジネスの立場の違いを認識することは、国際課税リスクを低減するために重要な要
素である。 
本判例から司法の国際課税に対する考えをまとめると以下となる。 
 国際競争力の優劣や国際取引の推進など事業者の考えからは一線を画し、中立的な立
場から課税判断を行う 
 法の解釈、判断基準は契約書などの形式的なものだけではなく、その企業の取引実体
から判断する 
 他の税制との関係性からの主張は、その正当性がない限りは関連付けない59 
来料加工取引に関する訴訟は日本において 5 事案あり、うち 2 件は税務当局の勝訴とな
っている60。また現在は、中国政府が来料加工取引について PE 課税を課す方針を掲げたこ
ともあり、企業にとって本取引を利用する利点はなくなった。 
 
【事例 7 レンタルオフィス判例】 
本判例はタックスヘイブン対策税制の適用除外要件の実体基準および管理支配基準が争
点となり、税務当局の敗訴となった事例である。中小規模の部品製造企業が東南アジア地
域への自社製品の卸売を目的にシンガポールへ子会社（以下、A 社）を設立した。A 社の
事業運営は下表のとおりである。 
                                                     
59 移転価格税制の APA により国と合意した内容の適用についても主張を取り下げている 
60 『月刊国際税務 別冊 2014 年 1 月号』（2014） 国際税務研究会 
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＜図表 28 A 社事業運営の概要＞ 
実体基準に係る事業内容 管理支配基準に係る事業内容 
子会社株式の 1%を保有し、取締役でもある
B 氏が現地で経営を営む法人（C 社）の施
設（ビル）の机一台分のスペースを賃貸 
現地業務は B 氏と派遣社員が行い、経理・
総務・営業事務等は、C 社に口頭により業
務委託契約を締結している 
製品在庫は、現地倉庫業者よりレンタルス
ペース契約を締結している 
B 氏は当該子会社の役員報酬は得ていない 
C 社に B 氏の執務室があり、C 社含め役員
を務めている数社の執務を行っている 
株主総会はシンガポールで開催され、B 氏
と出資親会社役員は電話で参加している 
（出所）『月刊国際税務 2014 年 4 月号』（2014）48 頁 国際税務研究会より筆者作成 
税務当局は当該実体を把握したうえで措法第40条の4の4に定める適用除外要件である
実体基準および管理支配基準を満たさないとし、合算課税の更正処分を施した。それに対
して納税者は、明確な店舗・事務所等はないもののA社の経営は親会社から独立しており、
基準を満たしていると控訴し、税務当局敗訴という判決となった。 
＜実体基準に対する見解＞ 
実体基準の規定は、我が国にある親会社から経営独立した法人としての実体を備えている
ことであり、固定施設については自ら所有する必要はなく賃借権等の正当な権原に基づき
固定施設を使用していれば要件を満たす。本例は、特定外国子会社等の事業規模や形態を
考慮すると賃借等による対応は、その規模に適しているため事業者の主張は適当と判断す
る。次に B 氏が子会社役員を含め数社の役員を兼務することは禁止事項ではなく、同一の
執務室で数社の業務を執行することは現実的な対応であり、B 氏が役員を兼務する各社の
固有施設と判断することは正当である。 
＜管理支配基準に対する見解＞ 
当基準は特定外国子会社等がその本店または事務所所在地において、子会社の事業の運
営・管理・支配に独立性を有するかに基づく規定である。B 氏がシンガポールの法令や規
制に対し必要な届出や税務申告等を行っていた事実や、資金管理、営業に対する指揮監督、
債権回収なども監督してことから、現地において独立した法人運営を執行していたと判断
する。次に、A 社と直接の雇用関係のない派遣社員が日常業務を行っていた点に関しては、
居住取締役の指揮命令のもとで業務を行う従業員の存在があれば足り、その雇用関係まで
は規定していないため、第三者からの派遣社員による雇用要件も含むと判断する。 
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秋元（2014）は本判例を題材に適用除外要件の再考を行い「実体基準は、重要な意思決
定機関である株主総会や取締役の開催、役員の職務執行、会計帳簿の作成および保管等が
当該子会社の本店または事務所所在地国で行われているかどうか、業務遂行上の重要事項
を当該子会社等が自らの意思で決定しているかどうかなどの諸事情を総合的に考慮し、当
該子会社等がその本店所在地国において親会社から独立した企業としての実体を備えて活
動しているかどうかによって判断すべきである。また、管理支配基準は、特定外国子会社
等の業務の種別とは一応無関係に、その子会社等が独立企業としての実体を備えて、その
本店所在地国において、自らの決定、判断に基づいてその事業の管理、支配および運営を
行っているか否かを問題としているものと考えるのが相当である」と述べ、本判例におけ
る裁判所の適用除外要件の判断は法が定める基準に則っており、経済合理性の判断基準と
は別個とした点で法的な判断の枠組みが機能していることを再確認している。 
 
【事例 8 租税条約との関係に関する判例】 
本件はタックスヘイブン対策税制と租税条約（本例は日星間）との関係や、タックスヘ
イブン対策税制の課税対象法人についての解釈に適した例である。 
＜図表 29 グループの関係と取引の概要＞ 
 
（出所）『月刊国際税務 2013 年 9 月号』（2013） 国際税務研究会 
シンガポール所在の A 社が事業資金調達を目的に、保有株式を持株会社の関連会社へ売
却しキャピタルゲインを得た。この所得はシンガポールにおいて非課税のため、日本親会
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社はタックスヘイブン対策税制のトリガー税率計算の税負担割合の分母へ加算した結果、
トリガー税率を下回った61。更に、A 社はグループ事業再編により当初の事業であった製
薬工場の稼働を廃止していた事実により、適用除外要件の実体基準を満たしていなことか
ら、親会社の出資割合 90%に応じた額を合算課税とし追徴課税申告をしたことに対する訴
訟である。 
納税者は、タックスヘイブン対策税制の負担割合の計算非違は認めたものの、税制発動
が日星租税条約の両国における二重課税回避を目的した条項に違反しているとして、追徴
課税申告の取り消しを訴えた。判決は納税者の敗訴であり、裁判所は「適用除外要件の判
定は、当初から租税回避目的で設立されたかを判断するのではなく、著しく税負担の低い
国における所得がタックスヘイブン対策税制の定める判断項目に適用するかの判定を行う
ものである。また、タックスヘイブン対策税制は適用除外要件を満たさない場合に内国親
法人に対して合算課税処分を下すものであり、取引対象となる国外関連者に対する課税処
分ではないため、日星間に二重課税要素はなく条約違反にはあたらない」とする法的根拠
を示した。 
日星租税条約は、締結国の税制により双方の国から課税された際に、二重課税の回避条
項が発動されるが、タックスヘイブン対策税制は国外関連者の所得にうち一定額を内国法
人のみなし収益として合算課税する仕組みであることから、一国内で生じている課税行為
であり条約違反でないという判決内容は理解できる。しかし、この理論に基づく課税方式
の場合、日本には海外子会社配当金の益金不算入制度があるため、配当を実施している特
定外国子会社等の所得に対してタックスヘイブン対策税制により合算課税を課すことは二
重課税の懸念がある。この問題に対して、平成 25（2013）年度税制改正で外国税額控除の
限度額の計算方法を「無税国の特定外国子会社等の所得（全世界所得）に対して課された
税がある場合には、その特定外国子会社等の益金参入を除く」（措令第 39 条の 18 の 9）と
し、外国税額控除により二重課税回避を図った。 
 
 小括 
古くから信用取引の文化に慣れてきた日系企業は、書面による契約締結などの法的手続
                                                     
61 トリガー税率計算式 
本店所在地国および所在地国以外で課される外国法人税＋みなし納付外国法人税
本店所在地国での所得＋本店所在地国の法令の非課税所得±その他
≦ 25% 
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きを見落としがちであり、それにより欧米グローバル企業と比較して課税リスクを高めて
いる原因のひとつとなっていた。そこで、本章で事例や判例解説を通じて、司法の立場か
ら国際課税問題の留意点や法解釈を理解することで、タックスリスクマネジメントにビジ
ネスとは一線を画した法律に基づくフローによる事業判断の必要性を確認した。なお、司
法は法の中立の立場と個々の取引の実体の両側面から、下記事項を基本概念として判断基
準を定めていると考える。 
 その取引が企業の恣意的行為に関わらず法で定める要件を全て満たしているか 
 個々の取引実体に関する主張が法に適した立証となっているか 
筆者が本章を執筆するにあたり、課税事例や判例は裁判所や国税庁、税理士法人等の専
門機関ホームページ等により、広く情報開示や判例解説を行っているため、一般企業の多
くは情報の入手が可能であることを知った。このことから、企業が実施すべきタックスリ
スクマネジメントについては、法に対する見地が高く、社内規程や契約書を審査する法務
部門の積極的な介入が有効と考える。法務部門は平時から税務部門と連携をとり、税制改
正や税務訴訟に関する情報入手に努めるとともに、国内外取引に対し定期的な法務内部監
査により、取引に対する法手続きの内部確認を実施することで、複雑なグローバル取引に
対する課税リスクの軽減を可能とする。 
もう一点本章を通じて判明したことは、訴訟時の立証責任に関する問題である。本章事
例にあったとおり、法廷により課税側が取引に対する違法性を立証できなかった場合や、
法律で定める範囲外の取引等が発生した場合には、租税回避行為の恣意性が高いと考えら
れる場合であっても違法認定は困難である。税務当局が企業の内部情報全てを知ることは
困難であり、納税者に対する追徴課税理由の立証が不完全な場合もある。その際に法廷を
通じて、税務当局と納税者との独立企業間価格の妥当性優劣の判定や、法の解釈を超える
新たなビジネスモデルが出現した場合の適正価格の算出など、立証責任を果たすことが困
難な事案に対しては、司法の介入による解決策を見出すべきであり、現状の司法の対応は
完全であるとはいえない。日本においても近年、国際税務訴訟は増加している。司法には
法解釈の明確化や取引の事実認定から訴訟に対する判決を下すだけではなく、判決の内容
次第では、紛争を解決のための仲裁機関として介在することも期待したい。 
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 国際課税問題の今後の展望 ～税源浸食または利益移転（BEPS：Base 
Erosion and Profit Shifting）を中心に～ 
 本章は重要な国際問題に発展した「企業の行き過ぎた節税」について、その内容の整理
と背後にある国際税務問題について考えていきたい。まず企業のタックス・プランニング
の有効性に関する基本的な概念を整理する。 
第一節 タックス・プランニングの効果 
タックス・プランニングは企業の投下資本回収の効果（効率性）を向上させるために、各
国の税務（税率）の違いや税制優遇措置に着目した企業戦略であり、法人税のみならず関税
や所得税、VAT、GSTなどあらゆる税が対象となる。企業がタックス・プランニングに着目
する背景は以下にあると考える。 
 事業そのものは変えず、取引経路や事業組織・機能の再編等の自社グループ内のみで税
コスト負担を変化させることができる 
 課税の基本は率にあるため、課税対象取引の金額が大きい場合に企業キャッシュフロー
へのインパクトが大きい 
 企業財務報告へ影響をおよぼす（例：損益計算書の最終損益への影響、実効税率の変化
は資本コストへの影響） 
図表30に租税条約を活用した海外子会社配当金に対する節税効果を表した例を示す。日系
企業も欧州に多くの現地法人や支店を抱える。従来であれば上図表左のように、その拠点で
得た利益を配当金により日本親会社へ還流する際に、配当所得に対して源泉所得税が発生す
る。そこで、図表右のように特定の国へ中間持株会社を設立し配当資金を経由することでグ
ループ全体の税コスト負担を軽減することができる62。このように、租税条約や各国税制、
税制優遇措置を利用した事業再編や資金管理によりグループ全体の税コスト負担軽減を図
ることがタックス・プランニングである。 
                                                     
62 本例はあくまでもタックス・プランニングの有効性を示したことにすぎず、実際の取引において
は、租税条約や法律、会計、税務など様々な条件により異なる 
 74 / 108 
 
＜図表 30 欧州の海外子会社配当金に対するタックス・プランニング例＞ 
 
（出所）KPMG税理士法人『国際税務 グローバル戦略と実務』（2013）25～26頁 ㈱東洋経済新報社を参考に
筆者作成 
ここでは、近年報道された企業活動のうち、タックス・プランニングが関係していると
思われるいくつかの事例を以下に挙げる。 
【事例 9 アプライドマテリアル社（米）と東京エレクトロン社（日）の経営統合63】 
半導体製造装置で世界首位のアプライドマテリアル社（米）と 3 位の東京エレクトロン
社（日）は、経営統合にあたり親会社をオランダに設立することを公表した。このように、
M&A や事業再編を通じて軽税国へ親会社を設立し、主力企業をその傘下へ入れることを
コーポレート・インバージョンといい、同社幹部はアナリスト向け説明会において統合後
の税コスト負担の削減効果についても述べている。 
 
【事例 10 日産自動車の ASEAN 地域統括会社をシンガポールからタイへ移転64】 
2011 年 7 月に地域マーケティング・販売機能を担っていたシンガポール子会社とタイ子
会社を再編し、ASEAN 地域における地域マーケティング・販売、商品企画、プログラム
管理、R&D、モノづくり戦略（購買、生産、SCM）等の役割を担う新会社をタイへ設立し
                                                     
63 同社ホームページ、日本経済新聞 2013 年 12 月 5 日記事 
64 同社ホームページ、日経 BP、日本経済新聞 2013 年 12 月 6 日記事 
● 租税条約により源泉税が課される ● 免税国へ中間持株会社設立
法人税率：40％ 法人税率：40％
配当金 900 配当金 1,000
95％益金不算入 855 95％益金不算入 950
5％課税 45 5％課税 50
配当に係る法人税 (18) 配当に係る法人税 (20)
蘭･･･租税条約による免税
英･･･国内法により免税
配当金 1,000
(源泉税) 0
1,000
配当金 1,000
(源泉税) (100)
900
EU域内は源泉課税なし
配当金 1,000
(源泉税) 0
1,000
法人税率：20％ 法人税率：20％
税前利益 1,250 税前利益 1,250
配当金：1000 法人税 (250) 配当金：1000 法人税 (250)
当期利益=配当金 1,000 当期利益=配当金 1,000
グループ税負担 グループ税負担
18+100+250 20+250
368 270
親会社
EU海外子会社
親会社
EU海外子会社
持株会社
（英・蘭）
100％
100％
100％
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た。主な目的は同地域での販売・製造強化であるが、タイは地域統括会社として認定を受
けることで法人税率が 10%となることや、統括会社の認定がなくても条件を満たすことで
法人税や輸入関税の一定期間免除などの税制優遇制度を設けているため、税コスト負担軽
減を図ることも目的のひとつであったと考えられる。 
 
【事例 11 IBM の連結納税制度と自社株買いを活用したグルーブ内取引】 
米国にある IBM 子会社は日本に拠点を有する子会社の株式を簿価で取得。その後、日本
に中間持株会社を設立し、当該持株会社が日本 IBM 社を含め日本に拠点を有する子会社を
統括する組織へと再編を行った。次に、米国子会社は日本中間持株会社へ増資と親子ロー
ンにより日本 IBM 社等の株式を譲渡し、同時に日本 IBM 株式は売買価格とほぼ同額で自
己株式の取得を実施する。（日本中間持株会社から日本 IBM 社へ株式譲渡）日本中間持株
会社は、日本 IBM 社からの株式取得代金を米国 IBM 子会社への借入金返済に使用するこ
とで、グループ全体の資金移動を株式の移転で行う。また、日本 IBM グループは連結納税
制度の導入を国税庁から承認を得ており、日本 IBM 社が自己株式取得で計上したみなし配
当と、日本中間持株会社が米国子会社から譲渡された際に計上した譲渡損失による繰越欠
損金とを両建てすることで所得と損失とを相殺納税した65。東京国税局は、連結課税所得
を減少させたこの一連の取引を課税逃れと認定し追徴課税処分をとったが、日本 IBM は
当処分の取り消しを求める訴訟を行う。東京地裁は「日本 IBM 持株会社は、グループ内
の資金を柔軟に移動させるなど持株会社としての一部機能をあった」とペーパーカンパニ
ーとする税務当局の主張を退けた。また、売買条件についても「事業目的のない行為とま
では認められない」と判断し、当時はこのような行為を禁じる明確な規定等も見当たらな
いことから「制度を乱用した課税逃れを図ったと断定できない」と結論付けた。なお、平
成 22 年度税制改正で、譲渡性損益調整資産66を完全支配関係がある他の内国法人に譲渡し
た場合に、税務上は譲渡損益を繰り延べることとなったため、現在、本スキームは規制対
                                                     
65 当時、自己株式取得の際に資本金等を超える部分の金額はみなし配当とされ、みなし配当は益金
不算入とされていたため、譲渡損失分の損金を計上することができた 
66 以下の資産のうち帳簿価額が 1,000 万円以上のものを示す（法法第 61 条の 13 の 1） 
 固定資産 
 土地（固定資産を除く） 
 有価証券 
 金銭債権および繰延資産 
 （参照：新日本有限責任監査法人 会計情報トピックス 2011 年 4 月 7 日
http://www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting/accounting-topics/2011/2011-04-07-06.html） 
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象となっている。 
＜図表 31 IBM 訴訟の取引概要＞ 
 
（出所）太陽グラントソントン フラグシップ・ニュース第 473 号（2010 年 5 月） 
 
第二節 税源浸食または利益移転 
近年、一部のグローバル企業が国際的なタックス・プランニングにより、税コストを著し
く減少させていると報じられている件は、喫緊に対策が必要な重大な国際問題として、今後
の動向に注目を集めている。代表例として、スターバックス社の英国法人がオランダ・スイ
スを利用したスキームを組み、巨額の売上を計上しつつも収益を大幅に圧縮させて英国への
法人所得を赤字としていた件で、違法ではないものの英国に対し自主的に500万ポンドの法
人税納税を行った事例67や、グーグル社やアップル社等の「ダブルアイリッシュ・ウィズ・
ダッチサンドイッチ」、アマゾン社のルクセンブルクへの利益移転やマイクロソフト社のプ
エルトリコを活用した例などがある。これらの事例の特徴は、無形資産（ライセンス、電子
商取引、ソフトウェア技術）をグループ間取引や税制優遇措置等の活用により軽税国へ資
産・収益を、費用・損失は高税率国へ集約するように事業構築を図っている点である。 
ソフトウェアや販売目的として開発されたアプリなどのクロスボーダー取引や、製造業
における生産技術やノウハウ、商品デザインや商標などの資産性価値は増加しており、ま
た、これらの無形資産は形がないため資産に相当する機能等を比較的容易に国外移転する
ことができる。無形資産取引に関する会計制度や税制の歴史が浅く、会計上は日本基準と
国際会計基準（IFRS）との無形資産の定義・処理の違いがあるように、国際税務において
                                                     
67 最終的に 2014 年までに合計 2,000 万ポンドを納税する予定 
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も本領域について十分な整備がなされていない状況がこの問題の背景にある。 
ここからは、BEPS の代表的な取引の一つである「ダブルアイリッシュ・ウィズ・ダッ
チサンドイッチ」は様々な文献・記事で説明されており、その内容が複雑かつ精巧である
ため詳細を紹介する。なお、紹介するスキームは文献や記事、ホームページなどの情報を
もとに作成しているため、実際の取引とは異なる可能性があることに留意いただきたい。 
【事例 12 ダブルアイリッシュ・ウィズ・ダッチサンドイッチ】 
本スキームは、個々の事業組織や法人間取引に違法性はなく、法人間の取引は移転価格
税制上の利益配分の正当性を維持していれば税務上のリスクもほとんどない。米国の企業
のグローバル展開おける二重課税回避を考慮した CFC 税制とアイルランドの税制優遇措
置等を巧妙に活用した手法である。このスキームを分解し節税の手法について整理を行う。 
＜図表 32 ダブルアイリッシュ・ウィズ・ダッチサンドイッチ概要図＞ 
 
（出所）『月刊国際税務 別冊 2014 年 1 月号』（2014）25 頁 国際税務研究会、前田謙二『タックス・プラン
ニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）第 7 章 税務研究会出版局 
まず、米国から軽税国であるアイルランドへ合法的に所得移転を図る手法について述べ
ていきたい。（図表 32 内 1）米国の移転価格税制にはコストシェアリング制度があり、無
形資産等の研究開発にかかる費用を米国法人と国外関連者等とで分担した場合には、米国
外における所得を有する権利が国外関連者等へ与えられる。それにより、開発資産に係る
譲渡益に対し、米国当局からの課税が発生するものの、以降の米国以外における当該収入
所得に対し米国当局は課税権を有さない。次に、アイルランド法人の所得に対する節税手
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法は以下のとおりである。 
アイルランドでは、事業を非居住者に実質的に管理支配されるペーパー法人に対しては、
当該法人の所得課税権は支配管理国が有することとなる。そこで、支配管理会社を無課税
地域である英国領のバミューダ諸島におくことでアイルランド子会社 α（以下、α子社）
の所得に対して法人税課税はなくなる。（図表 33） 
＜図表 33 アイルランドにおける管理支配基準制度の活用＞ 
 
（出所）前田謙二『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）第 7 章 税務研究会
出版局 
それと同時に、α子社をペーパー法人とする必要が生じるため、同国内にアイルランド
子会社 β（以下、β子社）を設立し、β子社へ α子社のサブライセンスを付与することで、
β子社を米国外における事業とその事業収益を得る実質運営法人とする。この β子社はサ
ブライセンス契約によりロイヤリティ68を α子社へ支払うため、β子社の所得は非常に過
少となり α子社へその所得の多くは留保される。この留保金をバミューダ法人が管理運営
することで α子社はペーパー法人と化す。 
ここで新たに発生した β子社との取引によるロイヤリティに源泉税が生じる。この源泉
税は愛蘭69租税条約を活用することで免税を可能とする。（図表 34） 
                                                     
68 移転価格税制の問題とならないように価格算出する必要がある 
69 愛：アイルランド、蘭：オランダ 
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＜図表 34 愛蘭租税条約を利用したロイヤリティ源泉税免税＞ 
 
（出所）前田謙二『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）第 7 章 税務研究会
出版局 
アイルランドとオランダは、両国間のロイヤリティ取引に対して免税規定を租税条約に
より設けている。そこで、α子社と β子社の間にオランダ法人を設立し、本来であれば直
接付与するサブライセンスはオランダ子会社を経由して α子社から β子社へ付与し、ロイ
ヤリティの支払も同様にオランダ子会社を経由する。オランダ子会社の所得は β子社から
受け取るロイヤリティとα子社へ支払うロイヤリティ70で収益のほとんどを相殺するため、
所得は非常に僅少となる。 
最後に、米国のタックスヘイブン対策税制（CFC 税制）の回避については check the box 
rule を活用する。（図表 35） 
                                                     
70 この間のロイヤリティ料率も移転価格税制の問題とならないように考慮する必要がある 
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＜図表 35 米国 CFC 税制の回避＞ 
 
（出所）前田謙二『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』（2013）第 7 章 税務研究会
出版局 
米国 CFC 税制は、納税者が一定の企業体を支店あるいは別法人と扱うかを米国の税務上
選択できるため、α子社をアイルランド法人としオランダ子会社と β子社は α子社の支店
と選択することで、α子社が得たロイヤリティ収入は、α子社の独立事業により得た所得
と認定され、CFC 税制における合算課税対象外取引とみなされる。 
このタックス・プランニングにより、米・愛国間で二重非課税を創出し連結グループ税
負担の大幅軽減を可能とした。アップル社の海外事業の法人税負担は約 2%と報道されて
いる。米国の実効税率が約 40%であることを考えると当スキームによる利益貢献（節税効
果）は計り知れない。図表 36 をもとに具体的な節税効果について考えていきたい。タック
ス・プランニングを実施しない場合、すなわち、海外事業における税引前利益 368 億ドル
に対して 40.75%の米国法定税率が課せられると仮定する。その際、約 150 億ドルの法人税
課税が計上されるため、150－7.1＝約 143 億ドルの節税効果を創出することとなる。仮に
税引前利益対売上高比率が 2%とすると 143÷2%＝7,150億ドルの売上を計上することと同
じことである。また、キャッシュフローの観点では、143 億ドルもの資金を投資や配当等
に活用できるため、企業の資金管理上もこの節税は大きな影響を及ぼす。 
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＜図表 36 法人税負担率の比較（法人税には当年度分及び繰延税額を含む）＞ 
（millions in US$） 
  アップル グーグル マイクロソフト サムスン 
本社拠点地の法定税率 40.75% 24.20% 
全
社 
税引前利益 A 55,763 13,386 22,267 27,929 
法人税等 B 14,030 2,598 5,289 5,666 
B/A 25.2% 19.4% 23.8% 20.3% 
海
外 
税引前利益 A 36,800 8,075 20,700 N/A 
法人税等 B 713 432 1,947 N/A 
B/A 1.9% 5.3% 9.4% N/A 
（出所）小林誠「知財と税金の意外な関係～グローバルタックスマネジメントで企業競争力を高める～」2013
年 6 月 12 日 日経ビジネスオンライン 
 
第三節 BEPS への対応 ～国際的な税制調和へ向けた動き～ 
第一項 OECD による BEPS プロジェクト 
一部のグローバル企業による事業実体とは乖離したと思われるタックス・プランニングに
対して、OECDは2012年11月にBEPSプロジェクトを発足し、現実の経済活動に対する公正な
課税を図るための国際スタンダードルールの確立を目標に、以下の6項目を重点課題として
対策を検討することとなった。 
＜重点課題＞ 
 ハイブリット事業体およびハイブリット商品への各国での取扱いの差異 
 インターネットでの商品販売や役務提供活動から生じる利益への条約の適用 
 関連会社間での貸付等金融取引に関する税務上の取扱い 
 無形資産の移転、関連者間での資産所有権の人為的分割や特異な取引等に対する移転価
格の対応 
 一般的な租税回避防止規定（GAARs）、海外子会社合算税制（CFC税制）、過少資本
税制、租税条約濫用防止規定の効力 
 一定の活動に関する有害な優遇制度の利用 
2013年7月には、BEPS行動計画"Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting"をG20財務
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大臣・中央銀行総裁会議に提出し、G20各国の全面的な支持を得ることができた。この時に、
G20メンバーのうちOECD非加盟国8ヵ国71に対して、当プロジェクト情報を全て開放すると
ともに、正式メンバーと同様に投票権等を有することなど、合計42ヵ国が平等な立場で本プ
ロジェクトへ参加することとなった72。なお、BEPS行動計画は15項目から構成されており、
OECDは各項目について、2014年9月から2015年12月までの間に、新たに国際的な税制の調
和を図る方策を勧告するとしている。以下に行動計画の概要をまとめる73。 
＜図表 37  BEPS 行動計画の概要＞ 
項目 期限 
1 電子商取引課税 2014年9月 
 企業が課税関係を生じることなく、他国から遠隔で事業活動を行うことができる
電子商取引は「PE なければ課税なし」という国際的な課税ルールに則った法人税
課税を困難にする。この問題に対応すべく現行の国際課税ルールの見直し、また
は電子商取引に対する新たな課税のあり方の検討。 
 電子取引の利用により得られる顧客市場関連データから生じる価値の帰属 
 電子商取引の新たなビジネスモデルによる所得の特定 
 PE 課税範囲の拡大 
 源泉国課税ルール 
 VAT、GST 等による効果的な徴収方法の検討 
2 ハイブリッド・ミスマッチ取決めの効果否認 2014年9月 
 複数国に跨ぐ金融商品取引や二国間で取扱い（例えば法人と組合）が異なること
を利用して、両国の課税を免れる取引に対し、税源浸食効果を否認する OECD モ
デル租税条約の改定と国内法の設計に関する提案。 
 ハイブリット商品および事業体（二重居住事業体を含む）の活用による不当
な租税条約の恩典利用の防止 
 支払者によって損金算入される取引に対する非課税または非認識を防止する
                                                     
71 中国、インド、インドネシア、サウジアラビア、ロシア、ブラジル、アルゼンチン、南アフリカ 
72 非加盟国は OECD 加盟に対するメンバーシップフィー相当額の支払いに応じている 
73 取引概要図については、数例を Appendix に掲載している 
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国内法の規定 
 受益者によって益金算入されない支払74に対する損金算入を否認する国内法
の規定 
 他の法律・制度等により損金算入が可能な支払に対する損金算入を否認する
国内法の規定 
 上記措置が複数国で採用される場合のコーディネーションまたはタイブレー
カールールに関するガイダンス導入 
3 外国子会社合算（タックスヘイブン対策）税制の強化 2015年9月 
 各国が最低限導入すべき水準の策定。 
4 利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限 2015年9～12月 
 過度な利子の損金算入や免税ないし繰越所得発生を伴う債務取引の利用や、その
他金融費用等の支払による税源浸食を防止するルール設計の提案と、デリバティ
ブやキャプティブ、その他保険取引を含む関連者間の金融取引の価格設定に係る
移転価格のガイダンスの検討。 
5 有害税制への対抗 2014年9月～2015
年12月 
 海外からの企業誘致や海外企業の囲い込みを目的とした優遇税制等の有害税制の
定義や審査の厳格化。また、OECD 非加盟国の参加要請による適用拡大等の検討。 
 知的財産の優遇税制に適用する経済活動の実体性基準 
 事前確認に関する自発的な情報交換の義務化 
6 租税条約濫用の防止 2014年9月 
 不適切な恩典利用を防止するモデル条約の規定や国内法ルール設計を提案し、二
重非課税を生み出すことを目的としていないことを明確にするなどの条約締結前
に検討する税務ポリシーの特定。 
7 恒久的施設認定の人為的回避の防止 2015年9月 
 コミッショネア取引等の除外規定を利用した PE（恒久的施設）への人為的回避行
為の防止を図るための定義の改定75。 
 
                                                     
74 CFC 税制およびその他税制によって課税対象外となるものを含む 
75 利益帰属の問題に対する対応を含む 
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8 移転価格税制（無形資産） 2014年9月～2015
年9月 
 国外関連者間の無形資産移転による BEPS への対策の策定。 
 包括的かつ明確な無形資産の定義 
 無形資産の利用および移転に伴う利益の適切な配分ルール 
 評価困難な無形資産の移転に係るルールの策定 
 その他指針等のアップデート 
9 移転価格税制（リスクと資本） 2015年9月 
 国外関連者へのリスク移転や過度な資本配分による移転価格に対するルールの策
定。 
10 移転価格税制（他の租税回避の可能性が高い取引） 2015年9月 
 非関連者に対する取引では発生しない取引に対するルールの策定。 
 グローバルバリューチェーン取引の中での移転価格算定方法の適用の明確化 
 マネジメント料や本社経費などの BEPS に関係する可能性のある取引防止の
措置規程 
11 BEPSの規模や経済的効果の指標を政府からOECDに集約し、分
析する方法を策定 
2015年9月 
 BEPS 行動計画の効果と経済的影響を継続してモニター評価する手法の策定 
12 タックス・プランニングの報告義務 2015年9月 
13 移転価格関連の文書化の再検討 2014年9月 
14 相互協議の効果的実施 2015年9月 
 特に仲裁規定について言及し、国家間の紛争解決を妨げる弊害の解決法を策定 
15 多国間協定の開発 2014年9月～2015
年12月 
 多国間の税務および国際公法に係る問題点を分析し、グローバル経済の進展に合
わせた国際税務の仕組みの策定 
（出所）税理士法人プライスウオーターハウスクーパース pwc Japan Tax Update Issue90『OECD：BEPSに関す
る行動計画の発表』2013年7月号（2013）、KPMG税理士法人『KPMG TaxメールマガジンNo.78』2014年9月18
日号（2014） 
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最近の動向として、2014 年 9 月に BEPS に対する国際協調体制に関する第 1 次提言を発
表し、上表のうち 7 項目について具体的な対応方針が出された。この提言方針に合わせて
各国の税制改正等の検討が進められるため、企業もその税制改正にあわせた対策を検討す
る必要がある。なお、今次提言で No.13 移転価格税制の文書化やポリシーについて改定が
発表された。その内容については次項で論じる。 
 
 2014 年 9 月の移転価格文書化規程の改定 
この改定の主な目的は、税務当局がグローバル企業全体を把握することであり、グルー
プ全体の移転価格ポリシーに関する損益結果について、より高度な視野から情報収集が可
能となる。この背景には、OECD が BEPS に対する対処法のひとつとして、各国の税務当
局が移転価格のリスク評価や調査を行うにあたり、納税者が十分な情報を提供し透明性を
高めることを重視したことにある。提出が求められる文書は以下のとおりである。 
 Country By Country レポート（以下、CBC レポート） 
 マスターファイル 
 ローカルファイル 
これにより企業は、グループ全体の活動範囲と財務状況、グループが保有する無形資産と
その所有法人、各法人の機能分析や経済分析（従来の移転価格文書に相当）の開示が義務付
けられる。上位2項目については従来の移転価格税制にはないため、全企業が文書化に向け
た準備が必要となる。また、日本に本社機能を持つ企業は、今回のOECDの発表により文書
作成が義務付けられることが明確となった。ここからは各項目の概要について述べる。 
【CBC レポート】 
各国のグループ内の休眠法人を含む全ての企業をリスト化し、事業活動および実質的な管
理国を明確にすること目的としている。本レポートでは、事業拠点各国における総収入、利
益、納税額や保有資産の内容と金額等の記載を求めるが、法人への事務工数等の負荷を考慮
し、その申告内容は必ずしも会計報告と一致させる必要はなく、法人が既に保有している情
報等76の使用を認めている。ただし、継続性の観点から申告には同じリソースを継続して使
用することを原則としており、使用データの開示や変更時には理由の説明を求められる。 
これまで多くの企業は、子会社ごとに各国の税制に合わせた移転価格税制文書化の対応を
行ってきたが、今後は連結子会社のみならず非連結会社を含むグループ法人全体の移転価格
                                                     
76 連結報告用パッケージ、法定財務諸表、内部管理用の財務諸表などが挙げられる 
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ポリシーや税務上の収益等の情報に加えて、通常はあまり管理されていない源泉税および未
払税を含む納税額の開示が義務づけられるため、親会社の主導のもと、これらの情報を収集
する仕組み（システム）や、グループ全体の対応を鳥瞰的に管理する組織体制などが必要と
なる。さらに注意すべき点は、CBCレポート作成前に内部に潜在する移転価格の不整合等を
洗い出し、発見された問題への対応を事前検証することである。その理由は、税務当局が最
も必要としていたグローバル企業の利益の源泉となっている資産や取引と、その実質的な管
理組織などを記した全体的な情報の提供を本レポートが担うため、本レポートにより法人間
の機能と利益の関係の不整合が浮き彫りになる可能性があるからである。 
＜図表 38  CBC レポートの構成項目＞ 
① 総収入（関連・非関連者合計） ② 利益剰余金 
③ 税引前利益（損失） ④ 従業員数 
⑤ 法人税額（納付税額ベース） ⑥ 有権固定資産（現金および現金等物を除く） 
⑦ 未払法人税額（直近事業年度） ⑧ 構成事業体、事業体の所在地、事業活動 
⑨ 資本金  
（出所）『Deloitte TP Alert』2014 年 9 月号（2014）2 頁 税理士法人トーマツ 
 
【マスターファイル】 
本成果物は、グローバル企業の事業概要と有形・無形資産の所有状況、グループ内におけ
る資金の流れやグループ資金管理法人、グループにおける事業機能の役割と所得配分に関す
るポリシーなどの情報の記載を求めており、グループ全体の組織構造や資産・所得の所在関
係を示すことを目的としている。代表的な開示項目は以下のとおりである。 
 5つの主要製品や役務提供 
 グループ売上の5%以上を占める製品や役務提供に係るサプライチェーン取引図 
 重要な無形資産およびそれらの法的な所有者に係るリスト 
 無形資産に関する重要な関連当事者契約リスト 
 無形資産取引やR&D、ライセンスに関する移転価格ポリシー 
 一国内におけるルーリング77およびAPAに係る情報 
マスターファイルの作成範囲について、事業分野ごとの作成を選択することは可能である。
しかし、グループ全体を把握することを目的としていることから、ファイル作成法人と関係
                                                     
77 具体的な取引ごとに税務当局と税法上の扱いについて合意を得る制度 
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性のない事業分野に関する情報を含め、全ての事業分野のマスターファイルを提出すること
を追加決定している。 
 
【ローカルファイル】 
本成果物は、マスターファイルの補完的役割を成し、個々の関連者取引において独立企業
間原則に則していることを証明するものである。いわゆる従来からの移転価格文書に近い成
果物であり、対象法人の機能分析や経済分析が中心となる。本ガイドラインにおいて追加・
変更された項目は次のとおりである。 
 閾値
い き ち
の設定 
「MNE78グループの全体の規模および特性に加えて、ローカル経済の規模と特性、対象
国の経済におけるMNEグループの重要性、対象事業体の規模や特性等に鑑み、文書化必
要性の判断基準となる特定の閾値を設定すること」を求めている。79 
 比較対象企業の選定 
比較対象企業の利益率等の分析は毎年行うこととされているが、比較対象企業の見直し
は当該法人の機能に変化がない限り、便宜上3年ごとの見直しが認められる。また、比
較対象企業の選定範囲は地域ではなく現地とすることとされている80。 
 二国間にAPAおよびルーリングに係る内容 
 
【行動計画 No.13 に対する今後の動向】 
公表時点で具体的な法令等を公表した国はないものの、OECD諸国や中国等は法改正へ向
けて準備を行っており、日本も当公表に則した法整備へ向けて経済産業省が委託調査を開始
している。日系企業（3月期決算）の今後予想されるスケジュールは次のとおりである。 
2015年1月 OECDより当該公表に対するガイダンスの発表 
 
各国政府の法整備の開始 
 
2016年3月 決算 
 
                                                     
78 Multnational Enterprise（多国籍企業）の略称 
79 下線部抜粋：『Deloitte TP Alert』2014 年 9 月号（2014） 3 頁 税理士法人トーマツ 
80 地域ごとの情報しか入手できない場合や選定に適正性が認められる場合はこの限りでない 
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2016年6月 マスターファイルの作成（3月決算期企業の納税申告期限） 
 
2017年3月 CBCレポートの提出（事業年度終了日から1年以内） 
親会社は、2015年よりマスターファイルに記載事項の情報収集を行うとともに、その後の
CBCレポート作成の準備として、経営者とグループ各社（関連・非関連者）に対する当該ガ
イダンス説明や、各文書の作成と文書間の内容の整合性の検証等を始める必要がある。 
 
第四節 EU や米国政府等の対応 
本節においては、BEPS の引き金となったグローバル企業が拠点を持ち、その企業への
対応が喫緊の課題として直面している EU と米国に焦点を絞り、対策へ向けた行動につい
て述べていきたい。 
【EU（欧州委員会）の動向】 
欧州委員会は、優遇措置を定めた国側に税逃れの追及を強める姿勢を示した。EU は EC
条約により「ヒト（労働）・モノ（製商品）・カネ（資本）・法人設立」の自由を保障し
ている。欧州委員会は EU 行政の執行機関を担うとともに、法の番人として加盟国の法律
や優遇措置等の行政行為が EU 法に合致しているか監視する組織である。当委員会は加盟
国の行政行為が EU 法と合致していないと判断した場合には是正措置を勧告し、勧告に応
じない国に対しては欧州司法裁判所へ提訴する。欧州司法裁判所は、単一市場の運営を妨
げる各国租税法については、直接税・間接税の両方に介入し、税制の調和と統合を目指す
欧州委員会を支えている。そのため、各国で定めていた CFC 制度等の租税回避行為を防止
するための制度は、その自由の保障に抵触すると欧州司法裁判所の判決により改正を余儀
なくされた例もあり、域内では欧州司法の判断なしに独自の制度を適用することは困難で
ある。 
欧州委員会は「政府当局は特定の企業が有利な計算手法を使って課税利益を過小に評価
することを許してはならない」と述べ、アイルランドやルクセンブルクなど税制優遇措置
が公正な競争環境を整える EU 規定に違反しているとの見解を示した。この見解は EU 競
争法で禁止されている不当な国家補助（EU 機能条約第 107 条）81に抵触する可能性を示唆
                                                     
81 EU 競争法による規制対象または禁止条項は、以下の 4 つとなっている 
 ⅰ：カルテル・談合およびそれに類する行為 
 ⅱ：市場独占的地位の濫用 
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したと考える。 
アイルランドには米国 IT 大手企業が多く拠点を設立しており82、同国の経済発展や雇用
創出を生み出している。そして、近年では製薬業界などもその税制（法人税率や税制優遇
措置）に惹かれて拠点設立へ強い関心を示している。しかし、同国のダブルアイリッシュ
の手法を認めている税制優遇措置は、EU 域内各国のみならず世界中から節税手法に利用
されていると批判されており、欧州委員会が名指しで市場内の不均衡をもたらした同国に
対して違法性を示唆したことで、従来とおりの政策運営は難しい状況となった。アイルラ
ンド政府は、欧州委員会に対しては違法性がない旨の声明を出したものの、2015 年予算編
成でダブルアイリッシュを構築した優遇制度の廃止を決定し、税逃れを容認していない姿
勢を示した。また、ルクセンブルクは米アマゾン・ドット・コム社、伊フィアット社に対
する税制優遇措置がアイルランド同様に EU 規定に抵触するとして欧州委員会から調査を
受けているが、両社への税制優遇措置の正当性を主張している。アイルランド、オランダ、
ルクセンブルクなど税優遇により海外企業（資本）の誘致に注力してきていた国の政策は、
欧州委員会の一連の見解と調査強化の姿勢により変革を迫られる事態となっている。 
 
【米国の動向】 
近年、米国外の同業企業を買収し、新たに本店を米国外へ移転する動きが盛んになって
いる。この行動には事業戦略上の意義を有しているものの、軽税国や自社への税制優遇寄
与度が高い国への移転が多く、米国の高法人税率を回避したタックス・プランニングが関
係していることを容易に否定できない。そこで、米国財務省と内国歳入庁は 2014 年 9 月
22 日に海外企業買収による納税地移転（タックス・インバージョン）への対抗措置として、
海外子会社買収による拠点の移転について、事業実体を伴わない場合83には米国企業とみ
なし米国法人税を課す措置や、自社の海外子会社からの融資による買収資金を活用した租
税回避行為に対する規制措置を発表した。この規制は米国当局が海外での企業の資金の動
                                                                                                                                                                
 ⅲ：独占的優遇措置の容認の禁止 
 ⅳ：競争歪曲的な国家補助による規制 
 （参照：池田良一『欧州ビジネスのための EU 税制 付加価値税・移転価格税制・PE 課税』（2013）
115 頁 ㈱税務研究会、公正取引委員会ホームページ 
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/e/eu.html） 
82 グーグル、マイクロソフト、オラクル、アップル、IBM などが拠点を構えている 
（参照：アイルランド政府産業開発庁 http://www.idaireland.jp/） 
83 合併後企業の株式に対し 79%までしか旧米国法人の株主が保有することがないようにする既存ル
ールの厳格化などをいくつかの条件を提示している（参照：米財務省プレスリリース 
http://www.treasury.gov/press-center/press-releases/Pages/jl2645.aspx） 
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きに対する監視を強化することで、米国企業に租税回避行為の利点を与えないことが狙い
と考える。この規制措置により、米国へ本社を置く企業はタックス・インバージョンを狙
った M&A 戦略の見直しを迫られる状況となった。実際に米製薬大手アッヴィ社は、アイ
ルランドに拠点を置く同業のシャイアー社への買収提案撤回を決定した。同社は「2 社が
統合する戦略的な合理性はあるが、米国当局の規制によりグローバルなキャッシュフロー
に対する課税を軽減することが難しくなるため、当初の評価額の裏付けがなくなった」84と
声明で述べた。この規制強化後の買収撤回は、明言こそしていないが米国からの租税回避
が買収の狙いのひとつであったことを連想させ、今回の規制措置が今後の米国企業のタッ
クス・インバージョンに対して一定の抑制効果を示したと考える。 
しかし既にコーポレート・インバージョンを実施した企業に対しては課題が残っている
85。2014 年 8 月に発表した米バーガーキング・ワールドワイド社の加コーヒー・ドーナツ
チェーン ティム・ホートンズ社の買収によるカナダ移転、日東京エレクトロン社との合併
によりオランダへ本社を移転することとなった米アプライドマテリアル社（2013 年 9 月発
表）など類似の案件を抱えるなかで、米当局が移転先当局とどのように協調や連携を図り、
税務における越境権限がどこまで認められるかなど、今後の動向が注目される。 
 
第五節 小括 
企業の節税行為は現在に始まったものではなく、交際目的と広告宣伝目的との曖昧な部
分の経費計上や、設備購入における製造目的と研究開発目的との曖昧な部分の申告処理な
ど、税務当局との駆け引きは古くから続いている。そして現在は、事業活動のグローバル
化に伴い、そのグレーゾーンは国家間の法制度や税制優遇の歪みをついた駆け引きへと発
展した。特に IT 関連産業や IT 網を通じて世界中に自社の製品・サービスの販売する電子
商取引を主な事業とする企業は、収益計上に地理的条件がほとんどなく、その利点をタッ
クス・プランニングへ活用した。その一方で、これらの企業に目をつけた一部の国家は、
自国の財政基盤安定や雇用創出などによる経済発展の要因として税制へ注目し、法人税率
の引き下げや税制優遇措置を積極的に採用することで企業誘致の推進を試みた。この結果、
グループ所得の多くを軽税国や税制優遇措置国へ集約する連結事業スキームや、「ダブルア
                                                     
84 買収計画時は英国へ本拠を置くことで特許収入への優遇税制を含め法人税率を13%まで引き下げ
る見込みがあった 
（参照：WSJ http://jp.wsj.com/articles/SB10345363700595394421004580217941105796052） 
85 この規制は発表後（2014 年 9 月 22 日）に米国外移転を実施する企業が対象となる 
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イリッシュ・ウィズ・ダッチサンドイッチ」に代表されるように二重非課税の状態を生成
することで合法的に節税を図る企業が表れた。国境を超えることができない税務当局に対
して、国境を跨いで収益を管理する企業と各国の税務・法務へ精通した国際的な専門組織
との関係性を考えると、国際的な視点で税負担の軽減を考えるグローバル企業に対して税
務当局が遅れをとることは当然の結果であり、BEPS はグローバルに展開する経済活動と
反して国家の利権（国境）を主張し続けた各国当局にも責任の一端があったと考えるべき
である。 
この問題は国際政治レベルに達し、G20 においても議題として取り上げられ、G20 の全
面支援のもとで国際社会が協力してその対応に当たる方向となった。これにより、従来は
各国のみ、あるいは二国間における協力により対処していた国際税務は、多国間による協
調へと転換し、国際協調の動きが急速に早まりつつある。 
そのような環境の変化に対して企業も新たな対応を迫られることとなる。喫緊の課題は、
第三節で述べた OECD の第一弾の公表に対する対応である。移転価格税制においては、新
たな規定により CBC レポート・マスターファイル・ローカルファイルの作成が必要とな
った。当社のような中・小規模の企業の多くは、今まで親会社が子会社の税務マネジメン
トに関与することはほとんどなかったため、関連・非関連子会社のマネジメントにこのガ
イダンスの趣旨を伝え、理解・協力を得ることや、親会社へ必要な情報をタイムリーかつ
継続的に吸い上げる仕組みを構築することは容易ではない。また、税務部門が統括されて
いる大企業においても、関連・非関連子会社を合わせると相当数ある企業はグループ共通
のシステムの導入を検討しなければならないなど、対応には相応の工数を必要とする。さ
らに、今後発表される OECD の行動計画やそれに基づく各国の法改正等の動向に注意し、
新規取引だけではなく従来から行われている国際取引に対する税務リスクの再検証を行う
必要も生じるため、企業の海外進出に対して大きな足枷となることが懸念される。 
 
 結論 
 総括 
製造業を中心とした日系企業を取り巻く国際税務環境を理解することを目的に、国際税
制のうちタックスヘイブン対策税制、移転価格税制、PE 課税を中心に、その制度の趣旨や
執行機関である税務当局の取り組み状況、事例・判例を通して法解釈について言及してき
た。そして最後に、近年国際的な政治問題までに発展した BEPS について、OECD を中心
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とした国際協調へむけた対応や、主な対象国・地域の対応、企業の動向等を整理し、今後
の国際課税問題の展望を述べてきた。現在までの推移をまとめると次のとおりとなる。 
企業のクロスボーダー取引等による国境を跨いだ所得移転を端に国際課税問題は発生し、
両国が所得帰属を主張するため、企業は二重課税リスクを負うこととなった。このため、
OECD が中心となり、事態を収束するためのガイドライン等の整備により国際税務の調和
を図った。しかし、一部の企業は各国・地域における税制の違いや税制優遇措置を利用し
た合法的な手段で租税回避を図るようになったため、OECD はこの問題を BEPS と称し、
重大かつ喫緊に解決を図るべき課題と認識して対策に取り組んだ。OECD は、問題解決に
はより広範囲な多国間あるいは主要国全体の協調が必要と判断し、G20 へ行動計画を提出
し全面的な支援承認を得た。世界経済への影響力の大きい BRICs を含む G20 の参加支援
により、国際課税問題に対して多くの国や地域が国際協調・共闘による取り組む姿勢を表
明したことになる。この行動計画は、今後の各国の税制立案に対して新たな潮流をもたら
すことが予想される。 
しかし、筆者は国際課税問題の根本的な解決を導き出すことは立案者側だけでは困難で
あり、納税者や司法の変革も必要と考える。 
まずは、企業の税務コンプライアンスに対する意識の問題である。企業は、税金を株主
利益還元に対して反目するものと考える傾向が強く、タックス・プランニングを推進する
背景のひとつにこの思想があることは否定できない。また、株主も企業のこの行動に対し
て一定の理解を示している傾向がある。冒頭で述べたが、税金は納税行為に対する直接の
対価性はないものの、国が提供する公共サービスを受けることで間接的にその対価を享受
している。企業は租税の本質と納税を企業の社会的責任と再認識し、税務コンプライアン
スの向上を図るべきである。それと同時にステークホルダーも同様に税務コンプライアン
ス意識を高め、事業実体と離れた企業の節税行為に対しては、外部利害関係者の立場から
その行為の抑制を提言すべきと考える。 
次に、司法の役割についても検討の必要がある。企業は、かつては税務当局との争いを
避ける傾向にあったが、近年は税務当局との見解の相違に対しては訴訟による解決を辞さ
ない姿勢を強めている。司法は法の中立な立場から適正な判断を下す役割を十分に果たし
ているものの、訴訟に対する判決だけでは今後の課税方針に対する解決に至らずに、結審
後も企業と税務当局の双方に法的に不安定な状態を残す場合や、現行法の定めの範囲を超
えた取引等に対する判決については、当事者にとってやや疑義が生じる結果となる場合が
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ある。訴訟による解決は企業と税務当局にとって最終結論を求める場であり、認否判定だ
けでは今後の具体的な課税方針が見いだせない場合には、企業と税務当局に対して具体的
な解決策を導き出すように、更に踏む込んだ司法による仲裁を検討すべきである。 
このように、立法機関・納税者・調査執行機関・司法の全てが同一の認識のもと、変革
に取り組むことで、国際税制は一定の規律を持った制度運用を実現できると考える。 
 
 企業の国際税務戦略の方針について 
本節では、当社の企業国際税務戦略の方針について考えていきたい。企業は自社と取り
巻く国際課税問題の全て排除することは不可能であるため、タックスリスクマネジメント
による効果（追徴課税額規模やリスク対策に要する費用対効果）とタックス・プランニン
グによる効果（節税額と専門家利用等の費用対効果）を総合的に勘案し、事業戦略として
どの程度まで重要視すべきかバランスをとる必要がある。企業の国際税務戦略への取り組
み効果とコスト負担等の関係から、筆者が考える企業の国際税制戦略の意思決定との関係
を図表 39 に記す。 
＜図表 39 企業規模と国際税務戦略の効果の関係＞ 
 
（筆者作成） 
この関係を考慮したうえで当社の取るべき具体的な方針を述べる。前述のとおり、企業
と国際課税問題の関係は、BEPS を機に大きく変化した。このような状況において、税の
枠組みのなかだけで行う駆け引きに近い国際税務戦略は、戦略策定に高度な専門性を要す
るだけではなく、法改正や規制により一時的な利潤の獲得で終わる可能性が高く、また規
企業規模
（売上、資産、国
外関連者数）
小 効果　小（≒導入の必要なし） 効果　小（≒導入の必要なし）
グローバルタックスリスクマネジメント
・ 税務調査リスクの軽減（事前対応準備） 企業規模が一定以上になるまでは、
移転価格ポリシーの策定 費用対効果は見込まれ難い。
移転価格税制文書化対応
タックスヘイブン対策税制の
適用除外要件の検討 グローバルタックスプランニング
基本取引契約の整備 ・ 税金コストの削減、実効税率の低減
人事規程（海外勤務・出向）の見直し 軽税国への拠点設立（移転）の検討
統括会社等による事業再編の検討
費用対効果の検討 グローバル資金管理の検討
利益留保の効率化（節税）検討
・ 外部専門家（税理士法人、弁護士等）の活用
大 効果　大 効果　大
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制後のリスク回避のためのタックス・プランニングの検討が必要となるなど、中長期的に
戦略的価値を創出するためには多くの困難が予想される。当社のように連結売上高約 400
億円、海外売上比率は 40%弱の規模では、積極的なタックス・プランニングによる効果は
小さい。そこで当社にとっての国際税務戦略の基本は、あくまでも海外事業による本業の
収益性向上に軸足を置き、国際税務戦略が優先となることのない範囲で連結グループの事
業戦略に組み入れることが有益と考える。 
当社グループは、欧州・米国・中国・タイに販売子会社を、ベトナムに製造子会社を有
しており、当該地域はいずれもインフラ環境や人材、金融制度が充実していることに加え
て、欧州本社のあるオランダは世界的な軽税国でもある。しかし現状は、連結グループの
営業・製造・開発・物流・人事・財務などの主要な機能や、子会社の利潤は日本へ集約す
る組織体系となっており、国際税務戦略の観点で改善の余地がある。そこで、筆者が今後
検討に値すると考える国際税務戦略を加味した事業再編の一例を以下に挙げる。 
当社が扱う軸受・直動案内機器等は、その製品特性上、物流距離に対するコストへの影
響は比較的小さいため、生産拠点の選択範囲はひろい。また、国際的に税負担の軽いオラ
ンダやタイ等に既存の拠点を有しているため、当該国を起点とした地域統括事業体制の構
築することは有効と考える。機能の大部分が日本に集約している生産・物流部門は、地域
統括会社の管轄下へ再編する。生産品目や規模は統括会社へ一任し、同品目を複数の統括
会社下で重複生産することを認め、統括地域の主な消費国・地域との輸送効率を考えた小
規模工場を点在させる。本プランにより期待される効果は次のとおりである。 
 人件費やインフラコストの低減 
 欧米・アジア主要国と FTA・EPA を締結している地域を選択することによる関税など
の輸送コストの削減 
 工場の点在はグループ全体の生産能力を分散させるため、一地域における災害や地政
学リスク、需要の急激な変化などに対する補完機能体制の構築 
 統括地域の需要環境に則した小規模な生産体制により、投資効率の向上や滞留在庫保
有リスクの低減 
 連結税コスト負担の低減86 
販売機能についても同様に地域統括会社の管轄下とする。その理由は、統括事業責任者
                                                     
86 軽税国活用による法人税引き下げや日本のタックスヘイブン対策税制の適用除外要件（統括事業
会社）の活用による連結実効税率の引き下げなどが考えられる 
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や現地スタッフの人材育成や組織編制等に時間を要するが、主要消費地との距離を縮める
ことで、需要の変化を迅速に把握できる点や、地域の政治や文化、国民性に深く根付いた
事業展開が期待できるからである。当社のような提案型 B to B ビジネスにおいては地域産
業や企業等と密接な関係を築くことが非常に重要である。 
日本は最低限の本社（経営）機能と開発・生産・営業の統括機能、国内販売機能、高度
な製造技術を要する高付加価値製品の生産機能のみを残す。税務部門は、本社機能の一部
として鳥瞰的に連結グループのタックスリスクマネジメントとタックス・プランニングを
一元管理する体制を構築する。 
タックスリスクマネジメントの観点からは、欧米企業レベルまで契約書に基づく取引を
社内文化として浸透させることが必要である。特に親子間取引については、内部取引と近
似の関係であることなどから、過去からの商慣行や担当者間の意識の問題等により契約条
項や独立企業間原則と乖離するケースがある。法務部門や内部監査部門との連携により、
特定外国子会社等との実取引と取引基本契約書との整合性を定期的にモニタリングするこ
とが有効策のひとつと考える。 
繰り返しとなるが、国際税務戦略の本質は、あくまでも連結グループにおける商流や事
業の最適化を重視したうえで、最も税負担の軽減を可能とする所得等の最適配分を図るこ
とである。グローバル企業が予てから行っていたタックス・プランニングと BEPS との違
いは税務の世界でのみコスト低減を推進したことにある。前者のタックス・プランニング
は国際的にもその戦略的価値は認められており、多くのグローバル企業が先駆けているこ
とから、国際的な法整備が出来ているため、当社のような税務戦略後進企業にとって課税
リスクは低く、比較的容易に実現可能と考える。そして最後に重要な点は、税制はその当
時の経済・企業活動に則した変化を続けていることである。そのため、国際税務戦略の効
果とリスクについては、海外進出時のみならず進出後も当時の国際税務環境に合わせて継
続的に検討することである。 
クロスボーダー取引や国際事業編成等に係る税制は他にもあり、対象取引や地域、事業
形態などに応じて国際課税問題も多く存在する。また今後は、日系企業が多く進出する
ASEAN 地域において ASEAN 共同体が発足することにより、地域特有の新たな問題が発
生する可能性も予見される。今後は実務を通じて事業を取り巻く様々な国際課税リスクを
把握し、当社の事業実体に則した最適な国際税務戦略策定へ向けて深掘りすることが筆者
の課題である。また、国際課税問題の本質である企業と国家にとって最適な所得配分に関
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しては、今後も税務だけでなく様々な分野の見識者からの提言や見解を期待したい。 
 
参考文献 
KPMG 税理士法人著『国際税務 グローバル戦略と実務』、2013 年、㈱東洋経済新報社 
池田良一著『欧州ビジネスのための EU 税制 付加価値税・移転価格税制・PE 課税』、2013 年、㈱
税務経理協会 
大城隼人著『移転価格税制の紛争解決に関する研究 日本ベース多国籍企業における経済的二重課
税の紛争解決メカニズムの追究』、2014 年、㈱税務経理協会 
木村俊治著『タックスヘイブン対策税制の実務 Q&A（第 2 版）－租税事案の実証研究と企業の対
応策』、2013 年、㈱中央経済社 
藤森康一郎著『実務ガイダンス 移転価格税制（第 2 版）』、2010 年、㈱中央経済社 
淵邊善彦、吉野仁之、寺内章太郎、長谷部智一郎著『ロイヤリティの実務詳解－ライセンス契約を
めぐる法務・会計・税務と監査手法』、2012 年、㈱中央経済社 
前田謙二著『タックス・プランニングを理解する国際租税戦略の実務入門』、2013 年、税務研究会
出版局 
 
KPMG 税理士法人『KPMG Tax メールマガジン No.78』September 18, 2014 
『月刊国際税務 2013 年 8 月号 国際課税の執行の現状と課題 国際税務研究会・特別無料セミナー
より』、2013 年、国際税務研究会 
『月刊国際税務 2013 年 9 月号 特集 国際税務訴訟から導かれる実務の論点・留意点』、2013 年、
国際税務研究会 
『月刊国際税務2014年1月号 国際的な租税回避行為と二重課税リスクに対する適切な対処につい
て 上田衛門・国税庁長官官房審議官インタビュー』、2014 年、国際税務研究会 
『月刊国際税務 2014 年 1 月号 浅川雅嗣・財務省総括審議官に聞く OECD における最近の議論
－BEPS を中心に』、2014 年、国際税務研究会 
『月刊国際税務 2014 年 1 月号 別冊』、2014 年、国際税務研究会 
『月刊国際税務 2014 年 3 月号 最近の相互協議の状況について 国際税務研究会・特別無料セミナ
ーより』、2014 年、国際税務研究会 
秋元秀仁「特別解説 外国子会社合算税制における適用除外要件の再考 レンタルオフィススペー
ス事件（東京地判平成 24 年 10 月 11 日、東京高判平成 25 年 5 月 29 日）を題材として）」『月刊国際
 97 / 108 
 
税務 2014 年 4 月号』、2014 年、国際税務研究会 
入谷淳「タックスヘイブン対策税制の「適用除外基準」充足の実務対応～実体基準・管理支配基準
をめぐる判例に学ぶ～」『旬刊経理情報 2013 年 9 月 10 日号（No.1357）』、2013 年、㈱中央経済社 
大石篤史、栗原宏幸、中嶋将良、山田彰宏「アップルの事例で考える無形資産をめぐる国際的税務
戦略」『旬刊経理情報 2013 年 8 月 20 日号（No.1356）』、2013 年、㈱中央経済社 
大久保昭平、清水厚、山岡靖、藤田諒「～販売目的アプリの開発、製造ノウハウの獲得を例に～無
形資産をめぐる国際税務の着眼点」『旬刊経理情報 2014 年 8 月 1 日号（No.1387）』、2014 年、㈱中
央経済社 
川田剛「平成 26 年度税制改正における国際課税分野の改正見込事項－総合主義から帰属主義へ大転
換－」『月刊国際税務 2014 年 2 月号』、2014 年、国際税務研究会 
鬼頭朱美「帰属主義（AOA）の導入とその影響 国際課税に関する改正のポイント」『旬刊経理情
報 2014 年 1 月 10・20 日号（No.1369）』、2014 年、㈱中央経済社 
税理士法人プライスウオーターハウスクーパース『Japan Tax Update Issue 90 OECD:BEPS に関する
行動計画』July, 2013 
富田亜紀「国際課税ルール見直しを見据えた海外事業戦略 OECD「BEPS 行動計画」が、本邦多国
籍企業の海外事業戦略に与える影響」、Mizuho Industry Focus Vo.148（2014 年 3 月 17 日）、2014
年 
中塚秀聡「条文から読み解く制度の内容と留意点 第 1 回外国税額控除フレームワーク」『週刊税務
通信平成 26 年 7 月 7 日号（No.3318）』、2014 年、㈱税務研究会 
林博文、伊吹塁、遠藤達也、三浦晃裕「適切に機能させるための目的・設計を明確に 地域統括会
社の上手な作り方」『旬刊経理情報 2013 年 9 月 10 日号（No.1357）』、2013 年、㈱中央経済社 
平井和美「実務解説 管理規程・契約書の整備で理論武装する 海外勤務者をめぐる認定課税リス
クの低減策」『旬刊経理情報 2014 年 3 月 1 日号（No.1373）』、2014 年、㈱中央経済社 
藤田敬司「クロスボーダー・サービスの税務・会計 Part1」『週刊経営財務平成 26 年 2 月 17 日号
（No.3151）』、2014 年、㈱税務研究会 
藤田敬司「クロスボーダー・サービスの税務・会計 Part3」『週刊経営財務平成 26 年 3 月 3 日号
（No.3153）』、2014 年、㈱税務研究会 
宮本十至子「移転価格税制における推定課税規定の適用」『新・判例解説 Watch◆租税法 No.96（2014
年 6 月 6 日掲載）』、TKC ローライブラリー、2014 年 
村田守弘「OECD のレポート・行動計画をもとに考える BEPS の概要と議論の動向」『旬刊経理情
 98 / 108 
 
報 2014 年 6 月 1 日号（No.1381）』、2014 年、㈱中央経済社 
山田真毅「第 4 回グローバル連結経営の観点から考える移転価格対応」『月刊誌会計情報 2014 年 9
月号』、2014 年、Deloitte Touché Tohmatsu LLC 
 
河野哲也「タックスヘイブン対策税制についての一考察～合算課税の性格の検討を中心に～」、龍谷
大学大学院経済研究 No.10、2010 年 
高久隆太「海外進出に当たっての国際租税戦略」、三田商学研究第 54 巻第 3 号 2011 年 8 月、2011
年 
角田伸広「移転価格税制における多国籍企業への独立企業原則適用の困難性とその解決 : 租税訴訟
での課題と租税条約上の相互協議での解決可能性の考察」、一橋大学機関レポジトリ、2011 年 
原田誠「国際課税における租税協調―国家間公平を考慮した租税協調のあり方―」、社学研論集
Vol.21 2013 年 3 月、2013 年 
本庄資「論説 陳腐化した国際課税原則を見直し新しい国際課税原則を構築する必要性―OECD の
BEPS 対策の始動を中心として―」、税大ジャーナル 2013.5、2013 年 
水谷年宏「論説 移転価格税制に関する推定課税規定についての一考察―東京地裁平成 23 年 12 月
1 日判決を起点として―」、税大ジャーナル 2014.8、2014 年 
森上真衣「最近の移転価格税制の裁判例の具体的検証―独立企業間価格の算定方法をめぐる議論を
中心に―」、立命館法政論集 第 8 号、2010 年 
渡辺智之「BEPS（税源浸食と利益移転）に対する考え方」、日本機械輸出組合 国際税務研究会 研
究報告論文、2013 年 
 
Deloitte Touché Tohmatsu LLC 税務 http://www2.deloitte.com/jp/ja/services/tax.html 
IMF World Economic Outlook 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2014/02/weodata/index.aspx 
KPMG Tax Rates Online 
http://www.kpmg.com/global/en/services/tax/tax-tools-and-resources/pages/tax-rates-online.aspx 
KPMG 税理士法人 ナレッジ 世界主要国の法人税率検索サイト
http://www.kpmg.com/jp/ja/knowledge/Pages/default.aspx?k=+&u=http%3a%2f%2fwww.kpmg.co
m%2fJp%2fja%2fknowledge&redirect=false 
OECD http://www.oecd.org/ 
 99 / 108 
 
THE WALL STREET JOURNAL（日本版） http://jp.wsj.com/home-page 
TKC 法律情報データベース http://www.tkclex.ne.jp.ez.wul.waseda.ac.jp/lexbin/DBSelectAC.aspx 
アイルランド政府産業開発庁 http://www.idaireland.jp/ 
公正取引委員会 http://www.jftc.go.jp/ 
国税庁 http://www.nta.go.jp/ 
国税不服審判所 裁判要旨検索システム
http://www.kfs.go.jp/cgi-bin/sysrch/prj/web/pub/editCriteriaByKeyword 
コトバンク https://kotobank.jp/ 
財務省 http://www.mof.go.jp/index.htm 
税理士法人プライスウオーターハウスクーパース 税務ニュース・出版新着情報 
http://www.pwc.com/jp/ja/taxnews-publications/index.jhtml 
太陽グラントソントン ニュースレター 
http://www.grantthornton.jp/library/newsletter/index.html 
  
 100 / 108 
 
Appendix 
＜図表 40 主要国・地域の税率、指標の推移＞ 
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
ドイツ 法人税名目税率：％ 29.5% 29.4% 29.4% 29.4% 29.5% 29.6% 29.6%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 0.8% -5.1% 3.9% 3.4% 0.9% 0.5% 1.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.01 1.02 1.02 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
56.44 -18.63 -51.01 28.80 50.56 49.07 43.60 2013
オランダ 法人税名目税率：％ 25.5% 25.5% 25.5% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 2.1% -3.3% 1.1% 1.7% -1.6% -0.7% 0.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.02 1.01 1.01 1.02 1.03 1.03 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
12.73 -22.83 -21.48 -17.30 -16.56 -7.96 -9.37 2013
ベルギー 法人税名目税率：％ 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0%
間接税率：％ 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 1.0% -2.8% 2.3% 1.8% -0.1% 0.2% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.02 1.03 1.03 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
8.62 -7.47 -2.35 -2.75 -3.27 1.35 1.04 2013
デンマーク 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 24.5%
間接税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
実質GDP成長率：％ -0.8% -5.7% 1.4% 1.1% -0.4% 0.4% 1.5% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.01 1.02 1.03 1.02 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
59.00 -40.60 -38.86 -26.93 -63.79 -9.82 -15.97 2013
スペイン 法人税名目税率：％ 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 16.0% 16.0% 18.0% 18.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 0.9% -3.8% -0.2% 0.1% -1.6% -1.2% 1.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.02 1.03 1.02 1.02 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-37.37 -103.34 -85.62 -79.19 -83.33 -42.82 -28.20 2013
ポルトガル 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 23.0%
間接税率：％ 21.0% 20.0% 21.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ 0.0% -2.9% 1.9% -1.3% -3.2% -1.4% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 0.99 1.01 1.04 1.03 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-1.73 -12.61 -12.37 -1.10 -4.21 -1.06 0.55 2013
フランス 法人税名目税率：％ 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3%
間接税率：％ 19.6% 19.6% 19.6% 19.6% 19.6% 19.6% 20.0%
実質GDP成長率：％ 0.2% -2.9% 2.0% 2.1% 0.3% 0.3% 0.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.02 1.02 1.02 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-10.96 -95.81 -90.41 -54.03 -50.93 -44.36 -49.69 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
イタリア 法人税名目税率：％ 31.4% 31.4% 31.4% 31.4% 31.4% 31.4% 31.4%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 21.0% 21.0% 21.0% 22.0%
実質GDP成長率：％ -1.2% -5.5% 1.7% 0.5% -2.4% -1.9% -0.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.01 1.02 1.03 1.03 1.01 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
34.98 -15.77 -1.38 16.06 35.88 31.58 29.88 2013
ブルガリア 法人税名目税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
実質GDP成長率：％ 6.2% -5.5% 0.4% 1.8% 0.6% 0.9% 1.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.12 1.02 1.03 1.03 1.02 1.00 0.99 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
1.93 -0.41 -2.64 -1.24 -0.11 -1.06 -1.64 2013
ギリシャ 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 24.0% 20.0% 20.0% 26.0% 26.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ -0.2% -3.1% -4.9% -7.1% -7.0% -3.9% 0.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.01 1.05 1.03 1.02 0.99 0.99 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-11.23 -24.24 -11.26 -5.08 -2.60 1.46 2.73 2013
キプロス 法人税名目税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 12.5% 12.5%
間接税率：％ 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 17.0% 18.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 3.6% -1.9% 1.3% 0.4% -2.4% -5.4% -3.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.03 1.03 1.03 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
0.58 -0.66 -0.62 -0.80 -0.64 -0.31 -0.15 2013
トルコ 法人税名目税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0%
実質GDP成長率：％ 0.7% -4.8% 9.2% 8.8% 2.1% 4.1% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.10 1.06 1.09 1.06 1.09 1.07 1.09 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
15.73 -14.50 2.73 26.76 19.40 20.54 6.40 2013
ラトビア 法人税名目税率：％ 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%
間接税率：％ 18.0% 21.0% 21.0% 22.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ -2.8% -17.7% -1.3% 5.3% 5.2% 4.1% 2.7% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.15 1.03 0.99 1.04 1.02 1.00 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-1.70 -1.34 -1.15 -0.45 0.30 0.01 0.16 2013
リトアニア 法人税名目税率：％ 15.0% 20.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%
間接税率：％ 18.0% 19.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 2.9% -14.8% 1.6% 6.0% 3.7% 3.3% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.11 1.04 1.01 1.04 1.03 1.01 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-3.13 -7.63 -5.25 -3.98 -1.57 -0.52 -0.43 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
ルクセンブルク 法人税名目税率：％ 29.6% 28.6% 28.6% 28.8% 28.8% 29.2% 29.2%
間接税率：％ 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%
実質GDP成長率：％ -0.7% -5.6% 3.1% 1.9% -0.2% 2.1% 2.7% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.03 1.04 1.03 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
0.74 -0.41 -0.40 -0.04 -0.06 -0.04 0.11 2013
チェコ 法人税名目税率：％ 21.0% 20.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 20.0% 20.0% 20.0% 21.0% 21.0%
実質GDP成長率：％ 3.1% -4.5% 2.5% 1.8% -1.0% -0.9% 2.5% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.01 1.01 1.02 1.03 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-56.48 -179.03 -137.36 -78.30 -111.98 -8.75 1.76 2013
ハンガリー 法人税名目税率：％ 16.0% 16.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 25.0% 25.0% 27.0% 27.0% 27.0%
実質GDP成長率：％ 0.9% -6.8% 1.1% 1.6% -1.7% 1.1% 2.8% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.04 1.05 1.04 1.06 1.02 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
4.32 -119.93 -137.00 2,220.76 557.22 527.59 304.45 2013
オーストリア 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
実質GDP成長率：％ 1.4% -3.8% 1.8% 2.8% 0.9% 0.3% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.02 1.04 1.03 1.02 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
3.00 -5.28 -6.60 -0.76 -1.22 1.87 -2.84 2013
ポーランド 法人税名目税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
間接税率：％ 22.0% 22.0% 22.0% 23.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ 5.1% 1.6% 3.9% 4.5% 2.0% 1.6% 3.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.03 1.03 1.04 1.04 1.01 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-18.62 -64.92 -73.72 -35.43 -17.18 -27.50 -15.29 2013
ルーマニア 法人税名目税率：％ 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 24.0% 24.0% 24.0% 24.0% 24.0%
実質GDP成長率：％ 7.3% -6.6% -1.1% 2.3% 0.6% 3.5% 2.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.08 1.06 1.06 1.06 1.03 1.04 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-21.63 -31.21 -26.94 -15.55 -4.34 -5.21 -3.97 2013
スロベニア 法人税名目税率：％ 22.0% 21.0% 20.0% 20.0% 18.0% 17.0% 17.0%
間接税率：％ 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 22.0% 22.0%
実質GDP成長率：％ 3.3% -7.8% 1.2% 0.6% -2.6% -1.0% 1.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.01 1.02 1.02 1.03 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
0.18 -1.65 -1.46 -1.54 -0.52 -4.18 -0.61 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
フィンランド 法人税名目税率：％ 26.0% 26.0% 26.0% 26.0% 24.5% 24.5% 20.0%
間接税率：％ 22.0% 22.0% 23.0% 23.0% 23.0% 24.0% 24.0%
実質GDP成長率：％ 0.7% -8.3% 3.0% 2.6% -1.5% -1.2% -0.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.02 1.03 1.03 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
6.35 -5.74 -5.31 -2.42 -4.39 -4.88 -5.07 2013
スウェーデン 法人税名目税率：％ 28.0% 26.3% 26.3% 26.3% 26.3% 22.0% 22.0%
間接税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
実質GDP成長率：％ -0.6% -5.0% 6.6% 2.9% 0.9% 1.6% 2.1% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 1.00 1.01 1.03 1.01 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
85.12 -23.23 7.13 10.72 -24.26 -50.96 -75.89 2013
イギリス 法人税名目税率：％ 30.0% 28.0% 28.0% 26.0% 24.0% 23.0% 21.0%
間接税率：％ 17.5% 15.0% 17.5% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
実質GDP成長率：％ -0.8% -5.2% 1.7% 1.1% 0.3% 1.7% 3.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.03 1.04 1.03 1.03 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-50.89 -139.22 -110.54 -76.13 -87.02 -71.83 -58.98 2013
アイルランド 法人税名目税率：％ 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5%
間接税率：％ 21.0% 21.5% 21.0% 21.0% 23.0% 23.0% 23.0%
実質GDP成長率：％ -2.6% -6.4% -0.3% 2.8% -0.3% 0.2% 3.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.03 0.98 0.98 1.01 1.02 1.01 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-12.02 -19.87 -44.27 -16.95 -8.14 -5.10 -0.53 2013
アイスランド 法人税名目税率：％ 15.0% 15.0% 18.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 24.5% 24.5% 25.5% 25.5% 25.5% 25.5% 25.5%
実質GDP成長率：％ 1.2% -6.6% -4.1% 2.7% 1.5% 3.3% 2.9% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.13 1.12 1.05 1.04 1.05 1.04 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-200.25 -97.50 -101.84 -31.17 5.40 27.84 95.68 2013
スイス 法人税名目税率：％ 19.2% 19.0% 18.8% 18.3% 18.1% 18.0% 17.9%
間接税率：％ 7.6% 7.6% 7.6% 8.0% 8.0% 8.0% 8.0%
実質GDP成長率：％ 2.2% -1.9% 3.0% 1.8% 1.0% 1.9% 1.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.02 1.00 1.01 1.00 0.99 1.00 1.00 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
13.58 6.21 4.47 5.68 5.88 5.50 7.02 2013
ノルウェー 法人税名目税率：％ 28.0% 28.0% 28.0% 28.0% 28.0% 28.0% 27.0%
間接税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
実質GDP成長率：％ 0.1% -1.6% 0.5% 1.3% 2.9% 0.6% 1.8% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.02 1.01 1.01 1.02 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
403.65 193.35 228.65 310.25 346.96 276.76 281.09 2013
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
ロシア 法人税名目税率：％ 24.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0% 18.0%
実質GDP成長率：％ 5.2% -7.8% 4.5% 4.3% 3.4% 1.3% 0.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.14 1.12 1.07 1.08 1.05 1.07 1.07 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
2,094.82 -2,311.48 -1,442.35 1,046.59 503.53 -602.19 -306.67 2013
カナダ 法人税名目税率：％ 33.5% 33.0% 31.0% 28.0% 26.0% 26.0% 26.5%
間接税率：％ 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%
実質GDP成長率：％ 1.2% -2.7% 3.4% 2.5% 1.7% 2.0% 2.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.02 1.00 1.02 1.03 1.02 1.01 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-4.00 -57.25 -71.64 -58.51 -51.55 -49.96 -41.43 2013
アメリカ 法人税名目税率：％ 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0%
間接税率：％ n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
実質GDP成長率：％ -0.3% -2.8% 2.5% 1.6% 2.3% 2.2% 2.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.00 1.02 1.03 1.02 1.01 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-730.21 -1,669.57 -1,381.17 -1,182.38 -1,022.66 -607.24 -586.10 2013
メキシコ 法人税名目税率：％ 28.0% 28.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 15.0% 15.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0%
実質GDP成長率：％ 1.4% -4.7% 5.1% 4.0% 4.0% 1.1% 2.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 1.05 1.04 1.03 1.04 1.04 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
188.52 -288.08 -230.57 -138.63 -178.97 -211.48 -260.94 2013
ブラジル 法人税名目税率：％ 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 25.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 5.2% -0.3% 7.5% 2.7% 1.0% 2.5% 0.3% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 1.05 1.05 1.07 1.05 1.06 1.06 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
117.83 64.77 89.72 128.71 92.55 91.31 66.60 2013
チリ 法人税名目税率：％ 17.0% 17.0% 17.0% 20.0% 18.5% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0%
実質GDP成長率：％ 3.2% -1.0% 5.7% 5.8% 5.5% 4.2% 2.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.09 1.01 1.01 1.03 1.03 1.02 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
3,541.24 -4,129.63 -350.08 1,823.62 1,028.15 -790.70 -2,385.77 2013
日本 法人税名目税率：％ 40.7% 40.7% 40.7% 40.7% 38.0% 38.0% 35.6%
間接税率：％ 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 8.0%
実質GDP成長率：％ -1.0% -5.5% 4.7% -0.5% 1.5% 1.5% 0.9% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.01 0.99 0.99 1.00 1.00 1.00 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-19,263.40 -46,666.90 -41,683.20 -42,460.50 -37,029.50 -35,275.65 -30,687.41 2013
 105 / 108 
 
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
韓国 法人税名目税率：％ 27.5% 24.2% 24.2% 22.0% 24.2% 24.2% 24.2%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 2.8% 0.7% 6.5% 3.7% 2.3% 3.0% 3.7% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 1.03 1.03 1.04 1.02 1.01 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
12,741.90 -7,528.54 10,126.57 12,646.39 10,423.08 -2,841.95 -6,523.17 2012
中国 法人税名目税率：％ 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 17.0% 17.0% 17.0% 17.0% 17.0% 25.0% 17.0%
実質GDP成長率：％ 9.6% 9.2% 10.4% 9.3% 7.7% 7.7% 7.4% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.06 0.99 1.03 1.05 1.03 1.03 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
122.63 -469.65 -312.45 503.07 363.71 -240.22 -347.48 2013
香港 法人税名目税率：％ 16.5% 16.5% 16.5% 16.5% 16.5% 16.5% 16.5%
間接税率：％ n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
実質GDP成長率：％ 2.1% -2.5% 6.8% 4.8% 1.6% 2.9% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.01 1.02 1.05 1.04 1.04 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-5.29 23.28 71.86 70.28 61.39 12.80 56.31 2012
タイ 法人税名目税率：％ 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 23.0% 20.0% 20.0%
間接税率：％ 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0%
実質GDP成長率：％ 2.5% -2.3% 7.8% 0.1% 6.5% 2.9% 1.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 0.99 1.03 1.04 1.03 1.02 1.02 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
90.00 -215.33 5.90 34.94 -99.98 71.85 -196.89 2013
ベトナム 法人税名目税率：％ 28.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 22.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 5.7% 5.4% 6.4% 6.2% 5.2% 5.4% 5.5% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.23 1.07 1.09 1.19 1.09 1.07 1.05 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
8,837.00 -88,439.10 -34,077.00 292.00 -180,899.41 -152,159.45 -204,018.95 2013
インドネシア 法人税名目税率：％ 30.0% 28.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 6.0% 4.6% 6.2% 6.5% 6.3% 5.8% 5.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.10 1.05 1.05 1.05 1.04 1.06 1.06 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
91,359.94 -5,051.88 3,117.26 46,573.47 -36,168.61 -77,108.47 -113,884.12 2013
シンガポール 法人税名目税率：％ 18.0% 18.0% 17.0% 17.0% 17.0% 17.0% 17.0%
間接税率：％ 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0% 7.0%
実質GDP成長率：％ 1.8% -0.6% 15.2% 6.1% 2.5% 3.9% 3.0% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.07 1.01 1.03 1.05 1.05 1.02 1.01 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
13.29 -5.94 16.95 24.63 23.33 15.85 11.18 2012
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（注）表内数値は執筆時点の情報に基づく 
（出所）KPMG Data Online 
http://www.kpmg.com/Global/en/services/tax/tax-tools-and-resources/pages/tax-rates-online.aspx、IMF World 
Economic Outlook http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2014/02/weodata/index.aspx より筆者作成 
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 推計値※
マレーシア 法人税名目税率：％ 26.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 4.8% -1.5% 7.4% 5.2% 5.6% 4.7% 5.9% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.05 1.01 1.02 1.03 1.02 1.02 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-16.47 -36.53 -24.19 -18.36 -16.57 -25.79 -17.20 2013
フィリピン 法人税名目税率：％ 35.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0%
実質GDP成長率：％ 4.2% 1.1% 7.6% 3.7% 6.8% 7.2% 6.2% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.08 1.04 1.04 1.05 1.03 1.03 1.04 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
263.38 50.25 60.35 212.04 209.47 270.07 272.19 2013
インド 法人税名目税率：％ 34.0% 34.0% 34.0% 32.4% 32.5% 34.0% 34.0%
間接税率：％ 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 13.0% 14.0%
実質GDP成長率：％ 3.9% 8.5% 10.3% 6.6% 4.7% 5.0% 5.6% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.09 1.11 1.09 1.09 1.10 1.09 1.08 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-2,983.35 -3,356.66 -3,258.66 -3,376.17 -3,095.08 -2,988.08 -3,331.06 2013
パキスタン 法人税名目税率：％ 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 34.0%
間接税率：％ 15.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 17.0% 17.0%
実質GDP成長率：％ 5.0% 0.4% 2.6% 3.6% 3.8% 3.7% 4.1% 2014
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.11 1.18 1.10 1.14 1.11 1.07 1.09 2014
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-261.29 -15.61 -236.22 -561.97 -795.59 -837.27 -48.18 2014
オーストラリア 法人税名目税率：％ 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
間接税率：％ 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
実質GDP成長率：％ 2.7% 1.5% 2.2% 2.6% 3.6% 2.3% 2.8% 2013
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.04 1.02 1.03 1.03 1.02 1.02 1.03 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
-14.38 -56.78 -65.43 -57.54 -41.88 -42.92 -41.22 2013
南アフリカ 法人税名目税率：％ 34.6% 34.6% 34.6% 34.6% 34.6% 28.0% 28.0%
間接税率：％ 14.0% 14.0% 14.0% 14.0% 14.0% 14.0% 14.0%
実質GDP成長率：％ 3.6% -1.5% 3.1% 3.6% 2.5% 1.9% 1.4% 2012
消費者物価指数
（年平均値）当年/前
1.12 1.07 1.04 1.05 1.06 1.06 1.06 2013
基礎的財政収支
（各国通貨）：億
46.43 -60.98 -60.96 -37.28 -43.42 -45.08 -56.73 2013
※表記年以降はIMF推計値
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＜図表 41 BEPS 行動計画の概要（一部）＞ 
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（出所）一般社団法人ジャパン・タックス・インスティチュート 国際課税委員会（第 69 回）資料
http://www.japantax.jp/mm/file_kokusai/siryou130731_01.pdf 
 
